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はじめに  
 
 

近年の少子高齢化の急速な進行や、共働き家庭の増

加による子育ての孤立感と負担感の増加など、本市に

おきましても、子育てを取り巻く環境は大きく変化して

おります。 

このような中、国では「こども基本法」や「こども大綱」など、こども・若者

に対する法整備が行われ、こども施策を一体的に進めるためのさらなる取組の強

化が図られています。 

市では、権利の主体であるこどもが、家庭、学校、地域などの一員として、自

分らしく安心して暮らすことができるまちをめざして、「鯖江市こどもの権利条

例」を制定いたしました。この条例は、こどもの権利を大切に守っていくための

基本となる考えを市民等が理解することにより、まち全体でこどもの健やかな成

長および発達を支えていくことを目的とします。 

このたび、こども・若者・子育て当事者に関する施策を総合的かつ計画的に実

施していくため、これまでの「鯖江市子ども・子育て支援事業計画」を包括的に

見直し、「鯖江市こども計画」を策定いたしました。本計画では、『未来あるこど

もの健やかな成長・発達を地域全体で支えあい、こどもの笑顔があふれるまち鯖

江』を基本理念に、子ども・子育て支援事業計画をさらに充実させ、こどもの権

利保障を推進する施策のほか、市民、企業、団体および行政が一体となって、こ

ども・若者の育ち、親の育ち、子育てを支える施策を推進していきます。 

この「鯖江市こども計画」を指針としました施策を着実に実行し、地域の特色

と市民力を活かしまして、こども・若者、子育て当事者をともに支え合うまちづ

くりを進めてまいります。 

最後に、本計画の策定にあたりまして、様々な視点から熱心にご審議いただき

ました鯖江市子ども・子育て会議委員の皆様をはじめ、アンケート調査にご協力

と貴重なご意見・ご提言をいただきました市民の皆様に心から感謝申し上げま

す。  

 

令和７(2025)年３月  

鯖江市長  佐々木 勝久 
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第 1章 

計画の策定にあたって 
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１ 計画策定の背景・趣旨 

  少子化、核家族化、保護者の就労状況の多様化など、こども・若者、子育て当事者を取り巻く環境

は大きく変化しています。その中、増加する児童虐待の相談件数や不登校の問題、こどもの貧困、発

達に関する支援など、多くの課題に対して更なる対策が必要です。そのため、こどもを取り巻く環境

に対して大人の視点だけで解決を図るのではなく、こどもの声を受け止めて、こどもの最善の利益を

考えた取組を進めなければなりません。 

国においては、令和５年４月に「こども基本法」が施行され、同年１２月に「こども大綱」「こども

未来戦略」が閣議決定され、こどもの権利を包括的に保障する法整備がされました。 

  市はこれまでに、こどもたちの成長発達に必要な乳幼児期の教育・保育や子育てサービスの計画的

な整備を進めるとともに、こどもと子育て当事者に関する様々な課題に対応するため、「子ども・子

育て関連３法」に基づき、平成２７年度から「鯖江市子ども・子育て支援事業計画」を策定し、こど

もと子育て当事者を地域全体で支援していくための取組を総合的に推進してきました。 

今回は、こども・若者・子育て当事者に関する施策を総合的かつ計画的に実施していくため、既存

の「鯖江市子ども・子育て支援事業計画」を包括的に見直し、こども基本法に基づき、こども大綱を

勘案した「市町村こども計画」を併せた「鯖江市こども計画」を策定します。 

 

 

 

２ 計画の期間 

  本計画は、令和７年度から令和１１年度までの５年間を計画期間とします。 

  なお、計画期間中においても、こども・若者と子育て当事者に関する様々な課題やニーズに対応す

るため、必要に応じて計画内容の見直しを図ります。 

平成 27年度～令和元年度 

（５年間） 

令和 2年度～令和 6年度 

（５年間） 

令和７年度～令和１１年度 

（５年間） 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

 

 

 

３ 計画の位置づけ 

本計画は、こども基本法第１０条の規定及びこども大綱に基づく「市町村こども計画」として位置

づけるとともに、子ども・子育て支援法第６１条に基づく「市町村子ども・子育て支援事業計画」、次

世代育成支援対策推進法第８条の規定に基づく「市町村次世代育成支援行動計画」、子ども・若者育成

支援推進法第９条に規定する「子ども・若者計画」及びこどもの貧困対策の推進に関する法律第９条

に規定するこどもの貧困対策計画を一体的なものとして策定し、今後の子ども・若者・子育て当事者

第 2期  

鯖江市子ども・子育て 

支援事業計画 

第１期  

鯖江市子ども・子育て 

支援事業計画 

鯖江市こども計画 
（第 3 期鯖江市子ども・

子育て支援事業計画を 

内包） 
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具体化 

におけるこども施策の具体的な方向や取り組む内容について定めます。 

なお、こども大綱は、少子化社会対策基本法、子ども・若者育成支援推進法及びこどもの貧困対策

の推進に関する法律に基づく３つのこどもに関する大綱を一つに束ね、こども施策に関する基本的な

方針や重要事項等を一元的に定めたものであるため、当市のこども計画においてもこれらを包含した

計画とします。 

市では、こどもの権利を保障し、こどもが幸せに過ごすことができるまちづくりの推進を図るため、

令和７年３月に「鯖江市こどもの権利条例」を制定します（予定）。条例では、市に関わるすべての人

がこどもの権利を尊重し、それぞれの生活や活動において活かすことが求められています。市は、条

例に基づき、こどもに関する取組を推進していくとともに、こどもの権利の視点から、こどもに関す

る取組を検証していく必要があります。 

 

●本計画と市の他の計画との関係 

本計画の策定にあたっては、「鯖江市デジタル田園都市構想総合戦略」を市政の最上位計画とし、鯖

江市が推進している SDGsの理念を反映しつつ、「第 4次鯖江市地域福祉計画／第 5次鯖江市障がい

者計画」「鯖江市教育大綱」「鯖江市保健計画」などの関連計画とも整合性を図り連携します。 

 

 

  

意見聴取・施策への反映 

勘案 

整合 整合 

連携 

合 

関連計画 

 

 

 

 

 
 
 
 
                     

 

 

等 

 

 

鯖江市こども計画 

・子ども・子育て支援事業計画 

・次世代育成支援行動計画 

・こどもの貧困対策計画 

・子ども・若者計画 

 

デジタル田園都市構想総合戦略 

鯖 江 市 保 健 計 画 

鯖 江 市 地 域 福 祉 計 画 

鯖 江 市 障 が い 者 計 画 

 

鯖 江 市 教 育 大 綱 

鯖江市男女共同参画プラン 等 

鯖 江 市 食 育 推 進 計 画 

〇こども基本法（こども大綱） 
・少子化社会対策基本法 

・こどもの貧困の解消に向けた対策の推進に関する法律 

・子ども・若者育成支援推進法 

○子ども・子育て支援法 

○次世代育成支援対策推進法 

○成育基本法（略称） 等 

福井県こども・子育て 

応援計画 

こども・若者 

子育て当事者 

鯖江市 

こどもの権利条例 
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参考資料 

【鯖江市こども計画の主な対象】 

 

結婚、妊娠、出産   子育て世帯・就労者  

子

育

て

当

事

者 

   

 

 

こ

ど

も 

乳幼児  就学前 小中学生 高校生  専門学生・大学生・勤労者 

     

     

 

 

４ 用語の定義等 

（１）「こども」の定義について 

「こども基本法」には、「こども」とは、こどもが若者となり、おとなとして円滑な社会生活を送る

ことができるようになるまでの「心身の発達の過程にある者」と定義しています。同法の基本理念に

は、全てのこどもについて、その健やかな成長が図られ権利がひとしく保障されること等が定められ

ており、年齢で必要なサポートが途切れないよう、それぞれの状況に応じて社会で幸せに暮らしてい

けるように支えていくことが示されています。 

本計画においては、特別の場合を除き、平仮名表記の「こども」を用います。 

なお、特別の場合とは法令に根拠がある語を用いる場合や固有名詞を用いる場合をいいます。 

    例： 「子ども・子育て支援法」、「子ども・若者育成支援推進法」、「子どもの貧困対策の推進に

関する法律」等にある「子ども」 

    例：既存の予算事業名や組織名 

39歳 

子ども・子育て支援事業計画 

子ども・若者計画 

次世代育成支援行動計画 

子どもの貧困対策推進計画 

鯖江市こども計画 

18歳 
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（２）各ライフステージの期間 

ライフステージ 期間 

乳幼児期 義務教育年齢に達するまで 

学童期 小学生 

思春期 中学生からおおむね 18 歳まで 

青年期 おおむね 18 歳以降からおおむね 30 歳未満 

（施策によっては３９歳までを対象とするものもあります。） 

 

（３）若者について 

法令上では定義はありませんが、こども大綱では「思春期」と「青年期」の者としています。「こど

も」と「若者」は重なり合いますが、本計画においては、主に青年期を示す場合には、「若者」の用語

を用います。 

 

（４）「おとな」の表記について 

  こども大綱では、平仮名表記の「おとな」を用いているため、本計画においても平仮名表記としま

す。 

 

（５）「子育て当事者」について  

  子育て当事者は、実際にこどもを育てている人を指し、保護者だけでなく、祖父母やその他の家族

など、日常的にこどもの世話をしている人々も含み、本計画では、「子育て当事者」を用います。 

  一方で、保護者は、法的にこどもを保護する義務がある人を指します。これは通常、親権者や後見

人など、法律上の責任を持つ人々を意味します。 

 

（６）こどもまんなか社会について 

  全てのこどもや若者が、生涯にわたる人格形成の基礎を築き、自立した個人としてひとしく健やか

に成長することができ、心身の状況、置かれている環境等にかかわらず、ひとしくその権利の擁護が

図られ、身体的・精神的・社会的に将来にわたって幸せな状態（ウェルビーイング）で生活を送るこ

とができる社会をいいます。 

こども大綱においては、「こどもまんなか社会」の実現に向け、こどもや若者、子育て当事者等の

意見を取り入れながら、次元の異なる少子化対策の実現に向けたこども未来戦略の推進とあわせて、

こども施策の点検と見直しを図っていくことが記載されています。 
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第２章 

こども、若者、子育てを取り巻く環境  
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（人） 

10,418 
10,264 10,179 10,052 9,946 9,847 9,624 9,533 9,296 9,046 

41,084 40,925 40,800 40,933 40,915 40,846 40,941 40,896 40,556 40,308 

17,310 17,885 18,147 18,360 18,513 18,646 18,788 18,860 18,794 18,867 

68,812 69,074 69,126 69,345 69,374 69,339 69,353 69,289 68,646 68,221 

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000

70,000

平成27年 平成28年 平成29年 平成30年 令和元年 令和2年 令和3年 令和4年 令和5年 令和6年

0～14歳人口 15～64歳人口 65歳以上人口

601 573 559 579 579 554 497 554 480 476

605 624 595 595 585 599 561 505 557 474

673 613 622 597 597 584
591 577 494 552

660 672 613 628 597 610
576 591

571 493

726 670
675 610 623 600

611 577
594

572

664 726
676 670 617 632

602 619
579

595

3,929 3,878 
3,740 3,679 3,598 3,579 

3,438 3,423 
3,275 

3,162 

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

4,000

4,500

平成27年 平成28年 平成29年 平成30年 令和元年 令和2年 令和3年 令和4年 令和5年 令和6年

0歳児 1歳児 2歳児 3歳児 4歳児 5歳児

（人）

１ こども、若者を取り巻く現状  

（１）人口の推移 

本市において、総人口は令和元年をピークに以降は減少に転じています。こども大綱によると、

少子化の背景には、経済的な不安定さや仕事と子育ての両立の難しさなど、個々人の結婚や出産、

子育ての実現を阻む様々な要因が複雑に絡み合っていることが指摘されています。 

 

①  総人口の推移（年齢区分別人口）  

総人口に占める 0～14歳人口の割合は、令和６年は 13.3％で、平成 27 年 15.1％と比べ

ると 1.８ポイント減少しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②  年齢別就学前児童数の推移  

本市の就学前児童数は年々減少しており、令和６年は平成 2７年と比べて 767 人減少し

ています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

資料：住民基本台帳（各年 4月 1 日） 

資料：住民基本台帳（各年 4月 1 日） 

（15.1％） （13.3％） 
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③  出生数の推移  

    本市の出生数は、年によって増減しながら減少傾向にあります。また、人口 1,000 人当

たりの出生数は、令和 5 年には 7.4 人となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

       

 

 

④  人口動態の推移  

    本市の人口動態のうち、自然増加数は年々減少しています。社会増加数は令和 4 年以降は

減少に転じています。 
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資料：県市町勢要覧 
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（２）世帯の推移  

本市の世帯数は核家族世帯の増加に伴い年々増加し、1 世帯当たりの人員は年々減少してい

ます。 

 

  

①  世帯別世帯数の推移  

本市の世帯数は、核家族世帯や単独世帯が年々増加しています。また、１世帯当たりの人

員は減少し、令和２年の世帯規模は 2.79人です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②  核家族世帯の内訳の推移  

本市の核家族世帯は増加しています。特に、母親とこども、父親とこどもからなる世帯は、

平成 12 年と比較して 1.8 倍、1.9 倍と増加し、他世帯よりも増加率が高いです。 
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③  ひとり親世帯（母親もしくは父親と 20 歳未満のこどもからなる世帯）の推移  

本市の20歳未満のこどもを持つひとり親世帯は、平成12年と比べて母子世帯は2.3倍、

父子世帯 1.4倍増加しています。 

 

 

 

 

（３） 婚姻の推移  

    ① 年代別未婚率の推移  

    本市の年代別未婚率を平成 12 年と令和２年を比べると、30～34 歳は 11.4 ポイント、

35～39 歳と 40～44 歳は 9.6 ポイント、45～49 歳は 11.1 ポイント高くなっていま

す。 
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② 婚姻・離婚件数の推移  

     本市の婚姻件数は、年々減少しています。今後、少子化・晩婚化・未婚化の進行に伴い

婚姻件数は減少すると予測されます。 

      

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（４）就業状況 

① 労働力率（15 歳以上人口のうち就労者と完全失業者を合算した割合）の推移  

本市の労働力率は平成27年と比べて、男性は1.3ポイント増加し、女性は2.7ポイント増

加しています。福井県発行の「令和２年国勢調査就業状態等基本集計福井県の概要」による

と、女性の労働力率は県・市ともに増加傾向にあり、令和2年の本市の女性の労働力率は、

県内で一番高い状況です。 
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資料：県衛生統計年報 
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② 共稼ぎ率の推移  

本市の共稼ぎ率は県をやや上回っています。年によって増減はありますがほぼ横ばいで

推移しています。なお、前述の「令和２年国勢調査就業状態等基本集計福井県の概要」によ

ると、福井県は全国で一番高く、県内では鯖江市が一番高い状況です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③  女性の年齢別労働力率の推移  

本市の女性の年齢別労働力率は、いずれの年代も増加しています。特に、55 歳以降は他

の年代と比べて大幅に増加し、55～59歳は平成 27 年より 5.7ポイント増加し、60～64

歳は 13.5 ポイント増加しています。 
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(％） 
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資料：国勢調査 
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2 子育て支援の現状 

（１） 教育・保育の現状   

①  １号認定の児童数の推移 

１号認定（幼稚園・認定こども園短時部利用）の児童数は、平成 27 年度より 202 人減

少しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②  ２号認定の児童数の推移 

２号認定（3歳以上の保育所（園）・認定こども園長時部利用）の児童数は、就学前人口

が年々減少していく中、令和５年度は 1,595 人で、平成 27 年度からはほぼ横ばいで推移

しています。 
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資料：保育・幼児教育課 
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③ ３号認定の児童数の推移 

    ３号認定（3 歳未満の保育所（園）・認定こども園長時部利用）の児童数は、就学前人口

が年々減少していく中、令和５年度は 1,082 人で、平成 27 年度からほぼ横ばいで推移し

ています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）子育て支援事業の現状  

核家族化の進行や就労環境の変化など子育てを取り巻く環境は大きく変化しています。すべ

てのこどもの健やかな育ち、また、親としての育ちへの支援を社会全体で支え合う社会実現を

目指し、さまざまな子育て支援事業を進めています。 

 

①  時間外保育事業 

時間外保育事業（延長保育）は、市内の公立施設 9 か所、私立施設 12 か所で実施して

います。年間の実利用児童数は年により増減はありますが、令和３年度からはおおむね 550

人前後で推移しています。 
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② 放課後児童クラブ  

放課後児童クラブは、児童センター１５か所、小学校 7 か所、地区公民館２か所、私立保

育園 8 園のほか社会福祉法人など４か所で実施しており、昼間保護者などが家にいない小学

校 1 年生から 6 年生を対象としています。 

    放課後児童クラブの登録者数は、令和 5年度は前年度と比べて５９人増加し、コロナ禍前

の数に戻りつつあります。 

 

 
 

 

③  子育て短期支援事業 

    子育て短期支援事業（ショートステイ、トワイライトステイ）は、鯖江市内は養護施設１か

所、福井市内は養護施設１か所で実施しています。 

    ショートステイの年間の利用児童数は、令和３年度以降は 200人台を推移しています。 
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資料：こどもまんなか課 
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④  地域子育て支援拠点事業  

     子育て支援センターを拠点施設として、地域の子育て支援ネットワーク委員会や子育て

支援市民団体と連携、協働して子育て支援事業を行っています。子育て支援センターの利

用者数は、令和２～3 年度はコロナ禍における利用者数の制限を設けたため、利用者数が

減少しましたが、令和５年度は前年度と比べて 3,398人増加しています。 

 

        

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

     

⑤  預かり保育 

 小学校区内に保育施設がない片上幼稚園と北中山幼稚園で預かり保育を実施しています。

なお、年間の延べ利用園児数は年によって増減はありますが、令和元年度以降は片上幼稚園

は増加傾向に、北中山幼稚園は減少傾向にあります。 
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⑥ 一時預かり 

⑥－１ 年間延べ利用園児数の推移 

    保育所（園）および認定こども園における一時預かりは、市内の公立施設９か所、私立施

設 13 か所で実施しています。令和 5 年度の利用園児数は 1,566 人でした。 

  

     

 

 

⑥－２ すみずみ子育てサポート事業における年間延べ利用児童数の推移 

    すみずみ子育てサポート事業による一時預かりは、市内の事業所で２か所、市外の事業所

６か所で実施しています。一時預かりの利用児童数は令和 5年度は前年度と比べて 966 人

増加しています。 

なお、家事支援は近年、利用者数が低迷しています。  
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⑦ 病児・病後児保育事業 

    病児・病後児保育は、市内の病院 2 か所、市外の病院６か所で実施しています。なお、年

間の延べ利用児童数は前年度と比べて、病児保育は 250 人が増加し、病後児保育は 100 人

増加しています。 

     

 

 

⑧ 乳児家庭全戸訪問事業  

    乳児家庭全戸訪問事業は、生後４か月までの間に家庭訪問を行い、成長・発達の確認や子

育てに関する情報提供などを行っています。訪問率はほぼ 100％です。 

    令和２年度はコロナ禍の影響により訪問ができなかった家庭があり、その家庭には令和３

年度に繰り越して訪問を行いました。 
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⑨養育支援訪問事業  

    養育面で支援の必要性が高いと思われる家庭には、母子保健と児童福祉が一体的に相談支

援をしています。市では、こども家庭センター（注）が、養育に関する相談、指導のほか必

要な支援を行っています。養育環境によっては、複数回の訪問が必要な家庭もあります。  

     

 

⑩ 要保護児童対策地域協議会  

    要保護児童対策地域協議会を設置し、関係機関が情報を共有し連携強化を図り、児童虐待

等の予防・対応を行っています。また、児童に関する相談窓口を設置し保護者の悩みや相談

に対応しています。令和元年度以降、新規相談・児童虐待の件数は増加し、新規相談件数は

1.7倍、児童虐待件数は 2.7 倍となっています。 
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令和元年 令和2年 令和3年 令和4年 令和5年

新規相談件数 児童虐待件数

(人） 

(件） 

資料：こどもまんなか課 

資料：こどもまんなか課 

（注）こども家庭センターとは、母子保健と児童福祉のそれぞれの専門性を発揮し、情報共有・連携し、一

体的な支援を行う機関です。鯖江市では、健康づくり課（母子保健）・子育て支援センター・こどもまんな

か課が連携し、こども家庭センターとして一体的支援をします。 
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⑪ ひとり親家庭等学習支援事業 

 ひとり親家庭の児童（高校生まで）に対し、市内４か所で学習ボランティアによる学習支

援や進学相談等を行い、児童の居場所と学習の機会を提供しています。令和５年度の年間延

べ参加児童数は、前年度と比べて 470人増加しています。 

   

 

 

⑫ 要・準要保護児童援助事業 

 経済的な理由により小中学校で必要な経費（学校給食費、学用品等）の負担に困っている

世帯に対し、費用の一部を援助しています。利用児童数は、令和５年度は274人で令和元年

度より41人増加しています。利用生徒数は、令和５年度は192人で令和元年度とほぼ横ば

いで推移しています。 
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資料：学校教育課 
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３ アンケート調査の結果概要 

（1）調査概要 

 

「子ども・子育て支援法」第６１条第１項に基づき、「第３期鯖江市子ども・子育て支援

事業計画」の策定に向けて、市民の子育て生活の実態や就労状況、子育て支援に関するニ

ーズや意見を把握するために、「子ども・子育て支援に関するアンケート調査」を実施しま

した。 

調査の概要は、以下のとおりです。 

 

①対象  

就学前児童（小学校入学前までのこども）がいる保護者    １，０５０人 

小学生のこどもがいる保護者                 １，１６０人 

 

②実施期間 

令和６年１月２９日（月）～２月１８日（日） 

          

③実施方法 

郵便による配布・回収（ロゴフォームでの回答も可能）   

     

④回収状況（有効回答）  

回収数  就学前児童がいる保護者    ５４９件 ５２．２％（前回より+2.6％） 

            小学生のこどもがいる保護者  ５９６件 ５１．３％（前回より-2.9％） 

                          

（2）調査結果 

①世帯におけるこどもの数 

きょうだいの数は、「2 人」が最も多く、就学前で 45.3％、小学生で 49.3％となって

います。次いで就学前で「1人」、小学生では「3人」となっています。平成 30年の調査

と比較すると、「3人以上」が減少しています。 

 

12.1

12.6

25.5

34.1

46.6

49.3

51.5

45.3

33.7

31.9

18.6

15.9

7.6

6.1

4.4

4.7

H30小学生

R５小学生

H30就学前

R5就学前

1人 2人 3人 4人

R5就学前児童n=536  H30就学前児童n=538  R5小学生n=570  H30小学生
（％） 
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② 同居・近居 

「親と同居」（核家族世帯）は就学前児童57.1％、小学生54.3％と最も多く、平成

30年の調査と比べて増加しています。また「親・祖父母と同居」が平成30年の調査と

比べて減少しており、核家族化が進んでいます。 

 

 

③ 子どもの身の回りの世話を主にしている者 

子どもの身の回りの世話を主にしている者について、最も多いのは「父母ともに」が

59.4％で、次いで「主に母親」が38.7％となっています。平成30年の調査と比較する

と、「父母ともに」の割合が14.9％増加し、「主に母親」の割合は15.0％減少しています。 

 

 

 

  

41.3

54.3

51.5

57.1

30.4

20.5

23.9

17.8

24.6

22.4

21.1

22.5

3.7

2.8

3.5

2.6

H30小学生

R５小学生

H30就学前

R5就学前

親と同居 親・祖父母と同居 親と同居し、祖父母と近居 その他

R5就学前児童n=534  H30就学前児童n=544  R5小学生n=576  H30小学生n=491

53.7

44.5

0.4

1.3

0.2

38.7

59.4

その他

主に祖父母

主に父親

主に母親

父母ともに

R5就学前 H30就学前

R5就学前児童n=537  H30就学前児童n=546

（％） 

（％） 
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④ 子育てと仕事の両立 

④－１ 母親、父親の就労状況 

母親の就労状況については、「フルタイム」あるいは「フルタイム（産休等）」と答えた

割合が就学前では60.9％、小学生では53.7％となっており、次いで「パート」あるいは

「パート（産休等）」が就学前で31.5％、小学生で39.6％となっています。平成30年と

比べて、「フルタイム」あるいは「フルタイム（産休等）」と答えた割合は増加しています。 

父親の就労状況は、ほぼ「フルタイム」です。 

 

 
 

 

  

47.2 

52.5 

33.4 

39.6 ％

1.0 

1.2 

16.0 

21.3 

40.9 

38.9 

28.9 

26.4 

1.5 

0.7 

3.9 

5.1 

8.8 

6.5 

17.5 

7.0 

0.6 

0.2 

0.2 

0.6 

H30小学生

R５小学生

H30就学前

R5就学前

母親の就労状況（％）

フルタイム フルタイム（産休・育休・介護休業中）

パート・アルバイト パート・アルバイト（産休・育休・介護休業中）

以前は就労していたが、現在は就労していない これまで就労していない

R5就学前児童n=536  H30就学前児童n=536  

R5小学生n=570  H30小学生n=479

99.5 

99.6 

97.4 

98.1 

0.3 

0.0 

0.0 

0.8 

0.2 

0.2 

0.6 

1.0 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

0.2 
0.8 

0.2 

0.0 

0.0 

1.2 

0.0 

H30小学生

R５小学生

H30就学前

R5就学前

父親の就労状況（％）

フルタイム フルタイム（産休・育休・介護休業中）

パート・アルバイト パート・アルバイト（産休・育休・介護休業中）

以前は就労していたが、現在は就労していない これまで就労していない

R5就学前児童n=514  H30就学前児童

n=543  R5小学生n=530  H30小学生n=411
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④－２ 育児休業の取得状況 

 育児休業の取得状況について「取得した（取得中である）」と回答した割合は、母親

73.7％、父親 12.8％となっており、平成 30年の調査と比較すると増加しています。 

  

 

 

 
 

 

④－３ 育児休業を取得しなかった理由 

育児休業を取得しなかった理由については、母親の場合「仕事が忙しかった」が最も多

く 13.７％、次いで「収入減となり、経済的に苦しくなる」11.8％で、平成 30年より

増加しています。なお、「子育てや家事に専念するため退職した」7.8％は平成 30 年よ

り減少しています。 

 父親の場合、「仕事が忙しかった」「職場に育児休業を取りにくい雰囲気があった」「収

入減となり、経済的に苦しくなる」が平成 30 年の調査と比較すると増加しています。 

 表は次ページのとおりです。 

  

  

30.2

9.8

59.9

19.6

6.7

73.7

働いていなかった

取得していない

取得した（取得中である）

母親（就学前児童）（％）

R5 H30

R5就学前児童n=520  H30就学前児童n=539

0.4

97

2.5

0.6

86.6

12.8

働いていなかった

取得していない

取得した（取得中である）

父親（就学前児童）（％）

R5 H30

R5 就学前児童 n=494  H30 就学前児童

n=471 
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その他

産前産後の休暇を取得できることを知らず、退職し

た

育児休業を取得できることを知らなかった

有期雇用のため育児休業の取得要件を満たさなかっ

た

職場に育児休業の制度がなかった（就業規則に定め

がなかった）

子育てや家事に専念するため退職した

配偶者が無職、祖父母等の親族にみてもらえるな

ど、制度を利用する必要がなかった

配偶者が育児休業制度を利用した

保育所（園）・認定こども園などに預けることがで

きた

収入減となり、経済的に苦しくなる

昇給・昇格などが遅れそうだった

仕事に戻るのが難しそうだった

（産休後）仕事に早く復帰したかった

仕事が忙しかった

職場に育児休業を取りにくい雰囲気があった

1.8

1.8

0.3

4.6

0.2

11.9

17.2

1.9

16.6

3.5

3.5

18.7

18.0

2.8

5.0

1.1

0.3

5.0

0.2

5.3

14.6

1.2

18.4

3.5

3.2

20.4

19.0

14.2

1.6

0.8

6.3

8.7

29.1

4.7

0.0

5.5

3.1%

0.8

7.9

1.6

6.3

9.4

23.5

2.0

2.0

7.8

9.8

7.8

3.9

2.0

2.0

11.8

0.0

7.8

3.9

13.7

2.0

育児休業を取得しなかった理由（就学前児童の父母）（％）

R5母

H30母

R5父

H30父

R5 父 n=461  H30 父 n=1003   

R5 母 n=697  H30 母 n=127 

(複数回答) 
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⑤ 就学前教育・保育施設の利用状況 

現在の教育・保育施設の利用施設は、「認可保育所」が56.9％、次いで「認定こども

園」が31.6％となっています。 

 

 

今後の教育・保育施設の利用希望は、平成30年の調査と比較すると、認可保育所（園）

と幼稚園（預かり保育含む）は利用希望の割合は減少し、認定こども園の利用希望の割合

は増加しています。 

  

56.9 

31.6 

6.6 

1.5 

1.2 

1.0 

0.5 

0.0 

0.0 

0.7 

66.7 

16.9 

12.9 

0.7 

1.5 

0.7 

0.0 

0.0 

0.0 

0.5 

認可保育所（園）

認定こども園

幼稚園

小規模な保育施設

事業所内保育施設

幼稚園＋幼稚園の預かり保育

その他の認可外保育施設

居宅訪問型保育

家庭的保育

その他

現在の利用状況（％）

R５

H30

認可保育所（園）

認定こども園

幼稚園＋幼稚園の預かり保育

幼稚園

小規模な保育施設

ファミリー・サポート・センター

居宅訪問型保育

事業所内保育施設

家庭的保育

その他の認可外保育施設

その他

35.6 

31.3 

8.8 

8.1 

4.2 

4.1 

3.1 

3.1 

0.8 

0.2 

0.7 

40.2 

26.8 

12.8 

9.9 

3.9 

1.5 

3.2 

0.8 

0.2 

0.5 

今後の利用希望（％）

R５ H30

R5：n=1074 H30：n=969

（複数回答）

R5：n=880  H30：n=402 

（複数回答） 
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⑥ 放課後の過ごし方 

⑥－１ 小学生の過ごし方 

小学生の放課後の過ごし方は、「自宅」が最も多く、次いで「習い事」「放課後児童

クラブ（学童保育）」です。平成30年と比べて「スポーツ少年団」「自宅」「習い事」

が増えています。 

 

 

⑥－２ 小学生の保護者の希望 

小学生の保護者の希望としては、低学年のうちは「自宅」が最も多く、次いで「放課後児

童クラブ（学童保育）」「習い事」の順です。高学年では「自宅」が最も多く、次いで「習い

事」「スポーツ少年団」となっています。 

 

自宅

習い事

放課後児童クラブ（学童保育）

スポーツ少年団

祖父母宅や友人宅

児童館・児童センター

放課後こども教室

その他（公民館、公園など）

39.5 

26.4 

11.0 

10.2 

8.2 

4.0 

0.7 

38.1 

25.6 

13.2 

7.5 

10.0 

3.8 

1.0 

0.7 

小学生（％）

R５

H30

自宅

放課後児童クラブ（学童保育）

習い事

スポーツ少年団

祖父母宅や友人宅

児童館・児童センター

放課後こども教室

その他（公民館、公園など）

28.4

24.3

23.9

9.5

8.1

3.2

2.7

28

11.7

23.1

9.4

8.9

6.6

7.7

4.6

38.2 

5.6 

26.7 

13.4 

9.0 

4.0 

3.2 

38.3 

6.1 

28.1 

10.1 

10.5 

2.7 

2.7 

1.4 

小学生保護者の希望（％）

R5低学年

H30低学年

R５高学年

H30高学年

R5 低学年 n=222  H30 低学年 n=252  

R5 高学年 n=1162  H30 高学年 n=772

（複数回答） 

R5：n=1074  H30：n=1024（複数回答） 
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⑥－３ 就学前児童の保護者が希望する就学後の放課後の過ごし方 

 就学前児童の保護者が希望する就学後の放課後の過ごし方としては、低学年のう

ちは「放課後児童クラブ（学童保育）」、次いで「自宅」を希望する者が多く、いずれ

も平成30年より増えています。高学年になったら「自宅」次いで「放課後児童クラ

ブ（学童保育）」を希望する者が多いです。 

 

  

放課後児童クラブ（学童保育）

自宅

習い事

祖父母宅や友人宅

児童館・児童センター

その他（公民館、公園など）

放課後こども教室

スポーツ少年団

40.4 

20.4 

9.1 

8.8 

8.4 

5.8 

5.2 

2.1 

26.0 

18.8 

22.4 

9.3 

9.0 

4.2 

7.5 

3.0 

13.1 

39.9 

12.8 

9.5 

7.8 

5.9 

6.5 

4.8 

16.3 

38.9 

32.1 

12.3 

9.1 

6.3 

10.7 

13.1 

就学前児童の保護者の希望（％）

R5低学年

H30低学年

R５高学年

H30高学年

R5 低学年 n=915  H30 低学年 n=252   

R5 高学年 n=969  H30 高学年 n=335（複数回答） 
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病院（小児科）・休日当番医等に関する情報

こどもに関する手当（児童手当・医療費助成等）に

関する情報

子育て支援センター・児童館・児童センターや地区

公民館等で行われるイベント情報

子育て支援施設（幼稚園・保育所・認定こども園

等）の受け入れに関する情報

しつけ・成長等子育てに関する情報

小学校に関する情報

放課後児童クラブ（学童保育）に関する情報

健康・発達についての情報

食事・栄養に関する情報

予防接種、健診等に関する情報

病児・病後児保育に関する情報

一時預かり（一時保育）に関する情報

障がい児（発達支援）保育に関する情報

こども自身が悩みを相談する場所に関する情報

その他

15.3 

13.9 

10.6 

10.4 

8.7 

8.1 

6.9 

6.8 

6.0 

3.9 

3.7 

3.3 

1.6 

0.6 

10.2 

9.2 

9.7 

9.7 

14.3 

10.1 

6.8 

8.8 

6.5 

4.0 

4.6 

4.0 

1.4 

14.9 

19.2 

9.1 

1.0 

8.6 

13.6 

3.0 

7.4 

4.5 

5.3 

1.9 

0.4 

3.2 

4.6 

1.5 

11.8 

14.0 

9.3 

5.9 

13.7 

3.6 

13.9 

4.9 

6.8 

2.4 

2.3 

9.8 

子育て情報について（％）

R5就学前

H30就学前

R５小学生

H30小学生

⑦ 子育て情報について 

どのような子育て情報が知りたいかについては、就学前児童では「病院（小児科）・

休日当番医に関する情報」が最も多く、次いで「こどもに関する手当（児童手当・医療費

助成等）に関する情報」「子育て支援センター等で行われるイベント情報」となってお

り、いずれも平成 30年調査時より多くなっています。 

小学生では「こどもに関する手当（児童手当・医療費助成等）に関する情報」が最も

多く、次いで「病院（小児科）・休日当番医に関する情報」となっており、いずれも平成

30年調査時より多くなっています。 

なお、「こども自身が悩みを相談する場所に関する情報」については、令和５年度か

ら選択肢に追加されました。 

 

 

 

  

R5 就学前児童 n=1441  H30就学前児童 n=536  

R5 小学生 n=1420  H30 小学生 n=479 

（主なもの 3 つまで） 
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⑧ 子育て支援について 

本市の子育て環境や支援について、「満足」及び「おおむね満足」を合算した割合は、就学

前児童52.5％、小学生58.7％となっています。 

 「満足していない」の割合を平成30年と比較すると、就学前児童は増加していますが、小

学生では減少しています。 

 なお、令和5年調査の選択肢は、「満足」「おおむね満足」「あまり満足していない」「満足し

ていない」の４択に変更しました。 

 

 

 

 

 

  

H30小学生

R５小学生

H30就学前

R5就学前

3.9

4.5

9.0

2.7

17.1

54.2

21.5

49.8

50.6

43.2

20.1

32.6

21.1

38.4

8.3

6.9

5.3

9.2

子育て支援や環境に対する満足度（％）

満足している おおむね満足している 普通 あまり満足していない 満足していない

R5 就学前児童 n=524  H30 就学前児童 n=512  

R5 小学生 n=576  H30 小学生 n=468 
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⑨ 子育てに関する相談相手について 

子育てに関する相談相手については、就学前児童の保護者及び小学生の保護者ともに

「配偶者」「祖父母等の親族」の順となっており、平成30年より増加しています。次い

で「友人や知人、子育てサークルの人」「幼稚園・保育所（園）・認定こども園」や「近

所の人や地域の人、職場の人」となっており、身近な人に相談していることが伺えます。 

 

 

28.0 

26.3 

19.2 

11.0 

7.6 

3.2 

2.8 

0.8 

0.3 

0.1 

0.1 

0.1 

0.1 

0.6 

25.7 

25.0 

19.9 

12.0 

8.7 

3.4 

2.3 

1.0 

0.3

0.2

0.1

0.2

0.5

0.5

配偶者

祖父母等の親族

知人や友人、子育てサークルの人

幼稚園・保育所（園）、認定こども園

近所の人や地域の人、職場の人

かかりつけの医師や病院、療育関係機関

子育て支援センターにじいろ

アイアイ鯖江・健康福祉センター（健康づくり課）

市役所の子育て担当窓口

民生委員・児童委員

健康づくり推進員・愛育会

保育カウンセラー

地区公民館、児童館、児童センター

その他

就学前児童の保護者（％）

R5就学前 H30就学前

配偶者

祖父母等の親族

知人や友人、子育てサークルの人

近所の人や地域の人、職場の人

小学校

かかりつけの医師や病院、療育関係機関

スクールカウンセラー

児童館、児童センター

幼稚園・保育所（園）、認定こども園

健康づくり推進員・愛育会

青少年センター（教育支援センター鯖江チャイル…

市役所の担当窓口

アイアイ鯖江・健康福祉センター（健康づくり課）

子育て支援センターにじいろ

民生委員・児童委員

その他

29.6 

26.7 

20.9 

10.3 
5.5 

3.2 

1.0 

0.7 

0.6 

0.2 

0.1 

0.1 

0.1 

0.1 

0.0 

1.0 

27.0 

26.0 

21.8 
11.4 

6.9 

2.4 

1.4 

1.6 

0.0 

0.2 

0.3 

0.0 

1.0 

小学生の保護者（％）

R５小学生

H30小学生

R5 就学前児童 n=1562  H30就学前児童 n=1376 

（複数回答） 

R5 小学生 n=1414  H30小学生 n=1291 

（複数回答） 
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28.0 

22.7 

16.3 

11.4 

7.5 

6.0 

3.2 

1.7 

1.6 

1.1 

0.3 

25.7 

25.4 

12.7 

8.8 

8.3 

5.2 

3.3 

3.2 

4.0 

2.5 

0.9 

26.7 

23.4 

11.2 

8.9 

4.1 

6.0 

10.5 

1.5 

3.3 

4.1 

0.4 

25.8 

24.0 

9.3 

7.4 

4.3 

5.4 

7.7 

2.3 

5.0 

8.0 

0.7 

経済的支援（出産やこどもの医療費、保育料や教育費

の負担軽減など）

親子で関われる時間的ゆとり（仕事と家庭生活の両立

支援など）

遊び場づくり（子育て中の親が集える場所の整備や放

課後児童クラブなどの充実）

子育てしやすい居住空間（公園や道路の環境整備、公

共施設等のバリアフリー化や授乳設備の整備など）

保育サービスの充実

小児医療等の充実（小児救急医療体制、母子・乳幼児

健診の充実など）

小中学校教育

親同士のつながりのきっかけづくり（子育て支援セン

ターの充実など）

地域との関わり・ふれあい（地域における子育て支援

の充実など）

親の子育て意識の高揚

その他

子育てをしていく上で何が必要か・大切か（％）

R5就学前

H30就学前

R５小学生

H30小学生

 

⑩子育てをしていく上で何が必要か・大切か 

子育てをしていく上で何が必要・大切と考えるかについては、「経済的支援（出産やこ

どもの医療費、保育料や教育費の負担軽減など）」や「親子で関われる時間的ゆとり（仕

事と家庭の両立支援など）」と答えた割合は、就学前児童・小学生ともにいずれの年も高

いです。 

 就学前児童・小学生ともに、平成30年より増加した項目は、「経済的支援」「遊び場

づくり（子育て中の親が集える場所の整備や放課後児童クラブなどの充実）」、「子育て

しやすい居住空間（公園や道路の環境整備、公共施設等のバリアフリー化や授乳設備の

整備など）」、「小児医療等の充実（小児救急医療体制、母子・乳幼児健診の充実）」と

なっています。 

一方で、就学前児童・小学生ともに、平成30年より減少した項目は「親子で関われる

時間的ゆとり」、「保育サービスの充実」、「地域との関わり・ふれあい」、「親同士の

つながりのきっかけづくり」、「親の子育て意識の高揚」です。 

 

 

 

 

R5 就学前児童 n=1526  H30就学前

児童 n=1372  R5 小学生 n=1593  

H30小学生 n=1508 
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４ 「こども計画」策定に向けた課題 

 

（１）こどもの権利を守り生かすことへの支援 

 ・全てのこども・若者が自立した個人として、ひとしく健やかに成長でき、将来にわたって幸せに生活で

きるためには、その権利の保障が図られる必要があります。 

     

 

 

（２）質の高い乳幼児期の教育・保育の提供 

・3 歳未満児の入園希望や障がい児・気がかり児の増加により、慢性的な保育士不足の状態が続いており、 

 待機児童がいつ出てもおかしくない逼迫した状況であるため、多方面に渡る効果的な解決策が必要です。 

・１号認定児（幼稚園・認定こども園短時部利用）の減少は著しく、今後も認定こども園化や施設の統廃 

 合等を視野に入れた検討を進める必要があります。 

 

 

 

（３）成長の発達過程にある者への切れ目ない支援 

・妊娠期から子育て期にわたる切れ目ない支援の充実に向け、「こども家庭センター」を拠点に母子保健 

 と児童福祉の一体的相談支援体制を更に強化します。また、心身ともに不安定になりやすい妊娠中・産 

 後及び乳幼児期にわたり、関係機関と連携しながら、こどもと子育て当事者への支援を引き続き行う必 

 要があります。 

・思春期、妊娠、出産のライフステージに応じて、男女とも性や妊娠に関する正しい知識を身に付け健康 

 管理が行えるように促す取り組みも必要です。 

・地域のつながりが希薄化する中、全てのこどもが気軽に安心して学習や活動などを行える居場所の確保 

  が求められています。引き続き、放課後児童クラブの安全・安心な居場所を提供するとともに、こども 

   たちが放課後の豊かな時間を過ごすことができるよう、人材確保や質の向上など、更なる充実に取り組 

   みます。また、家庭や学校以外に社会とのつながりを持てる居場所も必要です。 

 

 

 

 

 

（４）安心してこどもを生み、親として成長することへの支援 

・子育てに関する身体的・精神的にも経済的にもゆとりをもって子育てができる環境は、こどもと向き合

う時間を充実させることにもつながります。育児の過度な負担感等を軽減できるよう支援を継続すると

ともに、子育て当事者が親としての成長をしていけるよう、相談支援や情報提供の充実など、子育て支

援の質の維持・向上が必要です。 

・親子が孤立せず、地域の多様な大人と接することが出来るように、子育て中の人との交流や親子同士で

交流できる機会、さらに父親の育児参加も必要です。引き続き、親子の集いの場や身近な地域における

親子の居場所（遊び場）の充実に取り組みます。 

基本目標Ⅰ「全てのこどもの権利保障を推進」 

基本目標Ⅱ「こどもの健やかな成長・発達の支援」 

基本目標Ⅲ「安心してこどもを産み、ゆとりをもって子どもと向き合うための支援」 

基本目標Ⅳ「こどもと子育て当事者を支える教育・保育等の充実」 

基本目標Ⅳ「こどもと子育て当事者を支える教育・保育等の充実」 

取組： 

第３章 

取組：第３章 

 

取組：第３章 
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（５）地域全体での子育て支援 

・行政の支援に加え、子育て中の親子が孤立することなく、地域の多様な担い手に支えられていると実感

できるよう、こども・子育て当事者を社会全体で応援する地域の機運の醸成が重要です。 

・核家族世帯の増加や親・祖父母の就労により、地域での子育て支援の手を必要としているが、担い手が

不足しています。 

・仕事と子育ての両立を支援するため、引き続き放課後児童クラブの実施場所を一定数確保し、利用者が

多様な体験や学びができるよう支援の質の維持・向上の必要があります。 

・本市は共働き率が県内で最も高いため、母親・父親ともに仕事と子育てを両立できる環境づくりについ

て、男性の育児休業制度の利用促進を含めた、市民への啓発や企業との連携など、社会全体での取り組

みが必要です。 

・子育てに関するわかりやすい情報発信も必要です。 

 

 

（６）特別な配慮が必要な児童への支援 

・近年、支援を必要とする児童・生徒が増えてきているため、引き続き、きめ細やかな支援の推進が必要

です。障がいや発達に遅れなどのあるこどもとその家庭及び社会的自立に困難を有するひきこもり状態

のこども・若者への総合的な支援が必要です。 

・児童虐待の新規相談件数が年々増加する中、国が示す「児童虐待防止対策の強化に向けた緊急総合対策」

等を踏まえ、引き続き、児童虐待防止対策の総合的な取組が必要です。 

 

 

 

 

（７）こどもの将来が生まれ育った環境に左右されないための支援  

・厚生労働省「国民生活基礎調査」によると、相対的に貧困の状態にあるこどもの割合は 、2021 年（令

和 3 年）は 11.5％となっており、特にひとり親家庭は 44.5％と高くなっています。ひとり親家庭の

増加に伴い、支援を要する世帯が増えることが予想されます。こどもの将来がその生まれ育った環境に

よって左右されることがないよう、保健、教育、育児支援、親の就労支援など、引き続き幅広いサポー

トが必要です。 

・ヤングケアラーの問題はこども本人が自覚しづらい場合もあり、顕在化しづらいことから、教育・福祉

等の関係者が状況共有・連携して、早期発見することが大切です。また、こどもの気持ちに寄り添いな

がら、家族まるごと支援する視点での対策が必要です。 

 

  

 

基本目標Ⅴ「地域みんなで子育てをサポートするまちづくりの推進」 

基本目標Ⅲ「安心してこどもを産み、ゆとりをもってこどもと向き合うための支援」 

基本目標Ⅴ「地域みんなで子育てをサポートするまちづくりの推進」 

基本目標Ⅰ「全てのこどもの権利保障を推進」 

基本目標Ⅱ「こどもの健やかな成長・発達の支援」 

基本目標Ⅵ「全ての若者の社会的自立に向けた支援」 

基本目標Ⅰ「全てのこどもの権利保障を推進」 

基本目標Ⅲ「安心してこどもを産み、ゆとりをもってこどもと向き合うための支援」 

取組： 

第３章 

取組： 

第３章 

取組：第３章 

取組： 

第３章 
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第３章 

計画の基本的な考え方 
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１ 基本理念 

 

 

 

 

 

 令和６年３月に改訂された鯖江市デジタル田園都市構想総合戦略の中で、基本目標Ⅲに、「育てやす

い暮らしやすいまちをつくる」とし、基本施策には「安心して結婚・出産・子育てができるまち」「自

分らしく働き、子育てできるまち」「子どもがいきいきと過ごすまち」と掲げています。 

 令和７年４月施行の「鯖江市こどもの権利条例」（以下、条例といいます。）は、こどもに関わるすべ

ての人がこどもの権利を大切にし、それぞれの生活や活動に生かすことにより、こどもの権利を大切に

し、こどもが幸せに過ごせるまちづくりを目標にしています。こどもたちが健やかに成長できるよう、

地域全体でこどもの最善の利益を考え、成長・発達を支えていくことが大切です。 

また、子育て当事者においては、身体的・精神的・経済的にゆとりをもって過ごすことは、こどもと

向き合う時間の充実につながります。これは、こどもの健全な成長・発達、親子の笑顔、子育ての満足

感につながっていきます。 

本計画では、第２期子ども・子育て支援事業計画で推進してきた「子どもの育ち 親の育ち 地域で

支え合う 子育ての輪」の基本理念や基本的考え方に加え、条例に基づき、誰一人取り残すことなく、

すべてのこどもが幸せに生きていけるよう、こどもの権利を保障するまちづくりを進めます。また、市

民、企業、団体および行政が一体となって、こども・若者の育ち、親の育ち、子育てをともに支え合う

まちづくりを進めます。 

 

２ 計画策定の視点 

本計画では、基本理念のもと、次の 3つの視点を大切に、施策を推進していきます。 

（１）こどもの最善の利益を尊重する視点 

こどもは生まれながらにして、一人ひとりかけがえのない存在であり、権利をもつ主体です。

あらゆる場面で、こどもの権利を大切にするとともに、こどもの視点に立って、こどもとともに

最善の方法は何かを一緒に考え、こどもの最善の利益を重視する視点で、施策・事業を推進しま

す。 

（２）切れ目ない支援と予防・早期発見・早期対応の視点 

妊娠・出産・子育て期、こどもから若者のすべてのライフステージにおいて、多様な取組を切

れ目なく推進し、様々な困難の予防や早期発見、早期対応に努めます。また、切れ目のない支援

を行うため、必要なケースに確実にアプローチするようアウトリーチの視点で実効性のある支援

を行います。 

（３）地域全体でこども・若者、子育て当事者を支え合う視点 

家庭、地域、関係機関、行政等が連携・協働し、見守り・声かけ・助け合いによる地域の力や

関係機関による支援のネットワークを活用しながら、地域全体でこども・若者、子育て当事者の

 未来あるこどもの健やかな成長・発達を地域全体で支え合い、 

  こどもの笑顔があふれるまち鯖江 
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育ちを支え合い、育ち合う地域づくりを推進します。 

 

３ 基本目標 

 本計画では、基本理念を実現するために、第２章に示した「こども・若者・子育て当事者を取り巻く

状況」を踏まえ、以下の６つの基本目標を掲げました。この基本目標ごとに基本施策、各事業を位置づ

け、総合的にこども施策を推進していきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

基本目標 Ⅰ 全てのこどもの権利保障を推進 

   こどもの育ちを地域全体で支え、こどもが安心して健やかに成長・発達できるまちづくりを推

進するため、こどもの権利について地域全体で理解を深める取組を行います。また、児童虐待な

ど権利侵害の防止に向けた取組を行います。 

 

基本目標 Ⅵ 全ての若者の社会的自立に向けた支援 

  若者が主体的に自らのライフデザインが描けるよう、キャリア教育や就労支援等を推進しま

す。また、多様な価値観が尊重されることを大前提としつつ、結婚や出産を望む人に対して、

希望に応じた支援を進めます。 

  こども・若者がどのようなライフステージでも健康的に生活できるよう、情報提供や相談支

援を行います。 

基本目標 Ⅴ 地域みんなで子育てをサポートするまちづくりの推進 

仕事と子育ての両立ができるよう、事業主、地域住民、関係団体などと連携を密にし、広報・ 

啓発や情報提供の充実を図り、子育てしやすい働きやすい環境づくりを推進します。 

また、こどもが安全、安心な環境で生活できるよう、都市空間や道路交通環境の整備に取り

組むとともに、関係機関・団体などと連携した活動を推進します。 

 

基本目標 Ⅳ こどもと子育て当事者を支える教育・保育等の充実 

すべてのこどもが、豊かな心と健やかな身体を育み、調和がとれた人として成長できるよう、 

教育・保育の質の向上と施設環境の整備に取り組みます。 

 

基本目標 Ⅲ 安心してこどもを産み、ゆとりをもってこどもと向き合うための支援 

子育て当事者が身体的・精神的・経済的なゆとりがもてるように、子育て支援に努めます。ま

た、ひとり親家庭への自立支援やこどもの貧困対策等も行います。 

基本目標 Ⅱ こどもの健やかな成長・発達の支援 

こどもの心身の健康づくりに取り組みます。また、こども一人ひとりの発達段階や特性に応じ

た成長・発達を支援するため、切れ目のない支援に取り組みます。 



①こどもの権利の理解促進
こどもの権利の普及啓発
こどもの権利に関する情報発信

● ● ● ● ● ●

②こどもの意見表明と社会参加
鯖江市こども計画についての情報発信
アンケート等でこどもの意見を聴取

● ● ● ● ● ●

③こどもの権利侵害の防止
①児童虐待等の対応
②不登校・いじめ・その他困難な状況
にあるこどもとその家庭への支援

● ● ● ● ● ●

①こどもの健康の支援
①健診や予防接種などの保健・医療
の提供
②こどもの運動・食育の推進
③学童期・思春期の保健対策の推進

● ● ● ● ● ●

②障がいや発達に遅れなどがあ
り、支援が必要なこどもとその
家庭への支援

保育園や学校等での支援や教育の充実
経済的支援

● ● ● ● ● ●

①妊娠期から子育て期の切れ目
のない支援の充実

健診、相談支援体制の充実
母子の健康増進

● ● ●

②子育て支援サービスの充実
地域子ども・子育て支援事業
子育て支援情報の提供

● ● ● ● ●

③経済的支援の充実
児童手当、医療費助成、
幼児教育・保育の無償化等

● ● ● ● ● ●

④ひとり親家庭への支援 各種助成事業、就労支援等 ● ● ● ● ●

⑤こどもの貧困対策の推進 教育支援、就労支援、相談支援等 ● ● ● ● ● ●

①年齢に応じた多様な遊びや体
験活動の支援

多様な体験や交流の機会 ● ● ● ● ● ●

②乳幼児期の教育・保育の充実

主体性を育む乳幼児教育の推進
多様な教育や保育サービスの充実
支援が必要なこどもへの対応
保育士の確保等

● ● ●

③質の高い学校教育の推進
小学校、中学校での実践的、体験的な学
習

● ● ●

④鯖江への愛着心と誇りの醸成 ふるさと鯖江に関する学習の機会 ● ●

⑤放課後の過ごし方と居場所支
援

放課後児童クラブ、居場所づくり ● ● ● ● ●

①こどもの健やかな成長を見守
るネットワークの充実

子育て支援ネットワーク
子育てサポーター活動

● ● ● ● ● ●

②地域での子育て支援
公民館活動など地域住民との交流を通し
た支援

● ● ● ● ● ●

③こどもが過ごしやすい安全・
安心な環境の確保

道路や公園の安全管理
交通安全や見守り活動

● ● ● ● ● ●

④多様な働き方に対応できる環
境

ワークライフバランスの推進 ● ● ● ● ●

①全ての若者に対する社会参画
の支援

キャリア教育、婚活支援 ● ● ● ●

社会的自立に困難を有する若者への支援

こども・若者とその家庭への切れ目ない
相談支援

●● ● ● ● ●

子育て

当事者
思春期学童期

乳幼児

期

基本
理念

基本目標 基本施策 主な取り組み 妊娠期 青年期

Ⅵ

全ての若者の
社会的自立に向けた
支援 ②悩みや不安を抱えるこども・

若者とその家庭に対する支援

４　施策の体系

Ⅳ

こどもと子育て当事
者を支える
教育・保育等の充実

未
来
あ
る
こ
ど
も
の
健
や
か
な
成
長
・
発
達
を
地
域
全
体
で
支
え
合
い
、

こ
ど
も
の
笑
顔
が
あ
ふ
れ
る
ま
ち
鯖
江

Ⅴ

地域みんなで
子育てをサポート
するまちづくりの
推進

Ⅰ

全てのこどもの
権利保障を推進

Ⅱ
こどもの健やかな
成長・発達の支援

Ⅲ

安心してこどもを
産み、ゆとりを
もってこどもと
向き合うための支援

    38
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5 施策の展開 
  各施策を推進する主な事業を掲載します。 

●事業の見方 

番号 事業名 事業概要 
担当課 

再掲番号 

通し番号  

事業の目的や取組内容を記載しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●本計画の基本目標と SDGs との関係 

  本市は、鯖江市デジタル田園都市構想総合戦略の横断的方針「持続可能な開発目標（SDGs）の推

進」を軸として、SDGsの目標達成に向けて取り組んでいます。 

  本計画の推進においても、「誰一人取り残さない」という SDGsの理念に基づき、市民や企業など

様々な担い手と連携しながら、各施策・事業を進めます。 

 

本計画に関連する主な SDGsの目標 

基本目標 

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ 

こどもの 

権利保障 

こどもの 

成長・発達 

子育て当事

者への支援 

教育・保育

等の支援 

地域全体で

子育て支援 
若者支援 

目標番号  目標名 

1 貧困をなくそう 〇 〇 〇 〇 〇  

2 飢餓をゼロに 〇 〇 〇 〇 〇  

3 すべての人に健康と福祉を 〇 〇 〇 〇 〇 〇 

4 質の高い教育をみんなに 〇 〇 〇 〇   

5 ジェンダー平等を実現しよう 〇 〇 〇 〇 〇 〇 

8 働きがいも経済成長も 〇  〇  〇 〇 

9 産業と技術革新の基盤を作ろう    〇   

10 人や国の不平等をなくそう 〇 〇 〇 〇 〇 〇 

11 住み続けられるまちづくりを 〇 〇 〇 〇 〇  

14 海の豊かさを守ろう     〇  

15 陸の豊かさも守ろう     〇  

16 平和と公正をすべての人に 〇  〇 〇 〇  

17 パートナーシップで目標を達成しよう 〇  〇 〇 〇 〇 

  

妊娠期 乳幼児期 学童期 思春期 青年期 
子育て 

当事者 

      

 

事業の対象となる年齢区分を表しています。 
複数の施策に掲載されている事業

は、再掲番号を記載しています。 
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「鯖江市こどもの権利条例」の趣旨が広く市民に周知されるよう広報・啓発を行うとともに、市民一

人ひとりがこどもの権利保障に対する認識を深め、こどもが権利の主体であるという意識が地域社会に

浸透するよう、こどもの権利保障の推進に努めます。 

 

≪関連する条例・計画≫ 

鯖江市こども権利条例 

鯖江市人権施策基本方針 

 

≪主な事業≫ 

番号 事業名 事業概要 
担当課 

再掲番号 

1 人権教育啓発事業 

様々な人権問題について考える機会を作り、相手への思いや

りの心や生命の尊さについて啓発します。 

 

 

 

ダイバーシティ 

推進・相談課 

21 

2 
鯖江市こどもの権利条

例の推進 

鯖江市こどもの権利条例のわかりやすいパンフレット等を作

成し、周知を図ります。 

 

 

 

こどもまんなか課 

― 

3 
こどもの権利の啓発 

事業 

こどもの権利の普及啓発、こどもの権利に関する学習機会の

充実を図ります。 

 

 

 

こどもまんなか課 

― 

  

妊娠期 乳幼児期 学童期 思春期 青年期 
子育て 

当事者 

〇 〇 〇 〇 〇 〇 

 

妊娠期 乳幼児期 学童期 思春期 青年期 
子育て 

当事者 

〇 〇 〇 〇 〇 〇 

 

妊娠期 乳幼児期 学童期 思春期 青年期 
子育て 

当事者 

〇 〇 〇 〇 〇 〇 

 

基本目標Ⅰ 全てのこどもの権利保障を推進 

 基本施策１ こどもの権利の理解促進 
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こどもの権利の一つとして、こどもが意見を表明し、参加する権利があります。全てのこどもが安

心して様々な方法で多様な意見を表明し、日常生活のあらゆる場面で社会に参画する機会をもてるよ

うに取り組みます。 

      

≪関連する条例・計画≫ 

鯖江市こどもの権利条例 

子ども・子育て会議条例 

 

≪主な事業≫ 

番号 事業名 事業概要 
担当課 

再掲番号 

4 
鯖江市こども計画の 

推進 

こどもの社会参画の取り組みとして、鯖江市こども計画概要

版を作成し、情報を発信していきます。 

 

 

 

こどもまんなか課 

― 

5 
こどもの意見聴取の 

推進 

こどもや若者の意見をこども施策に反映するため、意見の聴

取及び意見反映のフィードバック等に努めます。また、小学

生、中学生、高校生に、自己肯定感などをアンケートで調査

し、日頃の親子関係や生活の様子を調査し、こども施策のニ

ーズを確認します。 

 

 

 

こどもまんなか課 

― 

 

 

  

妊娠期 乳幼児期 学童期 思春期 青年期 
子育て 

当事者 

〇 〇 〇 〇 〇 〇 

 

基本目標Ⅰ 全てのこどもの権利保障を推進 

妊娠期 乳幼児期 学童期 思春期 青年期 
子育て 

当事者 

〇 〇 〇 〇 〇 〇 

 

 基本施策２ こどもの意見表明と社会参加 
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児童虐待に関する相談件数及び対応件数は年々増加しており、こどもの権利が脅かされている状況

が続いています。 

鯖江市に関わる全ての人がこどもの権利を尊重する理念をもち、それぞれの生活で生かすことによ

り、こどもの権利を保障し、こどもにやさしいまちづくりを推進する必要があります。こどもの権利

条例に基づき、こどもの成長・発達を地域全体で支えていくため、児童虐待防止に関する市民の意識

の醸成を目指すとともに、虐待の発生予防、早期発見、早期対応等に努めます。また、母子保健や医

療機関等関係機関との連携強化およびこども家庭センターにおける相談体制や支援体制の充実を図り

ます。 

 

≪関連する条例・計画≫ 

 － 

 

≪主な事業≫ 

番号 事業名 事業概要 
担当課 

再掲番号 

6 
要保護児童対策地域協

議会設置事業 

要保護児童への適切な対応、指導を行うため、要保護児童対

策地域協議会を開催し、協議会の関係機関との連携強化や情

報共有を図ります。 

 

 

 

 

こどもまんなか課 

１８９ 

7 
こども家庭センターの

体制整備 

母子保健と児童福祉の一体的な相談体制で、虐待への予防的

対応から子育ての悩みを抱える家庭の対応まで、様々なライ

フステージで切れ目ない支援ができるように関係機関と連携

しながら、こどもと子育て当事者をサポートしていきます。 

また、地域の多様な資源の開拓と活用も検討します。 

 

 

 

 

 

こどもまんなか課 

― 

8 
児童虐待発見の 

通報義務の啓発 

児童虐待は、早期発見、早期対応が重要であるため、家庭、地

域、保育所等、学校、保健機関、医療機関などにおいて、虐待

が疑われる場合に速やかに通告するよう啓発活動を行いま

す。 

 

 

 

こどもまんなか課 

― 

9 虐待予防の啓発 

体罰によらない子育て等を推進するため、体罰や暴力がこど

もに及ぼす悪影響や体罰によらない子育てに関する理解につ

いて普及啓発を行います。また、児童虐待の未然防止を図る

ため、11 月の児童虐待予防月間キャンペーンに合わせて各種

啓発を行います。 

 

 

 

 

こどもまんなか課 

― 

妊娠期 乳幼児期 学童期 思春期 青年期 
子育て 

当事者 

〇 〇 〇 〇 〇 〇 

 

 
基本施策３ こどもの権利侵害の防止 

      ①「児童虐待等の対応」 

基本目標Ⅰ 全てのこどもの権利保障を推進 

妊娠期 乳幼児期 学童期 思春期 青年期 
子育て 

当事者 

〇 〇 〇 〇 〇 〇 

 

妊娠期 乳幼児期 学童期 思春期 青年期 
子育て 

当事者 

〇 〇 〇 〇 〇 〇 

 

妊娠期 乳幼児期 学童期 思春期 青年期 
子育て 

当事者 

〇 〇 〇 〇 〇 〇 
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番号 事業名 事業概要 
担当課 

再掲番号 

10 
家庭児童相談員配置事

業 

児童に関する相談への適切な対応や指導を行うため、家庭児

童相談員を配置します。 

 

 

 

 

こどもまんなか課 

― 

11 

こども家庭センター 

サポートプラン 

作成員配置事業（注） 

こども家庭センターにサポートプラン作成支援員を配置し、

こどもと子育て当事者との対応によりニーズを把握し、適切

なサービスを組み合わせた支援プランを立て、支援を行いま

す。 

 

 

 

 

こどもまんなか課 

― 

12 養育支援訪問事業 

若年の妊婦や育児に不安のある子育て当事者、児童虐待等気

がかりな家庭に訪問し、育児に対する不安感、負担感の解消

を図ります。 

 

 

 

こどもまんなか課 

子育て支援センター 

健康づくり課 

８４ 

13 

子育て支援短期事業

（ショートステイ・ 

トワイライトステイ） 

子育て当事者の疾病等の理由により家庭において養育が出来

ない時、児童養護施設等で一定期間、こどもを預かり、必要な

支援を行います。 

 

 

 

 

こどもまんなか課 

８６ 

14 家庭支援事業の推進 

家事・子育て等に対して不安・負担を抱えた子育て当事者、妊

産婦、ヤングケアラー等がいる家庭に対するサービスとして、

子育て世帯訪問支援事業や児童育成支援事業等、地域の実情

にあった事業展開を検討していきます。そのことにより、家

庭や養育環境を整え、こどもの居場所の確保につながり、虐

待リスク等の高まりを未然に防ぎます。 

 

 

 

 

こどもまんなか課 

９２ 

15 
民生委員・児童委員協

議会活動 

地域住民の生活状態を把握し、要支援者の相談に応じ、必要

な援助や見守り、福祉事務所その他の関係行政機関の業務へ

の協力等を行います。 

 

 

 

 

社会福祉課 

１３３、１９０ 

 （注）サポートプランとは、支援を必要とする妊産婦、こども、子育て世帯に母子保健サービスや子育て支援を確実に届けるため、支
援メニューの体系的なマネジメントを行うための計画を言います。 

  

妊娠期 乳幼児期 学童期 思春期 青年期 
子育て 

当事者 

〇 〇 〇 〇 〇 〇 

 

妊娠期 乳幼児期 学童期 思春期 青年期 
子育て 

当事者 

〇 〇 〇 〇  〇 

 

妊娠期 乳幼児期 学童期 思春期 青年期 
子育て 

当事者 

 〇 〇 〇  〇 

 

妊娠期 乳幼児期 学童期 思春期 青年期 
子育て 

当事者 

〇 〇 〇 〇 〇 〇 

 

妊娠期 乳幼児期 学童期 思春期 青年期 
子育て 

当事者 

〇 〇 〇 〇 〇 〇 

 

妊娠期 乳幼児期 学童期 思春期 青年期 
子育て 

当事者 

〇 〇 〇 〇 〇 〇 
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登校できない諸般の悩みを抱えるこどもに対し、本人が相談しやすい環境づくりやきめ細やかな支

援環境づくりに取り組みます。 

いじめはこどもの心身の発達に深刻な影響を及ぼす、決して許されない行為です。いじめの未然防

止に取り組むととともに、早期に発見し、一人ひとりの状況にあった適切な対応を行います。 

また、日本語の指導を要するこども、自分の性に違和感を感じているこども、周囲の人の理解がな

いために困っているこどもなど、こどもが抱える様々な悩みや課題は多様化・複雑化しています。悩

み、困っているこどもやその家庭に対し、総合的な支援が行えるよう関係機関との連携に努めます。 

 

≪関連する条例・計画≫ 

鯖江市人権施策基本方針 

教育の振興に関する施策の大綱（以下「鯖江市教育大綱」） 

 

≪主な事業≫ 

番号 事業名称 事業概要 
担当課 

再掲番号 

16 
スクールカウンセラー

配置事業 

小中学校にスクールカウンセラーを配置し、学童期・思春期

における児童生徒、子育て当事者の心の悩みに関する相談を

行います。 

 

 

学校教育課 

４８、１７３ 

17 
スクールソーシャル 

ワーカー配置事業 

スクールソーシャルワーカーが、学校や自宅を訪問し、不登

校や非行等の問題行動の解決を図ります。 

 

 

 

学校教育課 

１７４ 

18 
学校生活・学習支援員

配置事業 

各小中学校に支援員を配置し、支援の必要な児童生徒の学校

生活や学習の支援を行います。 

 

 

 

学校教育課 

１７５ 

19 
不登校児童生徒自立支

援応援事業 

学校へ行けないでいるこどもたちの居場所、学びの場として

教育支援センター鯖江チャイルドを運営し、学校復帰や社会

的自立を促す支援を行います。 

 

学校教育課 

― 

基本目標Ⅰ 全てのこどもの権利保障を推進 

 
基本施策３ こどもの権利侵害の防止 

      ②「不登校・いじめ・その他困難な状況にあるこどもとその家庭への支援」 

妊娠期 乳幼児期 学童期 思春期 青年期 
子育て 

当事者 

  〇 〇  〇 

 

妊娠期 乳幼児期 学童期 思春期 青年期 
子育て 

当事者 

  〇 〇  〇 

 

妊娠期 乳幼児期 学童期 思春期 青年期 
子育て 

当事者 

  〇 〇  〇 

 

妊娠期 乳幼児期 学童期 思春期 青年期 
子育て 

当事者 

  〇 〇  〇 
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番号 事業名称 事業概要 
担当課 

再掲番号 

20 外国籍園児支援事業 

保育所等において外国籍児童が安心して過ごすことが出来る

環境を整備するため、必要な通訳を配置します。 

 

 

 

保育・幼児教育課 

― 

21 人権教育啓発事業 

様々な人権問題について考える機会を作り、相手への思いや

りの心や生命の尊さについて啓発します。 

 

 

 

 

ダイバーシティ 

推進・相談課 

1 

22 
ヤングケアラーコーデ

ィネーター配置事業 

ヤングケアラーコーディネーターを配置し、ヤングケアラー

に対する支援・指導を行います。 

 

 

 

 

こどもまんなか課 

－ 

23 

ヤングケアラーの実態

把握及び社会的認知度

向上のための普及啓発 

学校において、アンケートでヤングケアラーの早期把握を行

います。ポスターやチラシ等でこどもに啓発を行うとともに、

こどもに関わる関係団体等にヤングケアラー対策の周知を図

ります。 

 

 

 

こどもまんなか課 

－ 

24 
こどもの居場所づくり

の推進 

居場所のニーズを把握し、ニーズに合った居場所づくりを検

討します。 

 

 

 

こどもまんなか課 

１８６、２３６ 

 

  

妊娠期 乳幼児期 学童期 思春期 青年期 
子育て 

当事者 

 〇 〇 〇  〇 

 

妊娠期 乳幼児期 学童期 思春期 青年期 
子育て 

当事者 

 〇 〇 〇 〇 〇 

 

妊娠期 乳幼児期 学童期 思春期 青年期 
子育て 

当事者 

  〇 〇 〇 〇 

 

妊娠期 乳幼児期 学童期 思春期 青年期 
子育て 

当事者 

 〇 〇 〇 〇 〇 

 

妊娠期 乳幼児期 学童期 思春期 青年期 
子育て 

当事者 

 〇    〇 
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こどもの健康の保持・増進のために、健診や予防接種、相談などが受けられる環境を整えます。また、

休日・夜間の救急医療機関の周知や、緊急時の対応についての学習機会の提供、家庭での事故防止対

策等の推進を図ります。 

また、夜間や休日等の救急医療体制が充実されるよう、県の医療計画に基づき小児医療や産科（周産

期）医療との連携に努めます。 

≪関連する条例・計画≫ 

鯖江市母子保健計画（第 7次鯖江市保健計画（以下「鯖江市保健計画」）内） 

≪主な事業≫ 

番号 事業名称 事業概要 
担当課 

再掲番号 

２５ 母子健康手帳の交付 

母子の健康づくりのため、母子健康手帳を交付するととも    

に、妊婦に対する相談、保健事業の紹介等を行います。 

 

 

 

  

健康づくり課 

７１ 

２６ 母子保健相談指導事業 

母親と乳児の健康保持と増進を図るため、母子の健康に関す

る各種保健教育・相談を行います。 

 

 

 

 

健康づくり課 

７４ 

２７ 産前・産後サポート事業 

妊産婦等の悩みや産前産後の心身の不調に関する相談、早期

支援（窓口・電話・訪問相談支援）を行います。特に主治医等

との連携のもと、妊娠期からの体調管理と産後早期の介入に

より適切な育児の指導を行います。 

 

 

 

 

健康づくり課 

７５ 

２８ 産後ケア事業 

退院直後、育児支援を必要とする母子に対し、医療機関・助

産施設等で訪問、通所または宿泊で母体ケア、乳児ケア、心

身のサポート等を行いながら産後の支援を実施します。 

  

健康づくり課 

７６ 

妊娠期 乳幼児期 学童期 思春期 青年期 
子育て 

当事者 

〇      

 

妊娠期 乳幼児期 学童期 思春期 青年期 
子育て 

当事者 

〇 〇    〇 

 

妊娠期 乳幼児期 学童期 思春期 青年期 
子育て 

当事者 

〇 〇    〇 

 

妊娠期 乳幼児期 学童期 思春期 青年期 
子育て 

当事者 

 〇    〇 

 

基本施策１ こどもの健康の支援 

      ①「健診や予防接種などの保健・医療の提供」 

基本目標Ⅱ こどもの健やかな成長・発達の支援 
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番号 事業名称 事業概要 
担当課 

再掲番号 

２９ 

乳児家庭全戸訪問事業 

（こんにちは赤ちゃん 

事業） 

子育て当事者の育児不安の軽減や母子の健康増進のため、生

後 4 か月までの乳児のいる家庭を保健師や助産師が訪問し、

成長・発達の確認や育児についての相談、情報提供を行いま

す。 

 

 

  

健康づくり課 

８３ 

３０ 乳児一般健康診査事業 

乳児（1 か月児、4 か月児、9～10 か月児）に対して、月

齢に応じた成長・発達を確認し、異常の早期発見、早期対応

するための健康診査を県内医療機関で個別健診の方法により

実施します。 

 

  

健康づくり課 

８２ 

31 
新生児聴覚 

スクリーニング検査事業 

新生児（出産後おおむね 28 日まで）に対して、聴覚障害の

早期発見のための聴覚検査を行い、聴覚異常があった場合は

早期治療を勧めます。 

 

 

 

 

健康づくり課 

－ 

32 幼児健康診査事業 

1 歳 6 か月児及び 3 歳児に対して、身体・精神面の発育発

達、疾病等の早期発見及び健康の保持増進を図るため、総合

的な健康診査を実施します。また、子育て当事者に対して、こ

どもの発育発達に必要な知識を周知し、子育て力の向上を支

援しています。さらに、子育て当事者の心身の健康や子育て

に係る家族機能も確認し、支援が必要な家庭についてはこど

も家庭センター内での連携支援につなげています。 

 

 

  

健康づくり課 

８２ 

33 乳幼児育成指導事業 

幼児健診のフォローアップとして、ことばの相談や、健診後

の経過を教室やアンケート等で確認し、支援の必要な乳幼児

に対して専門家の発達相談や医療機関の受診につなげます。

また、子育て当事者向けの相談等も実施します。 

 

 

 

  

健康づくり課 

５４ 

34 
こどもの急病時の対処法

の啓発 

こどもの病気やけがに応じた適切な処置や医療機関の受診の

仕方を保護者や子育て関係者に啓発します。 

 

 

健康づくり課 

― 

妊娠期 乳幼児期 学童期 思春期 青年期 
子育て 

当事者 

 〇     

 

妊娠期 乳幼児期 学童期 思春期 青年期 
子育て 

当事者 

 〇    〇 

 

妊娠期 乳幼児期 学童期 思春期 青年期 
子育て 

当事者 

 〇     

 

妊娠期 乳幼児期 学童期 思春期 青年期 
子育て 

当事者 

 〇    〇 

 

妊娠期 乳幼児期 学童期 思春期 青年期 
子育て 

当事者 

 〇    〇 

 

妊娠期 乳幼児期 学童期 思春期 青年期 
子育て 

当事者 

〇 〇    〇 
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番号 事業名称 事業概要 
担当課 

再掲番号 

３５ 歯の健康づくり事業 

母子保健相談時や幼児健診時に歯科衛生士が子育て当事者に

虫歯予防や仕上げ磨きについて相談や指導を実施します。 

 

 

  

健康づくり課 

― 

３６ 
目の健康づくり事業 

眼育さばえ事業 

３歳児健診や就学前健診において、機器を使用した屈折検査

を実施し、視覚異常を早期に発見し、早期治療につなげます。 

また、イベント等で目の体操やビジョントレーニングなどを

行い、目の健康づくりの啓発を行います。 

 

 

 

  

健康づくり課 

総合政策課 

― 

３７ 小児救急医療支援事業 

夜間における小児救急患者の療養医療体制の確保を行いま

す。 

 

 

  

健康づくり課 

― 

３８ 
病院群輪番制病院運営 

事業 

休日および夜間における重症患者の診療体制の確保を行いま

す。 

 

 

 

健康づくり課 

― 

３９ 休日当番医制運営事業 

鯖江市医師会との連携により、休日・祝日における適切な医

療体制の確保を行います。 

 

 

 

 

健康づくり課 

― 

40 予防接種事業 

定期の予防接種として、ロタ、小児用肺炎球菌、B型肝炎、5

種混合（４種混合、ヒブ）、ＢＣＧ、水痘、麻しん・風しん、

日本脳炎、２種混合、子宮頸がん予防のワクチン接種を実施

します。また、妊婦への先天性風しん症候群感染予防として

成人への風疹ワクチンの予防接種費用の助成を実施します。 

さらに、20 歳未満の者で、がん治療等の医療行為により免疫

消失した者に対して、過去に接種した定期接種分について任

意接種を受けた場合はその費用の助成を行います。 

 

 

 

健康づくり課 

― 

  

妊娠期 乳幼児期 学童期 思春期 青年期 
子育て 

当事者 

〇 〇    〇 

 

妊娠期 乳幼児期 学童期 思春期 青年期 
子育て 

当事者 

〇 〇 〇 〇  〇 

 

妊娠期 乳幼児期 学童期 思春期 青年期 
子育て 

当事者 

 〇 〇 〇 〇  

 

妊娠期 乳幼児期 学童期 思春期 青年期 
子育て 

当事者 

〇 〇 〇 〇 〇 〇 

 

妊娠期 乳幼児期 学童期 思春期 青年期 
子育て 

当事者 

〇 〇 〇 〇 〇 〇 

 

妊娠期 乳幼児期 学童期 思春期 青年期 
子育て 

当事者 

〇 〇 〇 〇 〇 〇 

 

妊娠期 乳幼児期 学童期 思春期 青年期 
子育て 

当事者 

 〇 〇   〇 
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身体的・精神的な発達が目覚ましく、また生活習慣が形成されるこどもの時期は、年齢に応じた運

動・食育の推進が不可欠です。 

こどもの頃からの運動・食育の推進には、家庭や地域、保育所・幼稚園・こども園や学校、行政等

が互いに連携し総合的に取り組む必要があります。 

幅広いライフステージに応じて、運動や食に関する学習の機会や情報の提供、相談体制の充実を図

り、運動や食に対する意識の向上や正しい食生活習慣の確立に努めます。 

 

 

≪関連する条例・計画≫ 

鯖江市母子保健計画・鯖江市健康増進計画（鯖江市保健計画内） 

鯖江市食育推進計画 

鯖江市教育大綱 

鯖江市運動・スポーツ推進計画 

 

≪主な事業≫ 

番号 事業名称 事業概要 
担当課 

再掲番号 

41 母子栄養管理事業 

規則正しい食事や朝食習慣の定着、食事とおやつのバラン

ス、楽しく食事ができる環境などについての相談や指導を行

います。 

 

 

 

 

健康づくり課 

７７ 

42 食生活改善推進事業 

食生活改善推進員養成講座・育成講座、地域食生活改善活動

等を通して、望ましい食生活について教育、啓発を行いま

す。 

 

 

 

 

 

健康づくり課 

－ 

43 食育学習推進事業 

年間を通して、「食」への知識・理解を深めるための学習や体

験活動などの食教育を実施するとともに、各小学校において

野菜の栽培や学校給食への利用、伝統料理教室の開催などを

行います。 

 

 

 

 

学校教育課 

１７１ 

44 学校給食畑支援事業 

地域のボランティア農家とこどもたちが、学校農園（畑）で農

作業を行い、その農産物を給食に供給するなど、生産者の顔

が見える学校給食の推進を図ります。 

 

 

 

 

農林政策課 

１７２ 

妊娠期 乳幼児期 学童期 思春期 青年期 
子育て 

当事者 

〇 〇    〇 

 

基本施策１ こどもの健康の支援 

      ②「こどもの運動・食育の推進」 

基本目標Ⅱ こどもの健やかな成長・発達の支援 

妊娠期 乳幼児期 学童期 思春期 青年期 
子育て 

当事者 

 〇 〇 〇  〇 

 

妊娠期 乳幼児期 学童期 思春期 青年期 
子育て 

当事者 

 〇 〇    

 

妊娠期 乳幼児期 学童期 思春期 青年期 
子育て 

当事者 

 〇 〇 〇 〇 〇 
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番号 事業名称 事業概要 
担当課 

再掲番号 

45 
地域における食育学習

事業 

地区公民館等を拠点とした食育学習（伝統料理、農業体験、講

演会、親子料理教室等）に取り組むことで、家庭および地域の

教育力向上を図ります。 

 

 

 

 

生涯学習課 

－ 

46 

幼少期・青少年の運動・

スポーツ活動の充実 

施策 

子どもが体を動かす喜びやスポーツをする楽しさを味わい、

生涯にわたり運動やスポーツを続ける基礎を養うために、地

域で活動する子どもたちのスポーツ団体の活動を支援すると

ともに、総合型地域スポーツクラブやスポーツ少年団の活動

充実を通じて生涯スポーツの振興を図ります。  

 

 

 

 

スポーツ課 

１３９、１９８ 

  

妊娠期 乳幼児期 学童期 思春期 青年期 
子育て 

当事者 

 〇 〇 〇  〇 

 

妊娠期 乳幼児期 学童期 思春期 青年期 
子育て 

当事者 

 〇 〇 〇 〇 〇 
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学童期・思春期の保健対策を含む学校保健は、学校のみならず、家庭、地域、そして関係機関が連

携して進めていくことが大切であり、家庭、学校、地域が一体となって、児童・生徒の健全育成を推

進することが必要です。特に思春期については、性のこと、自殺などの健康課題があり、次世代のこ

どもの健康づくりの充実に努める必要があります。 

そのため、性感染症予防、性的指向や性自認に関する正しい知識への学習機会の充実を図ります。

また、たばこやアルコール、薬物が体に及ぼす影響や害に関する情報の提供を行い、心身ともに健や

かに成長できるよう努めます。 

 

≪関連する条例・計画≫ 

鯖江市教育大綱  

鯖江市自殺対策計画（鯖江市保健計画内）  

鯖江市人権施策基本方針 

 

≪主な事業≫ 

番号 事業名称 事業概要 
担当課 

再掲番号 

４７ 保健体育における指導 

小学校体育および中学校保健体育の授業の中で、発達段階に

応じた性に関する指導、また、たばこやアルコール、薬物の害

に関する指導を行います。 

 

 

 

学校教育課 

― 

４８ 
スクールカウンセラー

配置事業 

小中学校にスクールカウンセラーを配置し、学童期・思春期

における児童生徒、子育て当事者の心の悩みに関する相談を

行います。 

 

 

学校教育課 

１６、１７３ 

４９ 
受動喫煙防止等の 

啓発事業 

喫煙、アルコールおよび薬物乱用が及ぼす健康への影響につ

いての知識、情報を児童生徒や子育て当事者等に提供するこ

とにより、家庭、学校、地域が一体となって、児童生徒の健全

育成を推進します。 

母子健康手帳交付時、喫煙や受動喫煙の害について資料に基

づき、説明を行います。 

 

 

 

健康づくり課 

― 

５０ 感染症予防啓発事業 

講演会や学習を通して、感染症予防、性感染症予防について

の知識の普及や啓発に努めます。 
 

 
 

 

健康づくり課 

― 

基本施策１ こどもの健康の支援 

      ③「学童期・思春期の保健対策の推進」 

基本目標Ⅱ こどもの健やかな成長・発達の支援 

妊娠期 乳幼児期 学童期 思春期 青年期 
子育て 

当事者 

  〇 〇   

 

妊娠期 乳幼児期 学童期 思春期 青年期 
子育て 

当事者 

  〇 〇  〇 

 

妊娠期 乳幼児期 学童期 思春期 青年期 
子育て 

当事者 

〇 〇 〇 〇 〇 〇 

 

妊娠期 乳幼児期 学童期 思春期 青年期 
子育て 

当事者 

〇 〇 〇 〇 〇 〇 

 



52 

 

番号 事業名称 事業概要 
担当課 

再掲番号 

５１ 
地域自殺対策緊急強化

特別事業 

自殺予防の啓発、相談支援体制の充実を図るとともに、関係

機関・団体が連携し自殺予防対策を総合的に取り組みます。 

 

 

 

 

 

健康づくり課 

２３４ 

５２ 
ダイバーシティ啓発 

事業 

ダイバーシティに関する研修会やパネル展示、街頭啓発や広

報誌等での啓発を行い、性のあり方や国籍、人種、年齢、障が

いの有無などの違いを超え、それぞれが持つ個性を理解し尊

重し合うことについて意識の醸成を図ります。 

 

 

 

 

ダイバーシティ 

推進・相談課 

― 

  

妊娠期 乳幼児期 学童期 思春期 青年期 
子育て 

当事者 

〇 〇 〇 〇 〇 〇 

 

妊娠期 乳幼児期 学童期 思春期 青年期 
子育て 

当事者 

〇  〇 〇 〇 〇 

 



53 

 

 

 

障がいのあるこどもの早期発見の機会が増え、相談や支援に対するニーズは高まっています。乳幼児

期を含め早期から子育て当事者に十分な情報を提供し、発達の遅れやアンバランス、障がいがあるこど

もの特性について正しい理解を促し、適切な子育てを行えるよう育児不安を抱える前から支援を行って

いきます。 

また、保育所、こども園、幼稚園、小学校、特別支援学校等において、関係者が必要な支援等につい

て、各関係機関が連携を図りながら、早期の発達支援と子育て支援を一体的に進め、切れ目ない支援に

つなげます。 

市民への障がいに対する理解の促進とこどもの自立に向けた支援事業の充実が求められています。そ

れぞれの人格を認め合い、ともに暮らし、健やかな成長、そして自立できる社会づくりに取り組みます。 

また、医療的ケアを必要とするこどもが、安心して生活できるよう、関係機関の連携体制の強化を図

ります。 

 

≪関連する条例・計画≫ 

第5次鯖江市障がい者計画 

第７期障がい福祉計画・第３期障がい児福祉計画 

鯖江市母子保健計画（鯖江市保健計画内） 

 

≪主な事業≫ 

番号 事業名称 事業概要 
担当課 

再掲番号 

５３ 育ちに関する相談会 

言語聴覚士によることばの相談会、小児科医師や臨床発達心理

士等による乳幼児発達相談会、児童精神科医師による相談会を

定期的に開催し、こどもの特性に応じた関わり方を指導します。

また、必要に応じて受診を勧めます。 

 

 

 

 

健康づくり課 

子育て支援センター 

― 

５４ 乳幼児育成指導事業 

こどもの成長発達を促すための遊びを親子で体験する教室で

す。遊びを通して、関わり方やこどもの生活習慣をアドバイス

したり、こどもの成長発達の伸びを確認したりしながら、必要

に応じて受診や発達相談をお勧めします。 

 

 

 

 

健康づくり課 

３３ 

５５ 
ペアレント・プログラ

ム 

こどもをほめるコツや関わり方の工夫など、こどもの特性に応

じた関わり方や親子関係づくりを学ぶ子育て支援講座を行いま

す。 

 

 

 

 

子育て支援センター 

９２ 

基本施策２ 障がいや発達に遅れなどがあり、支援が必要なこどもとその家庭への支援 

妊娠期 乳幼児期 学童期 思春期 青年期 
子育て 

当事者 

 〇 〇 〇  〇 

 

基本目標Ⅱ こどもの健やかな成長・発達の支援 

妊娠期 乳幼児期 学童期 思春期 青年期 
子育て 

当事者 

 〇    〇 

 

妊娠期 乳幼児期 学童期 思春期 青年期 
子育て 

当事者 

 〇 〇 〇  〇 
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番号 事業名称 事業概要 
担当課 

再掲番号 

５６ のびのび教室 

こどもの発達特性に応じた遊びの指導を通して、こどもの発達

支援を行います。また子育て当事者には特性に応じた関わり方

をアドバイスし、こどもの特性理解及び子育て能力の向上に向

けた支援を行います。さらに、こどもの所属機関や医療機関と

の連携を通して、特性に応じた一体的な支援を行います。 

 

 

 

 

子育て支援センター 

― 

５７ 障がい児保育推進事業 

保育所等において障がいを持つ児童を受入れ、できるだけ健常

児と同じように生活できるよう、保育士の加配を行います。 

 

 

 

 

保育・幼児教育課 

１５０ 

５８ 
幼稚園特別支援員配置

事業 

幼稚園において障がいを持つ児童を受け入れ、できるだけ健常

児と同じように生活できるよう、支援員を配置します。 

 

 

 

 

保育・幼児教育課 

１５１ 

５９ 
医療的ケア児保育推進

事業 

保育所等において医療的ケアを必要とする障がい児を受け入れ

るため、必要な看護師を配置または派遣します。 

 

 

 

 

保育・幼児教育課 

１５２ 

６０ ふれあい保育推進事業 

保育所等において、中軽度障がい児等に対する適切な保育を行

うため、保育士の加配に対する支援を行います。 

 

 

 

 

保育・幼児教育課 

１５３ 

６１ 特別支援学級の設置 

通常の学級における学習では十分にその効果を上げることが難

しい児童生徒のために、特別な配慮のもと、その能力や個性に

応じて適切な教育が受けられるように、小中学校に特別支援学

級を設置します。 

 

 

 

学校教育課 

― 

6２ 障がい者相談支援事業 

在宅障がい者（児）およびその介護者に対し、専門の職員が必

要な情報の提供など、地域において障がいをもって暮らしてい

く上での相談・支援を行います。 

 

 

 

 

社会福祉課 

― 

妊娠期 乳幼児期 学童期 思春期 青年期 
子育て 

当事者 

 〇    〇 

 

妊娠期 乳幼児期 学童期 思春期 青年期 
子育て 

当事者 

 〇    〇 

 

妊娠期 乳幼児期 学童期 思春期 青年期 
子育て 

当事者 

 〇    〇 

 

妊娠期 乳幼児期 学童期 思春期 青年期 
子育て 

当事者 

 〇    〇 

 

妊娠期 乳幼児期 学童期 思春期 青年期 
子育て 

当事者 

  〇 〇   

 

妊娠期 乳幼児期 学童期 思春期 青年期 
子育て 

当事者 

 〇 〇 〇 〇 〇 

 

妊娠期 乳幼児期 学童期 思春期 青年期 
子育て 

当事者 

 〇    〇 
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番号 事業名称 事業概要 
担当課 

再掲番号 

６３ 
重度障害者(児)医療費

助成事業 

重度障がい者に対し、医療機関等で支払った医療費の自己負担

分を助成します。 

 

 

 

 

社会福祉課 

― 

６４ 
特別児童扶養手当支給

事業 

知的または身体に障がいのある 20 歳未満の児童を家庭で監護

する父母または父母にかわって児童を養育している方に、扶養

手当を支給します。 

 

 

 

 

社会福祉課 

― 

6５ 
重症心身障がい児（者）

福祉手当支給事業 

重度の障がいのある方の経済的負担を軽減し、在宅福祉を支援

するために、福祉手当を支給します。 

 

 

 

 

社会福祉課 

― 

6６ 
心身障がい児早期療育

奨励事業 

市外の施設・病院へ通園・通院している在宅心身障がい児を送

迎している子育て当事者に奨励金を支給します。 

 

 

 

 

社会福祉課 

― 

6７ 
障害児福祉手当支給 

事業 

在宅の 20 歳未満の重度の障がい児で日常生活が著しく制限さ

れ、常時介護を必要とする方に支給します。 

 

 

 

 

社会福祉課 

― 

6８ 
自立支援医療 (育成医

療)給付事業 

身体上障がいがある、または将来障がいを残す恐れがある児童

で、確実な治療が期待できるものに対し医療費を助成します。 

 

 

 

 

社会福祉課 

― 

6９ 
児童デイサービス等 

事業 

障がい児に、日常生活における基本動作の指導、集団生活の適

応訓練等を行います。 

 

 

 

 

社会福祉課 

― 

７０ 
重度障害者大学等就学

支援事業 

重度障がい者が就学する場合に必要な身体介護等を提供し、障

がい者の社会参加を支援します。 

 

 

 

 

社会福祉課 

― 

妊娠期 乳幼児期 学童期 思春期 青年期 
子育て 

当事者 

 〇 〇 〇 〇 〇 

 

妊娠期 乳幼児期 学童期 思春期 青年期 
子育て 

当事者 

 〇 〇 〇  〇 

 

妊娠期 乳幼児期 学童期 思春期 青年期 
子育て 

当事者 

 〇 〇 〇   

 

妊娠期 乳幼児期 学童期 思春期 青年期 
子育て 

当事者 

    〇  

 

妊娠期 乳幼児期 学童期 思春期 青年期 
子育て 

当事者 

     〇 

 

妊娠期 乳幼児期 学童期 思春期 青年期 
子育て 

当事者 

 〇 〇 〇 〇 〇 

 

妊娠期 乳幼児期 学童期 思春期 青年期 
子育て 

当事者 

     〇 

 

妊娠期 乳幼児期 学童期 思春期 青年期 
子育て 

当事者 

 〇 〇 〇   
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少子化や核家族化などにより育児不安をもつ子育て当事者が増加しており、より一層の相談体制の

充実が求められています。安心して生み育てられるまちを目指し、こどもまんなか課、子育て支援セ

ンター、アイアイ親子サポートセンター（健康づくり課）、医療機関、関係機関等が連携しながら妊娠

期から子育て期にわたり、切れ目のない支援を総合的に実施します。 

「アイアイ親子サポートセンター」ではワンストップで妊産婦やその家族からの相談に応じるとと

もに、母子保健事業での対応や関係機関からの情報により支援が必要な妊産婦・乳幼児を早期に把握

し、一人ひとりに寄り添いながら支援を行い育児不安の軽減に努め、母子の健康増進を図ります。 

 

 

≪関連する条例・計画≫ 

鯖江市母子保健計画（鯖江市保健計画内） 

 

≪主な事業≫ 

番号 事業名称 事業概要 
担当課 

再掲番号 

７１ 母子健康手帳の交付 

母子の健康づくりのため、母子健康手帳を交付するとともに、

妊婦に対する相談、保健事業の紹介等を行います。 

 

 

 

 

健康づくり課 

２５ 

7２ 
こども家庭センター

（母子保健） 

妊産婦・乳幼児等の状況を継続的・包括的に把握し、妊産婦や

子育て当事者の相談に保健師等が対応するとともに、必要な

支援の調整や関係機関と連絡調整するなどして、妊産婦・乳

幼児等に対して切れ目のない支援を提供します。 

 

 

 

健康づくり課 

― 

7３ 

妊婦一般健康診査 

事業 

産婦健康診査事業 

妊娠届を提出した妊婦に対し 14 回分の妊婦健康診査受診票

を交付し、妊娠中の疾病予防、早期発見、早期治療のため、県

内の医療機関において妊婦健康診査を実施します。 

また、産後 1 か月の産婦に対し、産婦健康診査受信票を交付

し、医療機関において産婦健康診査を実施します。 

 

 

 
 

健康づくり課 

― 

妊娠期 乳幼児期 学童期 思春期 青年期 
子育て 

当事者 

〇 〇    〇 

 

基本施策１ 妊娠期から子育て期の切れ目のない支援の充実 

基本目標Ⅲ 安心してこどもを産み、ゆとりをもってこどもと向き合う 

      ための支援 

妊娠期 乳幼児期 学童期 思春期 青年期 
子育て 

当事者 

〇 〇    〇 

 

妊娠期 乳幼児期 学童期 思春期 青年期 
子育て 

当事者 

〇     〇 
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番号 事業名称 事業概要 
担当課 

再掲番号 

７４ 
母子保健相談指導 

事業 

母親と乳児の健康保持と増進を図るため、母子の健康に関す

る各種保健相談を行います。 

 

 
 
 

健康づくり課 

２６ 

7５ 
産前・産後サポート 

事業 

妊産婦等の悩みや産前産後の心身の不調に関する相談、早期

支援（窓口・電話・訪問相談支援）を行います。特に主治医等

との連携のもと、妊娠期からの体調管理と産後早期の介入に

より適切な育児の指導を行います。 

 

 
 
 

健康づくり課 

２７ 

7６ 産後ケア事業 

退院直後、育児支援を必要とする母子に対し、医療機関・助産

施設等で訪問、通所または宿泊で母体ケア、乳児ケア、心身の

サポート等を行いながら産後の支援を実施します。 

 

 

 

 

健康づくり課 

２８ 

7７ 母子栄養管理事業 

妊娠届出、母子への健康教育・健康相談、健康診査時に妊産

婦、子育て当事者に対して食習慣や栄養バランス等の指導や

相談を行います。 

 

 
 

健康づくり課 

４１ 

7８ 
ハーフバースデイ 

事業 

生後 6 か月の乳児を持つ子育て当事者同士の交流・情報交換

の場を提供し、地域での孤立感や育児不安等の解消を図りま

す。また、絵本をプレゼントし、親子で読書に親しむきっかけ

を創出します。 

 

 

 
 

子育て支援センター 

― 

7９ 
利用者支援事業（妊婦

等包括相談支援事業） 

全ての妊婦・子育て家庭が安心して出産・子育てができるよ

うに妊娠期から出産・子育てまで一貫した「伴走型相談支援」

として、面談等により、妊婦等の心身の状況、その置かれてい

る環境等の把握を行うほか、母子保健や子育てに関する情報

の提供、相談等支援を行います。 

 

 
 
 

健康づくり課 

― 

  

妊娠期 乳幼児期 学童期 思春期 青年期 
子育て 

当事者 

〇 〇    〇 

 

妊娠期 乳幼児期 学童期 思春期 青年期 
子育て 

当事者 

〇 〇    〇 

 

妊娠期 乳幼児期 学童期 思春期 青年期 
子育て 

当事者 

 〇    〇 

 

妊娠期 乳幼児期 学童期 思春期 青年期 
子育て 

当事者 

〇 〇    〇 

 

妊娠期 乳幼児期 学童期 思春期 青年期 
子育て 

当事者 

〇 〇    〇 

 

妊娠期 乳幼児期 学童期 思春期 青年期 
子育て 

当事者 

〇 〇    〇 
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全ての子育て当事者への支援を行う観点から、子ども・子育て支援法に基づく地域子ども・子育て支

援事業や市独自の子育て支援サービスを行っていきます。また、子育て支援を求める家庭がサービスの

利用につながるように様々な方法で情報を提供します。 

 

≪関連する条例・計画≫ 

鯖江市母子保健計画（鯖江市保健計画内） 

鯖江市子ども・子育て支援事業計画（鯖江市こども計画内） 

 

≪主な事業≫ 

番号 事業名称 事業概要 
担当課 

再掲番号 

８０ 
地域子育て支援 

センター事業 

おおよそ３歳までの未就園児を持つ子育て当事者を対象に、

子育ての孤立感、負担感の解消を図るため、親子の交流促進

や子育て講座、育児相談などを実施します。また、地域で育む

子育て支援ネットワーク委員会との連携を図り、地域におけ

る子育て力の向上に努めます。 

 

 

  

子育て支援センター  

― 

８１ 放課後児童クラブ事業 

昼間、就労等により子育て当事者のいない家庭の小学校児童

を対象に、放課後児童厚生施設等を利用して児童の適切な遊

び場と生活の場を提供します。 
 
 
 

 

こどもまんなか課 

１８３ 

８２ 
乳児一般健康診査事業 

幼児健康診査事業 

乳幼児の病気の早期発見、治療および必要な指導を行うため、

医療機関において、新生児聴覚スクリーニング検査や乳児の

健康診査（1 か月児、4 か月児、9～10 か月児）を行います。

また、1 歳 6 か月児および 3歳児とその子育て当事者に対し

ては、集団で健康診査と相談を実施します。 

 

 

 

 

健康づくり課 

３０、３２ 

８３ 

乳児家庭全戸訪問事業

（こんにちは赤ちゃん

訪問） 

子育て当事者の育児不安の軽減や母子の健康増進のため、生

後 4 か月までの乳児のいる家庭を保健師や助産師が訪問し、

成長・発達の確認や育児についての相談、情報提供を行いま

す。 

 

 

 

健康づくり課 

２９ 

８４ 養育支援訪問事業 

若年の妊婦や育児に不安のある子育て当事者、児童虐待等気

がかりな家庭に訪問し、育児に対する不安感、負担感の解消

を図ります。 

 

 

 

こどもまんなか課 

健康づくり課 

子育て支援センター  

１２ 

妊娠期 乳幼児期 学童期 思春期 青年期 
子育て 

当事者 

〇 〇    〇 

 

基本施策２ 子育て支援サービスの充実 

基本目標Ⅲ 安心してこどもを産み、ゆとりをもってこどもと向き合うための支援 

妊娠期 乳幼児期 学童期 思春期 青年期 
子育て 

当事者 

  〇   〇 

 

妊娠期 乳幼児期 学童期 思春期 青年期 
子育て 

当事者 

 〇    〇 

 

妊娠期 乳幼児期 学童期 思春期 青年期 
子育て 

当事者 

 〇    〇 

 

妊娠期 乳幼児期 学童期 思春期 青年期 
子育て 

当事者 

〇 〇 〇 〇  〇 
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番号 事業名称 事業概要 
担当課 

再掲番号 

８５ 

子育て支援短期事業

（ショートステイ・ 

トワイライトステイ） 

子育て当事者の疾病等の理由により家庭において養育が出来

ない時、児童養護施設等で一定期間、こどもを預かり、必要な

支援を行います。 
 
 

 

 

こどもまんなか課 

13 

８６ 

一時預かり事業 

（幼稚園型・幼稚園型

以外） 

幼稚園在園児が一時的または子育て当事者の就労等により家

庭での保育が困難となった場合、幼稚園において通常の教育

時間を超えて預かり保育を行います。また、家庭において一

時的に保育を受けることが困難となった乳幼児を保育所等で

一時的に預かります。 

 

 

 

 

保育・幼児教育課 

― 

８７ 
子育て支援センター 

一時預かり事業 

家庭での保育が一時的に困難になった時に、子育て支援セン

ターで一時預かりを実施し、育児負担感の軽減を図ります。 

 

 

 

 

子育て支援センター  

― 

８８ 
すみずみ子育て 

サポート事業 

子育て当事者の仕事の都合や疾病等の理由により、一時的に

育児を行うことが困難な児童を対象に、一時預かりや子育て

当事者における生活支援を行います。 

 

 

 

 

こどもまんなか課 

― 

８９ 延長保育事業 

保育認定を受けたこども（概ね 1 歳児以上の市内在園児）に

ついて、通常の利用日の利用時間を超えて、保育所等におい

て保育を提供します。 

 

 

 

 

保育・幼児教育課 

１４８ 

９０ 病児・病後児保育事業 

子育て当事者の就労等により家庭での保育が困難な病気治療

中や病気回復期にある児童を病院等で一時的に預かります。 

 

 

 

 

保育・幼児教育課 

― 

９１ 家庭支援事業の推進 

家事・子育て等に対して不安・負担を抱えた子育て当事者、妊

産婦、ヤングケアラー等がいる家庭に対するサービスとして、

子育て世帯訪問支援事業や児童育成支援事業等を地域の実情

にあった事業展開を検討します。そのことにより、家庭や養

育環境を整え、こどもの居場所の確保につながり、虐待リス

ク等の高まりを予防します。 

 

 

 

 

こどもまんなか課 

１４ 

妊娠期 乳幼児期 学童期 思春期 青年期 
子育て 

当事者 

 〇 〇 〇  〇 

 

妊娠期 乳幼児期 学童期 思春期 青年期 
子育て 

当事者 

 〇    〇 

 

妊娠期 乳幼児期 学童期 思春期 青年期 
子育て 

当事者 

 〇    〇 

 

妊娠期 乳幼児期 学童期 思春期 青年期 
子育て 

当事者 

 〇    〇 

 

妊娠期 乳幼児期 学童期 思春期 青年期 
子育て 

当事者 

 〇 〇   〇 

 

妊娠期 乳幼児期 学童期 思春期 青年期 
子育て 

当事者 

 〇    〇 

 

妊娠期 乳幼児期 学童期 思春期 青年期 
子育て 

当事者 

〇 〇 〇 〇 〇 〇 
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番号 事業名称 事業概要 
担当課 

再掲番号 

９２ 
ペアレント・プログラ

ム 

こどもをほめるコツや関わり方の工夫など、こどもの特性に
応じた関わり方や親子関係づくりを学ぶ子育て支援講座を行
います。 
 
 
 
 

子育て支援センター  

５５ 

９３ 

子ども子育てトータルサポート事業

育児『ほっと一息』応援

事業 

生後 6 ヵ月の乳児と子育て当事者が集うハーフバースデイ事
業の際、参加した子育て当事者に一時預かり券を配布して、
「ほっと一息」してもらう時間を提供します。 
 
 
 
 
 

子育て支援センター  

― 

９４ 
子ども子育てトータルサポート事業

パパママ育児応援事業 

悩み相談や育児に関するミニ講座・妊婦体操等を実施するな
ど、事業内容の充実を図り、開催回数を増やして実施します。 
 
 
 
 
 

子育て支援センター  

― 

９５ 

子ども子育てトータルサポート事業

トイレトレーニング講

座事業 

トイレトレーニングをしている親子を対象に、各地区子育て
支援ネットワーク委員会が実施している事業と協働で、各地
区公民館にて、トイレトレーニング講座を開催します。 
 
 
 
 
 

子育て支援センター  

― 

９６ 
子ども子育てトータルサポート事業

育児用品３Ｒ事業 

SDGs の一環として使用しなくなった育児用品を子育て支援
センター等で回収して、イベント等でフリーマーケットを開
催して、育児用品を無償で提供します。 
 
 
 
 
 

子育て支援センター  

― 

９７ 子育て支援発信事業 

子育てに関する情報をより簡単に得やすくなるよう、ホーム
ページの更新等を行います。 子育て当事者が情報を得やすい
SNS（インスタグラム等）を活用し、子育て情報を周知しま
す。 
 
 
 
 
 

こどもまんなか課 

子育て支援センター  

― 

９８ 
地域子育て支援拠点 

事業 

子育て支援センターにおいて、育児相談や地域の子育て関連
情報の提供等を行います。また、毎週土曜日をファミリーデ
ーとして、親子の交流する機会を増やし、サービスの向上を
図ります。 
 
 
 
 
 

子育て支援センター  

― 

９９ 

利用者支援事業（こど

も家庭センター型） 

幼児発達支援事業 

こども家庭センターの児童福祉機能として、気がかりな児童
に対して、個々の発達に応じた支援を集団および個別で実施
するとともに、子育て当事者に対し適切な環境や接し方の工
夫を助言し支援します。 
 
 
 
 
 

子育て支援センター  

― 

妊娠期 乳幼児期 学童期 思春期 青年期 
子育て 

当事者 

 〇 〇 〇  〇 

 

妊娠期 乳幼児期 学童期 思春期 青年期 
子育て 

当事者 

〇 〇 〇 〇  〇 

 

妊娠期 乳幼児期 学童期 思春期 青年期 
子育て 

当事者 

〇 〇    〇 

 

妊娠期 乳幼児期 学童期 思春期 青年期 
子育て 

当事者 

 〇    〇 

 

妊娠期 乳幼児期 学童期 思春期 青年期 
子育て 

当事者 

〇 〇    〇 

 

妊娠期 乳幼児期 学童期 思春期 青年期 
子育て 

当事者 

 〇    〇 

 

妊娠期 乳幼児期 学童期 思春期 青年期 
子育て 

当事者 

〇 〇    〇 

 

妊娠期 乳幼児期 学童期 思春期 青年期 
子育て 

当事者 

〇 〇 〇 〇  〇 
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番号 事業名称 事業概要 
担当課 

再掲番号 

１００ 

利用者支援事業（こど

も家庭センター型） 

子ども家庭総合支援拠

点事業 

こども家庭センターの児童福祉機能として、専門的な知識を
有する職員が、18 歳までの児童とその家庭及び妊産婦を対象
に、電話や来所面接、訪問支援など継続的な相談支援を実施
します。 
 
 
 
 
 

こどもまんなか課 

― 

  

妊娠期 乳幼児期 学童期 思春期 青年期 
子育て 

当事者 

〇 〇 〇 〇  〇 

 



62 

 

 

 

児童手当の支給、子ども医療費や養育医療費の助成などを引き続き実施することにより、子育て当

事者の経済的な負担軽減を図り、子育てしやすい環境整備に努めます。 

   

≪関連する条例・計画≫ 

鯖江市教育大綱 

 

≪主な事業≫ 

番号 事業名称 事業概要 
担当課 

再掲番号 

１０１ 児童手当支給事業 

児童を養育する家庭の児童福祉の増進を図るため、次世代を

担う高校 3 年生相当年齢までの児童がいる家庭に対して、児

童手当を支給します。 

 

 

  

こどもまんなか課 

― 

１０２ 子ども医療費助成事業 

こどもの健やかな成長を図るため、高校３年生相当年齢まで

の全ての児童に、通院・入院に係る医療費の助成を行います。 

 

 

 

  

こどもまんなか課 

― 

１０３ 
特定不妊治療費助成 

事業 

不妊症で悩んでいる方に対し、特定不妊治療に係る費用の助

成を行います。 

 

 

  

健康づくり課 

― 

１０４ 養育医療費給付事業 

養育のために入院を必要とする未熟児に対し、指定養育医療

機関において養育に必要な医療の給付または医療に要する費

用の支給を行います。 

 

 

  

こどもまんなか課 

― 

１０５ 
幼児教育・保育の 

無償化 

令和元年 10 月より始まった 3 歳から 5 歳児を対象とした

「幼児教育・保育の無償化」に加え、3 歳未満児の保育料を

国が定める基準よりも低い保育料に抑えるとともに、同一世

帯で入所している児童が2人以上いる場合や世帯の3人目以

降の児童の保育料を軽減または免除します。 

 

 

 

  

保育・幼児教育課 

１３２ 

１０６ 副食費減免措置 

3 歳児以上で低所得で生計が困難である世帯および 3 人以上

のこどもを持つ世帯の経済的負担を軽減するため、副食費を

減額、免除します。 

 

 

 

 

保育・幼児教育課 

― 

妊娠期 乳幼児期 学童期 思春期 青年期 
子育て 

当事者 

 〇 〇 〇  〇 

 

基本施策３ 経済的支援の充実 

 

基本目標Ⅲ 安心してこどもを産み、ゆとりをもってこどもと向き合うための支援 

妊娠期 乳幼児期 学童期 思春期 青年期 
子育て 

当事者 

 〇 〇 〇  〇 

 

妊娠期 乳幼児期 学童期 思春期 青年期 
子育て 

当事者 

    〇 〇 

 

妊娠期 乳幼児期 学童期 思春期 青年期 
子育て 

当事者 

 〇    〇 

 

妊娠期 乳幼児期 学童期 思春期 青年期 
子育て 

当事者 

 〇    〇 

 

妊娠期 乳幼児期 学童期 思春期 青年期 
子育て 

当事者 

 〇    〇 
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番号 事業名称 事業概要 
担当課 

再掲番号 

１０７ 
鯖江市奨学資金貸与 

制度 

高校・高等専門学校・専修学校・短大・大学・大学院に進学・

在学する学生で、学費支弁が困難と認められる方を対象に、

奨学資金の貸与を行います。 

 

 

 

 

教育政策課 

１２９ 

１０８ 家庭育児応援手当事業 

保育所等を利用せず自宅で第 2 子以降の 0～2 歳児を育てて

いる家庭に対し、経済的な負担を軽減するため、給付金を支

給します。 

 

 

 

 

こどもまんなか課 

― 

１０９ 

子ども子育てトータルサポート事業

赤ちゃん訪問おむつ券

配布事業 

赤ちゃん訪問時（生後２～4ヵ月と生後 7～8 ヵ月の計２回）

に、オムツ券を配布します。 

 

 

 

 

こどもまんなか課 

― 

１１０ 
子ども子育てトータルサポート事業

絵本購入補助事業 

1 歳 6 ヵ月児健康診査時に、絵本等を購入できる図書カード

を配布します。 

 

 

 

 

こどもまんなか課 

― 

１１１ 

子ども子育てトータルサポート事業

祝小学１年生入学 

おめでとう事業 

新 1 年生入学おめでとうとして、祝品（5 千円相当の商品券）

を贈呈します。 

 

 

 

 

こどもまんなか課 

― 

１１２ 
妊婦のための支援給付

事業 

妊娠期からの切れ目ない支援を行うため、妊婦等包括相談支

援事業や乳児家庭全戸訪問事業等の面談による支援と合わせ

て、妊婦のための支援給付事業として、「出産・子育て応援ギ

フト」（計 10 万円）支給することにより、妊婦等の身体的、

精神的ケア及び経済的支援を実施します。 

 

 

 

 

健康づくり課 

― 

 

 

  

妊娠期 乳幼児期 学童期 思春期 青年期 
子育て 

当事者 

   〇 〇 〇 

 

妊娠期 乳幼児期 学童期 思春期 青年期 
子育て 

当事者 

〇 〇    〇 

 

妊娠期 乳幼児期 学童期 思春期 青年期 
子育て 

当事者 

 〇    〇 

 

妊娠期 乳幼児期 学童期 思春期 青年期 
子育て 

当事者 

 〇    〇 

 

妊娠期 乳幼児期 学童期 思春期 青年期 
子育て 

当事者 

 〇    〇 

 

妊娠期 乳幼児期 学童期 思春期 青年期 
子育て 

当事者 

  〇   〇 
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日本におけるひとり親家庭は相対的貧困（※）率がＯＥＣＤ加盟国内でも非常に高い水準を推移し

ているといわれています。ひとり親家庭は経済的に厳しい状況の中で、家事と子育てを一人で担うこ

とが多いため、時間的にも精神的にも余裕が持てない状況にある傾向にあります。 

そこで、ひとり親家庭の子育てを支え、経済的な自立の支援を推進するため、児童扶養手当、福祉

手当の支給や医療費の助成のほか、ひとり親家庭の交流への支援など各種助成事業等を実施していま

す。 

また、ひとり親家庭が抱える様々な課題や個別ニーズに対応するため、ひとり親家庭の相談窓口と

して母子・父子自立支援員を配置し、ひとり親家庭の自立に向けた支援を公共職業安定所などの関係

機関とともに行います。 

  （※）相対的貧困とは、国の文化水準、生活水準と比較して困窮した状態を指します。世帯の所得が国の等価可処 

      分所得の中央値の半分に満たない状態のことです。OECDの基準によると、4人世帯で約250万円以下 

     （平成27年時点）です。 

 

≪関連する条例・計画≫ 

 ―  

≪主な事業≫ 

番号 事業名称 事業概要 
担当課 

再掲番号 

１１３ 
母子家庭等日常生活 

支援事業 

ひとり親家庭が、一時的に日常生活を営むのに支障が生じた

ときに、その生活を支援する家庭生活支援員を派遣します。 

 

 

 

  

こどもまんなか課 

― 

１１４ 母子家庭等自立支援事業 

ひとり親家庭の父または母の自立を支援するため、職業相談

を通じて指定された職業能力開発のための講座を受講した

場合、職業訓練終了後に受講料の一部を支給します。 

 

 

 

  

こどもまんなか課 

― 

１１５ 
ひとり親家庭ふれあいの

つどい事業 

ひとり親家庭の子育て当事者とこども、ボランティア等によ

る施設見学会や交流会を開催します。 

 

 

 

  

こどもまんなか課 

― 

１１６ 
高等職業訓練促進給付金

等交付事業 

母子家庭の母および父子家庭の父が職業訓練中に、生活の安

定を図り、資格取得を容易にするため、高等技能訓練促進費

を支給するとともに、終了後に入学支援修了一時金を支給し

ます。 

 

 

 

  

こどもまんなか課 

― 

妊娠期 乳幼児期 学童期 思春期 青年期 
子育て 

当事者 

 〇 〇 〇  〇 

 

基本施策４ ひとり親家庭への支援 

基本目標Ⅲ 安心してこどもを産み、ゆとりをもってこどもと向き合うための支援 

妊娠期 乳幼児期 学童期 思春期 青年期 
子育て 

当事者 

     〇 

 

妊娠期 乳幼児期 学童期 思春期 青年期 
子育て 

当事者 

 〇 〇 〇  〇 

 

妊娠期 乳幼児期 学童期 思春期 青年期 
子育て 

当事者 

     〇 
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番号 事業名称 事業概要 
担当課 

再掲番号 

１１７ 
母子・父子自立支援員 

配置事業 

母子・父子自立支援員を配置し、ひとり親家庭等の自立に必

要な相談や情報提供、指導等を行います。 

 

 

 

  

こどもまんなか課 

― 

１１８ 児童扶養手当支給事業 

父または母と生計を同じくしていないこどもが育成される

家庭の生活の安定と自立の促進のために手当を支給し、こど

もの福祉増進を図ることを目的としています。 

 

 

  

こどもまんなか課 

― 

１１９ 
ひとり親家庭等医療費 

助成事業 

児童扶養手当の支給要件に該当するひとり親家庭等に対し、

国民健康保険、社会保険各法の規定による負担すべき費用を

助成します。 

 

 

  

こどもまんなか課 

― 

１２０ 

ひとり親家庭高校生の 

通学定期券購入費 

助成事業 

ひとり親家庭を対象に高等学校等通学に必要な通学定期代

の一部を助成します。 

 

 

  

こどもまんなか課 

― 

１２１ 
ひとり親家庭等 

児童学習支援事業 

ひとり親家庭等のこどもに対し、学習ボランティアによる学

習支援や進学相談等の居場所を提供し、学習や将来への不安

解消を図ります。 

 

 

  

こどもまんなか課 

１２７ 

１２２ 福祉手当支給事業 

ひとり親家庭等で生活の状態が困窮していると認められる

世帯に対し、その世帯で児童（18 歳到達年度末）を養育す

る人に手当を支給します。 

 

 

 

 

こどもまんなか課 

１２８ 

１２３ 
ひとり親家庭等 

児童生徒激励費事業 

経済的基盤の弱いひとり親家庭等のこどもが、小・中学校へ

入学する時および中学校を卒業するときに、日常生活品（体

操服など）購入のための祝品を送ります。 

 

 

 

 

 

こどもまんなか課 

― 

１２４ 
ひとり親等習い事支援 

事業 

ひとり親家庭等の小学 4 年生～6 年生に対し、習い事に係る

費用の一部を助成します。 

 

 

 

   

こどもまんなか課 

― 

 

妊娠期 乳幼児期 学童期 思春期 青年期 
子育て 

当事者 

     〇 

 

妊娠期 乳幼児期 学童期 思春期 青年期 
子育て 

当事者 

 〇 〇 〇  〇 

 

妊娠期 乳幼児期 学童期 思春期 青年期 
子育て 

当事者 

 〇 〇 〇  〇 

 

妊娠期 乳幼児期 学童期 思春期 青年期 
子育て 

当事者 

 〇 〇 〇  〇 

 

妊娠期 乳幼児期 学童期 思春期 青年期 
子育て 

当事者 

   〇  〇 

 

妊娠期 乳幼児期 学童期 思春期 青年期 
子育て 

当事者 

  〇 〇  〇 

 

妊娠期 乳幼児期 学童期 思春期 青年期 
子育て 

当事者 

  〇 〇  〇 

 

妊娠期 乳幼児期 学童期 思春期 青年期 
子育て 

当事者 

  〇   〇 

 

妊娠期 乳幼児期 学童期 思春期 青年期 
子育て 

当事者 

 〇 〇 〇  〇 
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こどもの将来がその生まれ育った環境によって左右されることなく、また、貧困が世代を超えて連鎖

することのないよう、こどもの最善の利益を優先して考慮しながら、こどもの全てのライフステージで

切れ目のない支援に取り組みます。 

家庭の経済状況に関わらず教育の機会が得られるように、教育の支援をするとともに、経済面や精神

面など様々な悩みや不安を有するこども・若者とその子育て当事者に対して相談支援や就労支援、生活

物資の提供等を行い、生活の安定を図ります。 

 

≪関連する条例・計画≫ 

第4次鯖江市地域福祉計画 

鯖江市教育大綱 

 

 

 

≪主な事業≫ 

番号 事業名称 事業概要 
担当課 

再掲番号 

１２５ 
自立促進支援センター

設置事業 

様々な理由により生活に困窮している人の相談を受け、解決

に向けた支援を行うため、自立促進支援センターを設置し、

自立促進支援員を配置します。 

 

 

 

 

  

社会福祉課 

― 

１２６ 児童学習支援事業 

経済的に困窮している家庭等の児童に対し、学習ボランティ

アによる学習支援や進学相談等を行い学習や将来への不安解

消を図ります。 

 

 

 

  

社会福祉課 

― 

１２７ 
ひとり親家庭等 

児童学習支援事業 

ひとり親家庭などの小学生、中学生、高校生に対し、学習ボラ

ンティアによる学習支援や進学相談等を行い学習や将来への

不安解消を図ります。 

 

 

 

 

 

こどもまんなか課 

１２１ 

１２８ 福祉手当支給事業 

ひとり親家庭で生活の状態が困窮していると認められる世帯

に対し、その世帯で児童（18歳到達年度末）を養育する人に

手当を支給します。 

 

 

  

こどもまんなか課 

１２２ 

基本施策５ こどもの貧困対策の推進 

 

基本目標Ⅲ 安心してこどもを産み、ゆとりをもってこどもと向き合うための支援 

妊娠期 乳幼児期 学童期 思春期 青年期 
子育て 

当事者 

〇 〇 〇 〇 〇 〇 

 

妊娠期 乳幼児期 学童期 思春期 青年期 
子育て 

当事者 

  〇 〇   

 

妊娠期 乳幼児期 学童期 思春期 青年期 
子育て 

当事者 

 〇 〇 〇  〇 

 

妊娠期 乳幼児期 学童期 思春期 青年期 
子育て 

当事者 

  〇 〇   
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番号 事業名称 事業概要 
担当課 

再掲番号 

１２９ 
鯖江市奨学資金貸与 

制度 

高校・高等専門学校・専修学校・短大・大学・大学院に進学・

在学する学生で、学費支弁が困難と認められる方を対象に、

奨学資金の貸与を行います。 

 

 

  

教育政策課 

１０７ 

１３０ 
要・準要保護児童生徒

援助事業 

経済的な理由により小中学校で必要な経費（学校給食費、学

用品等）の支払いに困っている世帯に対し、費用の一部を援

助します。 

 

 

  

学校教育課 

― 

１３１ 
特別支援教育就学奨励

事業 

特別支援学級に在籍する児童生徒の小中学校で必要な経費

（学校給食費、学用品等）の一部を援助します。 

 

 

 

  

学校教育課 

― 

１３２ 
幼児教育・保育の 

無償化 

令和元年 10 月より始まった 3 歳から 5 歳児を対象とした

「幼児教育・保育の無償化」に加え、3 歳未満児の保育料を

国が定める基準よりも低い保育料に抑えるとともに、同一世

帯で入所している児童が2人以上いる場合や世帯の3人目以

降の児童の保育料を軽減または免除します。 

 

 

 

  

保育・幼児教育課 

１０５ 

１３３ 
民生委員・児童委員 

協議会活動 

地域住民の生活状態を把握し、要支援者の相談に応じ、必要

な援助や見守り、福祉事務所その他の関係行政機関の業務へ

の協力等を行います。 

 

 

 

  

社会福祉課 

１５、１９０ 

 

  

妊娠期 乳幼児期 学童期 思春期 青年期 
子育て 

当事者 

   〇 〇 〇 

 

妊娠期 乳幼児期 学童期 思春期 青年期 
子育て 

当事者 

  〇 〇  〇 

 

妊娠期 乳幼児期 学童期 思春期 青年期 
子育て 

当事者 

  〇 〇  〇 

 

妊娠期 乳幼児期 学童期 思春期 青年期 
子育て 

当事者 

 〇    〇 

 

妊娠期 乳幼児期 学童期 思春期 青年期 
子育て 

当事者 

〇 〇 〇 〇 〇 〇 
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遊びや体験活動は、健やかな成長に欠かせないものです。遊びや体験活動は、身体のさまざまな感

覚を使い、言葉や数量の認知的スキルや想像力、思いやりなどの社会情動的スキルを育むことに加え、

健康の維持にもつながります。こどもの健やかな成長・発達を支援するため、年齢や発達の程度に応

じた、多様な遊びや体験の機会を提供します。 

また、地域の中で異なる年齢のこどもや様々な世代と遊んだり、多様な立場の人と交流したりする

ことは、社会性等を学ぶ経験にもつながるため、豊かな遊びや交流、体験の機会が提供されるよう推

進します。 

 

≪関連する条例・計画≫   

鯖江市教育大綱 

 

≪主な事業≫ 

番号 事業名称 事業概要 
担当課 

再掲番号 

１３４ 

屋内こどもの遊び場整備 

（嚮陽会館複合交流施設

整備事業） 

天候に左右されずに、こどもたちが安心して遊ぶことができ

る屋内型こどもの遊び場を新たに整備し、複合施設の他の機

能と合わせ、こどもとともに、多世代での体験、学習、交流

等が活発化されるような拠点形成を目指します。 

 

 

 

 

総合政策課 

― 

１３５ 親と子のふれあい事業 

各公民館学級講座として、青少年育成協議会やこども会等と

の連携により、親と子の絆を深める事業を行い、地域や家庭

の教育力向上の推進に努めます。 

 

 

 

  

生涯学習課 

１９４ 

１３６ 地区合宿通学事業 

地域の社会教育施設に宿泊しながら、親元を離れて共同生活

を行い、学校へ通うことで、地域住民の協力を得て簡単な生

活習慣の習得と地域住民との交流を深めるとともに、地域の

教育力の向上を図ります。 

 

 

  

生涯学習課 

１９５ 

１３７ 
放課後こども教室推進 

事業 

地区公民館等において、地域住民の支援を得ながら学習や遊

びをとおし、安全・安心な居場所を確保します。 

 

 

 

  

生涯学習課 

１８４、１９６ 

妊娠期 乳幼児期 学童期 思春期 青年期 
子育て 

当事者 

 〇 〇 〇  〇 

 

妊娠期 乳幼児期 学童期 思春期 青年期 
子育て 

当事者 

  〇    

 

妊娠期 乳幼児期 学童期 思春期 青年期 
子育て 

当事者 

  〇    

 

妊娠期 乳幼児期 学童期 思春期 青年期 
子育て 

当事者 

 〇 〇 〇  〇 

 

基本目標Ⅳ こどもと子育て当事者を支える教育・保育等の充実 

基本施策１ 年齢に応じた多様な遊びや体験活動の支援 
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番号 事業名称 事業概要 
担当課 

再掲番号 

１３８ 図書館の充実事業 

知識の集積拠点として、資料を蓄積し提供するとともに、ボ

ランティアグループと協働し、乳幼児から高齢者まで年齢層

に応じた様々な事業を展開して、豊かな心を育もうとする市

民を支援します。 

 

 

  

文化の館 

１９７ 

１３９ 
幼少期・青少年の運動・

スポーツ活動の充実施策 

こどもが体を動かす喜びやスポーツをする楽しさを味わい、

生涯にわたり運動やスポーツを続ける基礎を養うために、地

域で活動するこどもたちのスポーツ団体の活動を支援する

とともに、総合型地域スポーツクラブやスポーツ少年団の活

動充実を通じて生涯スポーツの振興を図ります。 

 

 

 

 

 

スポーツ課 

４６、１９８ 

１４０ 
さばえ幼児教育 

わくわくこどもーしょん事業  

就学前児童を対象に、本物に触れる体験の機会を提供するこ

とで、鯖江のこどもたちの豊かな感性と表現力の育成を図り

ます。 

 

 

 

 

保育・幼児教育課 

１５７ 

１４１ 
赤ちゃんと小学生との 

ふれあい教室事業 

小学校高学年を対象に、子育て支援センター、地域で育む子

育て支援ネットワーク委員会と学校教育課が連携・協力し、

乳幼児をお持ちの子育て当事者のご理解を得て、乳幼児と触

れ合う機会の場設けます。 

 

 

 

 

子育て支援センター 

学校教育課 

２２２ 

１４２ 保育ボランティア事業 

小中学生が、こどもを生み育てることの意義を理解し、こど

もや家庭の大切さを理解できるようにするため、保育所

（園）、幼稚園等で乳幼児あるいは園児と触れ合う機会の場

を設けます。 

 

 

 

 

保育・幼児教育課 

学校教育課 

２２３ 

１４３ 中学校産業教育支援事業 

眼鏡協会と連携し、眼鏡製造会社のデザイナーを講師に招

き、眼鏡の製造や眼鏡デザインについて学ぶ「デザイン教室」

を実施します。実際に生徒がデザインし、発表会などを行い

ます。 

 

 

 

学校教育課 

１６８、１８１ 

１４４ 中学校体験活動支援事業  

中学校 2 年生が、市内事業所で 2 日間の職場体験を行いま

す。 
 

 

 

 

学校教育課 

１６９、１８２ 

２２４ 

妊娠期 乳幼児期 学童期 思春期 青年期 
子育て 

当事者 

〇 〇 〇 〇 〇 〇 

 

妊娠期 乳幼児期 学童期 思春期 青年期 
子育て 

当事者 

 〇     

 

妊娠期 乳幼児期 学童期 思春期 青年期 
子育て 

当事者 

 〇 〇   〇 

 

妊娠期 乳幼児期 学童期 思春期 青年期 
子育て 

当事者 

  〇 〇   

 

妊娠期 乳幼児期 学童期 思春期 青年期 
子育て 

当事者 

   〇   

 

妊娠期 乳幼児期 学童期 思春期 青年期 
子育て 

当事者 

   〇   

 

妊娠期 乳幼児期 学童期 思春期 青年期 
子育て 

当事者 

 〇 〇 〇 〇 〇 
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番号 事業名称 事業概要 
担当課 

再掲番号 

１４５ 
小中学校情操教育推進 

事業 

小学校毎に観劇を鑑賞します。また、あいさつ奨励の看板や

のぼり旗、情操教育の教材整備を補助します。 

 

 

 

学校教育課 

１７０ 

 

 

 

★こどもの声★ 

 

 

 

 

鯖江市の小学生 253 人が回答してくれました。（小学 1 年生 9 人、小学 2 年生 8 人、 

小学 3 年生 64 人、小学 4 年生 16 人、小学 5 年生 79 人、小学 6 年生 77 人） 

アンケートの実施時期：令和 6 年 5 月～7 月 

調査方法：学校のタブレットでアンケートを実施（インターネット回収）（福井県実施） 

 

社会について 

1 位 自然環境 24 人  「ゴミのポイ捨てをしないでほしい」（小 3 他多数） 

2 位 娯楽・買い物 22 人「大きいショッピングセンターが欲しい」（小 5 他） 

            「プールは、いつも人がいっぱいで入れないときがあるからこまっている」（小 1） 

3 位 交通 13 人   「集団登校の時、車が止まってくれない」（小 5 他多数） 

             

 

 

  

妊娠期 乳幼児期 学童期 思春期 青年期 
子育て 

当事者 

  〇 〇   

 

あなたやみんなにとって”ふくい”がよりよくなるため、 

「こんなことにこまっている」「こんなことができるとよいな」と思う意見やアイデアについておし

えてください。 
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幼児期は豊かな感性、好奇心、思考力を育む大切な時期であることから、質の高い教育・保育を総合

的に提供することが大切です。 

保育所・こども園、幼稚園のいずれにおいても、遊びを通して、乳幼児期の生活や学びが充実し、全

てのこどもが生きる力の基礎となる資質・能力を豊かに成長させていけるよう、教育・保育の充実に取

り組みます。 

また、子育て当事者の就労希望の変化等も十分考慮しながら、子ども・子育て支援事業計画に基づく

量の確保をするとともに、保育士等の人材確保や研修体制等の充実により教育・保育の質の向上を図り

ます。 

  ≪関連する条例・計画≫ 

鯖江市地域福祉計画、鯖江市障がい者計画 

第３期鯖江市子ども・子育て支援事業計画 

≪主な事業≫ 

番号 事業名称 事業概要 
担当課 

再掲番号 

１４６ 
保育士確保・定着支援

事業 

保育所等における保育士の確保と定着を図るため、福井県保

育人材センターとの連携や就労支援金の支給、保育士等への

巡回支援による子育て当事者対応や保育に関する助言、保育

の周辺業務を担う職員の確保や ICT 化を進めることで、保育

士が保育業務に専念する環境を整えます。また、研修への参

加機会を確保します。 

 

 

 

  

保育・幼児教育課 

― 

１４７ 
低年齢児保育充実促進

事業 

保育所等において、低年齢児（1～2 歳）の受け入れ体制の構

築と保育の充実を図るため、保育士の加配について支援を行

います。 

 

 

  

保育・幼児教育課 

― 

１４８ 延長保育事業 

保育所等において、子育て当事者の就労形態の多様化に対応

するため、通常の保育時間を超えて保育を行います。 

 

 

 

  

保育・幼児教育課 

８９ 

１４９ 認定こども園推進事業 

鯖江市認定こども園化推進計画に基づき、保育所・幼稚園の

認定こども園への移行を推進します。 

 

 

 

  

保育・幼児教育課 

― 

１５０ 障がい児保育推進事業 

保育所等において、障がいを持つ児童を受け入れ、できるだ

け健常児と同じように生活できるよう、保育士の加配や加配

に対する支援を行います。 

 

 

 

  

保育・幼児教育課 

５７ 

基本施策２ 乳幼児期の教育・保育の充実 

基本目標Ⅳ こどもと子育て当事者を支える教育・保育等の充実 

妊娠期 乳幼児期 学童期 思春期 青年期 
子育て 

当事者 

 〇     

 

妊娠期 乳幼児期 学童期 思春期 青年期 
子育て 

当事者 

 〇    〇 

 

妊娠期 乳幼児期 学童期 思春期 青年期 
子育て 

当事者 

 〇    〇 

 

妊娠期 乳幼児期 学童期 思春期 青年期 
子育て 

当事者 

〇 〇    〇 

 

妊娠期 乳幼児期 学童期 思春期 青年期 
子育て 

当事者 

 〇    〇 
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番号 事業名称 事業概要 
担当課 

再掲番号 

１５１ 
幼稚園特別支援員配置

事業 

幼稚園において、障がいを持つ児童を受け入れ、できるだけ

健常児と同じように生活できるよう、支援員を配置します。 

 

 

 

  

保育・幼児教育課 

５８ 

１５２ 
医療的ケア児保育推進

事業 

保育所等において、医療的ケアを必要とする障がい児を受け

入れるため、必要な看護師を配置または派遣します。 

 

 

 

  

保育・幼児教育課 

５９ 

１５３ ふれあい保育推進事業 

保育所等において、中軽度障がい児等に対する適切な保育を

行うため、保育士の加配に対する支援を行います。 

 

 

 

 

保育・幼児教育課 

６０ 

１５４ 保育カウンセラー事業 

保育カウンセラーが保育所および認定こども園を巡回し、気

がかり児や障がいを持つ児童の担当保育士への保育指導や子

育て当事者からの相談に応じます。 

 

 

 

 

  

保育・幼児教育課 

― 

１５５ 
幼稚園カウンセラー 

事業 

幼稚園カウンセラーが幼稚園を訪問し、気がかり児や障がい

を持つ児童の担任への指導や子育て当事者からの相談に応じ

ます。 

 

 

  

保育・幼児教育課 

― 

１５６ 保育士等巡回支援事業 

保育運営や子育て当事者対応等、保育従事者の困りごとに対

し保育コーディネーターにより助言、サポートを行うことで、

保育の質の向上に努めます。 

 

 

 

  

保育・幼児教育課 

― 

１５７ 
さばえ幼児教育わくわ

くこどもーしょん事業 

就学前児童を対象に、本物に触れる体験の機会を創出するこ

とで、鯖江のこどもたちの豊かな感性と表現力の育成を図り

ます。 

 

 

  

保育・幼児教育課 

１４０ 

１５８ 

保育所・こども園・幼稚

園の長寿命化・機能の

充実 

地域の乳幼児が安全・安心に保育所・こども園・幼稚園を利用

できるよう、個別施設計画等に基づき、老朽化が著しい施設

の大規模改修工事等、施設整備を行います。 

 

 

 

 

保育・幼児教育課 

― 

妊娠期 乳幼児期 学童期 思春期 青年期 
子育て 

当事者 

 〇    〇 

 

妊娠期 乳幼児期 学童期 思春期 青年期 
子育て 

当事者 

 〇    〇 

 

妊娠期 乳幼児期 学童期 思春期 青年期 
子育て 

当事者 

 〇    〇 

 

妊娠期 乳幼児期 学童期 思春期 青年期 
子育て 

当事者 

 〇    〇 

 

妊娠期 乳幼児期 学童期 思春期 青年期 
子育て 

当事者 

 〇     

 

妊娠期 乳幼児期 学童期 思春期 青年期 
子育て 

当事者 

 〇     

 

妊娠期 乳幼児期 学童期 思春期 青年期 
子育て 

当事者 

 〇    〇 

 

妊娠期 乳幼児期 学童期 思春期 青年期 
子育て 

当事者 

 〇    〇 
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番号 事業名称 事業概要 
担当課 

再掲番号 

１５９ 幼小接続事業 

こどもたちが小学校生活に適応するために、幼児期の教育を

担う施設と小学校が連携して、幼児教育と小学校教育を円滑

に接続する取組を行います。 

保育・幼児教育課 

学校教育課 

１７８ 

  

妊娠期 乳幼児期 学童期 思春期 青年期 
子育て 

当事者 

 〇 〇    
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主体的・対話的で深い学びの実現を目指し、実践的・体験的な学習や知識・技能を活用する学習の

充実を進めながら、基礎学力の定着、思考力や判断力、表現力を育て、確かな学力の育成を図ります。 

 また、豊かな人間性の育成を目指して、特別の教科である道徳を要として道徳教育に力を注ぎ、こ

どもたちの道徳性を養う教育活動の充実に努めます。特に、様々な人との支え合いの中で一人ひとり

の生命が育まれることを認識し、自立した人間として全ての生命のかけがえのなさを自覚できる指導

に努めます。   

    

≪関連する条例・計画≫ 

鯖江市食育推進計画 

鯖江市教育大綱 

 

 ≪主な事業≫ 

番号 事業名称 事業概要 
担当課 

再掲番号 

１６０ 学力向上調査事業 

小学校３年生から５年生の全児童を対象に、国語と算数の学

力調査を実施し、結果分析に基づく指導改善を行うことで児

童の学力向上につなげる。 

 

 

 

  

学校教育課 

― 

１６１ 小学校ＮＩＥ推進事業 

小学校 5・6 年生のクラスにこども新聞を配備します。 

 

 

  

学校教育課 

― 

１６２ 中学校ＮＩＥ推進事業 

中学校の図書室等に地方紙と全国紙、英字新聞を配備します。 

 

 

 

 

  

学校教育課 

― 

１６３ ＩＣＴ学習支援事業 

各小中学校に専門知識のある支援員を派遣し、タブレット端

末・コンピュータを活用した授業のサポートや技術的支援を

行います。 

 

 

 

  

学校教育課 

２１１ 

１６４ 英語に親しむ活動事業 

小学校１年生から６年生全児童を対象に、外国人講師による

授業を実施します。 

 

 

 

 

  

学校教育課 

― 

基本施策３ 質の高い学校教育の推進 

基本目標Ⅳ こどもと子育て当事者を支える教育・保育等の充実 

妊娠期 乳幼児期 学童期 思春期 青年期 
子育て 

当事者 

  〇    

 

妊娠期 乳幼児期 学童期 思春期 青年期 
子育て 

当事者 

  〇    

 

妊娠期 乳幼児期 学童期 思春期 青年期 
子育て 

当事者 

   〇   

 

妊娠期 乳幼児期 学童期 思春期 青年期 
子育て 

当事者 

  〇 〇   

 

妊娠期 乳幼児期 学童期 思春期 青年期 
子育て 

当事者 

  〇    
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番号 事業名称 事業概要 
担当課 

再掲番号 

１６５ ふるさと教育推進事業 

各学校が、鯖江の自然や文化、伝統や産業などに明るい専門

家や地元の方を講師として招いて講演を行ったり、地元の農

業体験などを行います。 

 

 

 

  

学校教育課 

１７９ 

１６６ 小学校社会科現場学習 

小学校 3 年生が市内の公共施設の見学学習を行い、自らのく

らしと地域との関わりについて学習します。 

 

 

 

 

  

学校教育課 

― 

１６７ 
産業を体験し理解を 

深める学習 

小学校児童が漆器の絵付け体験もしくは眼鏡材料を使ったア

クセサリーづくり体験、石田縞の機織り体験や施設の見学を

行います。 

 

 

 

  

学校教育課 

１８０ 

１６８ 
中学校産業教育支援 

事業 

眼鏡協会と連携し、眼鏡製造会社のデザイナーを講師に招き、

眼鏡の製造や眼鏡デザインについて学ぶ「デザイン教室」を

実施します。実際に生徒がデザインし、発表会などを行いま

す。 

 

 

 

  

学校教育課 

１４３、１８１ 

１６９ 
中学校体験活動支援 

事業  

中学校 2 年生が、市内事業所で 2 日間の職場体験を行いま

す。 

 

 

 

 

  

学校教育課 

１４４、１８２、 

２２４ 

１７０ 
小中学校情操教育推進

事業 

小学校毎に観劇を鑑賞します。また、あいさつ奨励の看板や

のぼり旗、情操教育の教材整備を補助します。 

 

 

 

 

  

学校教育課 

１４５ 

１７１ 食育学習推進事業 

年間を通して、「食」への知識・理解を深めるための学習や体

験活動などの食教育を実施するとともに、各小学校において

野菜の栽培や学校給食への利用、伝統料理教室の開催などを

行います。 

 

 

  

学校教育課 

４３ 

妊娠期 乳幼児期 学童期 思春期 青年期 
子育て 

当事者 

  〇 〇   

 

妊娠期 乳幼児期 学童期 思春期 青年期 
子育て 

当事者 

  〇    

 

妊娠期 乳幼児期 学童期 思春期 青年期 
子育て 

当事者 

  〇    

 

妊娠期 乳幼児期 学童期 思春期 青年期 
子育て 

当事者 

   〇   

 

妊娠期 乳幼児期 学童期 思春期 青年期 
子育て 

当事者 

   〇   

 

妊娠期 乳幼児期 学童期 思春期 青年期 
子育て 

当事者 

  〇 〇   

 

妊娠期 乳幼児期 学童期 思春期 青年期 
子育て 

当事者 

  〇 〇   
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番号 事業名称 事業概要 
担当課 

再掲番号 

１７２ 学校給食畑支援事業 

地域のボランティア農家とこどもたちが、学校農園（畑）で農

作業を行い、その農産物を給食に供給するなど、生産者の顔

が見える学校給食の推進を図ります。 

 

 

 

  

農林政策課 

４４ 

１７３ 
スクールカウンセラー

配置事業 

小中学校にスクールカウンセラーを配置し、学童期・思春期

における児童生徒、子育て当事者の心の悩みに関する相談を

行います。 

 

 

  

学校教育課 

１６、４８ 

１７４ 
スクールソーシャル 

ワーカー配置事業 

スクールソーシャルワーカーが、学校や自宅を訪問し、不登

校や非行等の問題行動の解決を図ります。 

 

 

 

  

学校教育課 

１７ 

１７５ 
学校生活・学習支援員

配置事業 

各小中学校に支援員を配置し、支援の必要な児童生徒の学校

生活や学習の支援を行います。 

 

 

 

  

学校教育課 

１８ 

１７６ 
学校生活ボランティア

推進事業 

図書室の本の整理や読み聞かせ等の学校ボランティア活動に

対する支援を行います。 

 

 

 

 

  

学校教育課 

― 

１７７ 家庭・地域・学校協議会 

各幼小中学校の家庭・地域・学校協議会において、子育て当事

者や地域の代表者がこどもたちの成長や教育にかかわる課題

について協議し、地域全体の教育力向上を図ります。 

 

 

 

  

学校教育課 

― 

１７８ 幼小接続事業 

こどもたちが小学校生活に適応するために、幼児期の教育を

担う施設と小学校が連携して、幼児教育と小学校教育を円滑

に接続する取組を行います。 

 

 

 

 

保育・幼児教育課 

学校教育課 

１５９ 

 

 

  

妊娠期 乳幼児期 学童期 思春期 青年期 
子育て 

当事者 

 〇 〇    

 

妊娠期 乳幼児期 学童期 思春期 青年期 
子育て 

当事者 

  〇 〇  〇 

 

妊娠期 乳幼児期 学童期 思春期 青年期 
子育て 

当事者 

  〇 〇  〇 

 

妊娠期 乳幼児期 学童期 思春期 青年期 
子育て 

当事者 

  〇 〇   

 

妊娠期 乳幼児期 学童期 思春期 青年期 
子育て 

当事者 

  〇 〇   

 

妊娠期 乳幼児期 学童期 思春期 青年期 
子育て 

当事者 

 〇 〇 〇  〇 

 

妊娠期 乳幼児期 学童期 思春期 青年期 
子育て 

当事者 

 〇 〇    
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 少子化により将来の人口減少が見込まれる中、特に若者の市外への流出を防ぐために、こどもやそ

の家庭において、ふるさと鯖江に愛着と誇りを持つような機運の醸成が必要です。 

 そのため、ものづくり体験等を通して伝統ある地場産業に触れる学習を推進したり、鯖江の良さが

実感できるイベント、講演会等を開催したりするなどして、ふるさと鯖江への再認識と愛着心の醸成

を図ります。 

 

≪関連する条例・計画≫ 

鯖江市教育大綱 

 

≪主な事業≫ 

番号 事業名称 事業概要 
担当課 

再掲番号 

１７９ ふるさと教育推進事業 

各学校が、鯖江の自然や文化、伝統や産業などに明るい専門

家や地元の方を講師として招いて講演を行ったり、地元の農

業体験などを行ったりします。 

 

 

 

  

学校教育課 

１６５ 

１８０ 
産業を体験し理解する

学習事業 

小学校児童が漆器の絵付け体験もしくは眼鏡材料を使ったア

クセサリーづくり体験、石田縞の機織り体験や施設の見学を

行います。 

 

 

 

 

学校教育課 

１６７ 

１８１ 
中学校産業教育支援 

事業 

眼鏡協会と連携し、眼鏡製造会社のデザイナーを講師に招き、

眼鏡の製造や眼鏡デザインについて学ぶ「デザイン教室」を

実施します。実際に生徒がデザインし、発表会などを行いま

す。 

 

 

 

 

学校教育課 

１４３、１６８ 

１８２ 
中学生体験活動支援 

事業 

中学校２年生が、市内事業所で２日間の職場体験を行います。 

 

 

 

 

学校教育課 

１４４、１６９、

２２４ 

  

基本施策４ 鯖江への愛着心と誇りの醸成 

基本目標Ⅳ こどもと子育て当事者を支える教育・保育等の充実 

妊娠期 乳幼児期 学童期 思春期 青年期 
子育て 

当事者 

  〇 〇  
 

 

妊娠期 乳幼児期 学童期 思春期 青年期 
子育て 

当事者 

  〇   
 

 

妊娠期 乳幼児期 学童期 思春期 青年期 
子育て 

当事者 

   〇  
 

 

妊娠期 乳幼児期 学童期 思春期 青年期 
子育て 

当事者 

   〇  
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基本目標 ２ 子育てを支える支援事業の充実 

こどもが放課後を安全・安心に過ごし、多様な体験活動を行うことができるよう、放課後のこども

の遊びと生活の場である放課後児童クラブの安定的な運営を行います。 

また、こども・若者が居場所と感じるかどうかはこども・若者本人が決めるものであるという前提

に立ち、こども・若者が安心できる居場所を持つことができるよう、社会全体で居場所づくりを支援

していく必要があります。 

児童センターや子ども会、こども食堂、図書館、公民館等、地域にある多様な居場所についても、

こどもにとってよりよい居場所になるよう取り組みます。 

       

≪関連する条例・計画≫ 

 鯖江市子ども・子育て支援事業計画 

 鯖江市教育大綱 

 

≪主な事業≫ 

番号 事業名称 事業概要 
担当課 

再掲番号 

１８３ 放課後児童クラブ事業 

 昼間、就労等により子育て当事者のいない家庭の小学校児

童を対象に、放課後において、児童厚生施設等を利用して児

童の適切な遊び場と生活の場を提供します。 

 

 

 

 

こどもまんなか課 

８１ 

１８４ 
放課後こども教室推進 

事業  

地区公民館等において、地域住民の支援を得ながら学習や遊

びをとおし、安全・安心な居場所を確保します。 

 

 

 

 

生涯学習課 

１３７、１９６ 

１８５ 
放課後児童支援員資格 

取得支援事業 

児童クラブを運営するために必要な放課後児童支援員の資格

取得に対し奨励金を給付し、市内の児童クラブ運営に必要な

人材確保と充実を図る。 

 

 

 

 

 

こどもまんなか課 

― 

１８６ 
こどもの居場所づくり

の推進 

居場所のニーズを把握し、ニーズに合った居場所づくりを検

討します。 

 

 

 

こどもまんなか課 

２４、２３６ 

１８７ 
児童センター機能の 

充実 

地域の児童が安全・安心に児童センターを利用できるように、

個別施設計画に基づき、老朽化が著しい児童センターの大規

模改修工事等施設整備を行います。 

また、熱中症対策のため、児童センターの遊戯室に空調設備

を整備します。 

 

 

 

こどもまんなか課 

２１２ 

  

基本目標５ 放課後の過ごし方と居場所支援 

基本目標Ⅳ こどもと子育て当事者を支える教育・保育等の充実 

妊娠期 乳幼児期 学童期 思春期 青年期 
子育て 

当事者 

  〇   〇 

 

妊娠期 乳幼児期 学童期 思春期 青年期 
子育て 

当事者 

  〇    

 

妊娠期 乳幼児期 学童期 思春期 青年期 
子育て 

当事者 

  〇   〇 

 

妊娠期 乳幼児期 学童期 思春期 青年期 
子育て 

当事者 

  〇 〇 〇 〇 

 

妊娠期 乳幼児期 学童期 思春期 青年期 
子育て 

当事者 

 〇 〇 〇  〇 
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地域のこどもたちが健やかに成長していくためには、家庭はもちろんのこと、学校や地域が一体と

なって、こどもや子育て当事者を見守り、支え合っていくことが必要です。子育てを地域全体で支え

る機運を醸成し、こどもに関わる関係機関、地域住民等がともにこどもの成長を見守れるよう、ネッ

トワークづくりに努めます。 

地域で育む子育て支援ネットワーク委員会や子育てサポーターの会（ＣＯＳＡＰＯ）、母親クラブ

など子育て支援団体の自主的な活動を支援することにより、地域におけるきめ細やかな子育て支援

を進めます。また、児童虐待防止や障がい児の支援、学校教育等に関する関係機関との連携強化や支

援体制の強化も図ります。 

 

≪関連する条例・計画≫ 

第 4次鯖江市地域福祉計画 

 

  ≪主な事業≫ 

番号 事業名称 事業概要 
担当課 

再掲番号 

１８８ 
地域で育む子育て支援

ネットワーク事業 

地域で育む子育て支援ネットワーク委員会を中心に、各地区

の独自性や人材を最大限に活用した自主的な子育て支援活動

を支援します。 

 

 

 

こどもまんなか課 

― 

１８９ 
要保護児童対策協議会

設置事業 

要保護児童への適切な対応、指導を行うため、要保護児童対

策地域協議会を開催し、協議会の関係機関との連携強化や情

報共有を図ります。 

 

 

 

こどもまんなか課 

6 

１９０ 
民生委員・児童委員協

議会活動  

地域住民の生活状態を把握し、要支援者の相談に応じ、必要

な援助や見守り、福祉事務所その他の関係行政機関の業務へ

の協力等を行います。 

 

 

 

 

社会福祉課 

１５、１３３ 

１９１ 
地域こどもの生活支援

強化事業 

地域にある様々な場所で、食事や体験活動等を提供する活動

を支援します。また、支援が必要なこどもを早期に発見し、行

政等の支援機関につなげる仕組みを関係団体や市民の皆さん

とともにつくります。 

 

 

 

 

こどもまんなか課 

― 

 基本施策１ こどもの健やかな成長を見守るネットワークの充実 

基本目標Ⅴ 地域みんなで子育てをサポートするまちづくりの推進 

妊娠期 乳幼児期 学童期 思春期 青年期 
子育て 

当事者 

〇 〇    〇 

 

妊娠期 乳幼児期 学童期 思春期 青年期 
子育て 

当事者 

〇 〇 〇 〇 〇 〇 

 

妊娠期 乳幼児期 学童期 思春期 青年期 
子育て 

当事者 

〇 〇 〇 〇 〇 〇 

 

妊娠期 乳幼児期 学童期 思春期 青年期 
子育て 

当事者 

 〇 〇 〇  〇 
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番号 事業名称 事業概要 
担当課 

再掲番号 

１９２ 
子育てサポーター活動

事業 

子育て支援センターと協働し、地域ぐるみで子育て中の親子

の見守りやサポートを行います。 

 

 

 

 

 

こどもまんなか課 

― 

 

 

 

★こどもの声★ 

 

 

 

 

鯖江市の小学生 253 人が回答してくれました。（小学 1 年生 9 人、小学 2 年生 8 人、 

小学 3 年生 64 人、小学 4 年生 16 人、小学 5 年生 79 人、小学 6 年生 77 人） 

アンケートの実施時期：令和 6 年 5 月～7 月 

調査方法：学校のタブレットでアンケートを実施（インターネット回収）（福井県実施） 

 

家庭について 

1位 家族への要望 21人 

    「家族の団らんの時間を増やしてほしい」（小 6） 

    「おとうさんとおかあさんがもっとはやくかえってこれるといい」（小 1） 

2位 家族と一緒で楽しい 17人  

    「家族全員で夜ご飯を食べているのが楽しいからです。」（小 3） 

その他の意見    

    「子ども食堂があると困ることがなくなると思いました」（小 5） 

             

 

 

  

あなたやみんなにとって”ふくい”がよりよくなるため、 

「こんなことにこまっている」「こんなことができるとよいな」と思う意見やアイデアについておし

えてください。 

妊娠期 乳幼児期 学童期 思春期 青年期 
子育て 

当事者 

 〇    〇 
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こどもは、親だけでなく、地域のおとなたちに見守られながら様々な体験をすることで、心豊かに

成長することができます。そのため、家庭、地域、行政等が連携し、こどもの成長・発達や子育て当

事者を地域全体で見守り、支える環境の推進に努めます。 

 

≪関連する条例・計画≫ 

鯖江市教育大綱 

 

≪主な事業≫ 

番号 事業名称 事業概要 
担当課 

再掲番号 

１９３ 子育て支援事業 

未就園児親子に対し、子育て支援センターや児童センター等

で遊びの場・子育て当事者の交流の場・子育て相談の場とし

て、「子育てひろば」を開催します。また、保育所等の園舎・

園庭を開放し、在園児との交流の場の提供や子育て相談に応

じるなど、子育て世帯の支援に努めます。 

 

 

 

 

 

子育て支援センター 

保育・幼児教育課 

― 

１９４ 親と子のふれあい事業 

各公民館学級講座として、青少年育成協議会やこども会等と

の連携により、親と子の絆を深める事業を行い、地域や家庭

の教育力向上の推進に努めます。 

 

 

 

 

 

生涯学習課 

１３５ 

１９５ 地区合宿通学事業 

地域の社会教育施設に宿泊しながら、親元を離れて共同生活

を行い、学校へ通うことで、地域住民の協力を得て簡単な生

活習慣の習得と地域住民との交流を深めるとともに、地域の

教育力の向上を図ります。 

 

 

 

 

生涯学習課 

１３６ 

１９６ 
放課後こども教室推進

事業   

地区公民館等において、地域住民の支援を得ながら学習や遊

びをとおし、安全・安心な居場所を確保します。 

 

 

 

 

 

生涯学習課 

１３７、１８４ 

１９７ 図書館の充実事業 

知識の集積拠点として、資料を蓄積し提供するとともに、ボ

ランティアグループと協働し、乳幼児から高齢者まで年齢層

に応じた様々な事業を展開して、豊かな心を育もうとする市

民を支援します。 

 

 

 

文化の館 

１３８ 

 基本施策２ 地域での子育て支援 

基本目標Ⅴ 地域みんなで子育てをサポートするまちづくりの推進 

妊娠期 乳幼児期 学童期 思春期 青年期 
子育て 

当事者 

 〇    〇 

 

妊娠期 乳幼児期 学童期 思春期 青年期 
子育て 

当事者 

 〇 〇 〇  〇 

 

妊娠期 乳幼児期 学童期 思春期 青年期 
子育て 

当事者 

  〇    

 

妊娠期 乳幼児期 学童期 思春期 青年期 
子育て 

当事者 

  〇    

 

妊娠期 乳幼児期 学童期 思春期 青年期 
子育て 

当事者 

〇 〇 〇 〇 〇 〇 
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番号 事業名称 事業概要 
担当課 

再掲番号 

１９８ 

幼少期・青少年の 

運動・スポーツ活動の 

充実施策 

こどもが体を動かす喜びやスポーツをする楽しさを味わい、

生涯にわたり運動やスポーツを続ける基礎を養うために、地

域で活動する子どもたちのスポーツ団体の活動を支援すると

ともに、総合型地域スポーツクラブやスポーツ少年団の活動

充実を通じて生涯スポーツの振興を図ります。 

 

 

 

 

 

スポーツ課 

４６、１３９ 

１９９ 
子育てサポーター養成

講座事業 

子育てサポーター養成講座を開催し、子育て当事者を支援す

る人材の養成を行うとともに活躍の場の拡大を図ります。 

 

 

 

 

こどもまんなか課 

― 

２００ 
地域の大人による 

見守り活動 

地域住民のボランティアによる、児童の登下校時の見守り活

動により安全安心の確保を推進します。 

 

 

 

 

生涯学習課 

２０７ 

２０１ 

地域ではぐくむ 

「子どものびのび広場」  

整備事業  

公民館に地域の子育て世帯が気軽に集い交流できる居場所を

つくり、公民館の利用と地域の子育て世代のつながりづくり

を促進するための施設整備を行います。 

 

 

 

 

生涯学習課 

― 

  

妊娠期 乳幼児期 学童期 思春期 青年期 
子育て 

当事者 

     〇 

 

妊娠期 乳幼児期 学童期 思春期 青年期 
子育て 

当事者 

  〇   〇 

 

妊娠期 乳幼児期 学童期 思春期 青年期 
子育て 

当事者 

 〇 〇 〇 〇 〇 

 

妊娠期 乳幼児期 学童期 思春期 青年期 
子育て 

当事者 

 〇    〇 
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誰もが地域で安心して生活できるよう、こどもと子育て当事者が、安心して外出し、遊び、自然

と触れ合える環境づくりを推進します。そのため、道路や公園遊具の点検などを継続的に実施し、危

険箇所の発見と早急的な対応を図り、安全で快適な道路、歩道や公園の整備などに努めます。 

また、こどもたちが犯罪や事故に巻き込まれる事件を未然に防ぐためには、行政・学校・子育て

当事者・地域住民の協働による多方面からの見守り体制の維持・充実が必要です。 

現代の情報社会において、インターネット環境は日常生活の一部であり、その利便性、即時性な

どの恩恵をこどもも大人も享受しています。こどもも子育て当事者も、安全なインターネットの使い

方や適切な利用を考えられるように、情報モラルの啓発に努めます。 

 

≪関連する条例・計画≫ 

 鯖江市教育大綱 

 

≪主な事業≫ 

番号 事業名称 事業概要 
担当課 

再掲番号 

２０２ 
道路交通安全対策整備

事業 

安全・安心な道路環境を確保するため、歩道の整備・路側帯カ

ラー化・路面表示マーク設置等を実施し、通学路等の交通安

全の確保を図ります。また、危険性の高い交差点においても

カーブミラーやボラード等を整備し、通行者の交通安全対策

を実施します。 

 

 

 

 

土木課 

― 

２０３ 
公園施設長寿命化対策

支援事業 

鯖江市都市公園施設長寿命化計画に基づき、遊具・施設等の

改修等を行い、誰もが安全で安心して利用できる都市公園の

整備を推進します。 

 

 

 

 

公園住宅課 

― 

２０４ 公園維持管理事業 

市が管理する都市公園について、市民と行政が協働しながら

維持管理を行う公園里親制度を導入しており、里親の締結後、

草刈作業・剪定作業に対して報奨金の支援を実施しています。 

 

 

 

 

公園住宅課 

― 

２０５ 交通安全教室開催事業 

市内の保育所（園）、幼稚園、小中学校において、交通安全教

育指導員による交通安全教室を開催します。 

 

 

 

 

 

市民主役推進課 

― 

 基本施策３ こどもが過ごしやすい安全・安心な環境の確保 

基本目標Ⅴ 地域みんなで子育てをサポートするまちづくりの推進 

妊娠期 乳幼児期 学童期 思春期 青年期 
子育て 

当事者 

〇 〇 〇 〇 〇 〇 

 

妊娠期 乳幼児期 学童期 思春期 青年期 
子育て 

当事者 

〇 〇 〇 〇 〇 〇 

 

妊娠期 乳幼児期 学童期 思春期 青年期 
子育て 

当事者 

〇 〇 〇 〇 〇 〇 

 

妊娠期 乳幼児期 学童期 思春期 青年期 
子育て 

当事者 

 〇 〇 〇   
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番号 事業名称 事業概要 
担当課 

再掲番号 

２０６ 
交通指導員による 

通学時街頭指導 

早朝および薄暮時の街頭交通指導により、児童の交通安全啓

発を行い、交通事故のない安全安心のまちづくりを推進しま

す。 

 

 

 

市民主役推進課 

― 

２０７ 
地域の大人による 

見守り活動 

地域住民のボランティアによる、児童の登下校時の見守り活

動により安全安心の確保を推進します。 

 

 

 

 

生涯学習課 

２００ 

２０８ 
園児の集団移動経路 

安全確保事業 

保育所等の園児が日常的に集団で移動する経路について、警

察署、道路管理者、保育所等の施設運営者が共同で安全点検

を実施し、対応策を協議・実行することで、園児の移動経路の

安全確保を図ります。 

 

 

 

 

保育・幼児教育課 

― 

２０９ 防犯意識の啓発 

防犯隊の防犯活動を充実させることにより、犯罪の未然防止

を図り、地域の安全安心を確保します。 

 

 

 

 

防災危機管理課 

― 

２１０ 
かけこみコール 

110 番の家 

「かけこみコール 110 番の家」を市内各所に設置し、緊急時

のこどもの避難場所を確保します。 

 

 

 

 

生涯学習課 

― 

２１１ ＩＣＴ学習支援事業 

各小中学校に専門知識のある支援員を派遣し、タブレット端

末・コンピュータを活用した授業のサポートや技術的支援を

行います。 

 

 

 

 

学校教育課 

１６３ 

２１２ 
児童センター機能の 

充実 

地域の児童が安全・安心に児童センターを利用できるように、

個別施設計画に基づき、老朽化が著しい児童センターの大規

模改修工事等施設整備を行います。 

また、熱中症対策のため、児童センターの遊戯室に空調設備

を整備します。 

 

 

 

こどもまんなか課 

１８７ 

 

  

妊娠期 乳幼児期 学童期 思春期 青年期 
子育て 

当事者 

〇 〇 〇 〇 〇 〇 

 

妊娠期 乳幼児期 学童期 思春期 青年期 
子育て 

当事者 

  〇   〇 

 

妊娠期 乳幼児期 学童期 思春期 青年期 
子育て 

当事者 

 〇     

 

妊娠期 乳幼児期 学童期 思春期 青年期 
子育て 

当事者 

〇 〇 〇 〇 〇 〇 

 

妊娠期 乳幼児期 学童期 思春期 青年期 
子育て 

当事者 

 〇 〇 〇   

 

妊娠期 乳幼児期 学童期 思春期 青年期 
子育て 

当事者 

  〇 〇   

 

妊娠期 乳幼児期 学童期 思春期 青年期 
子育て 

当事者 

 〇 〇 〇  〇 
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 働く子育て当事者がこどもと過ごす時間を十分に取るには、仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・

バランス）が必要です。そのためには、仕事と育児を両立できる職場環境づくりを推進するとともに、

社会全体の意識を醸成するため、男女がともに家事や育児を行うことへの理解を啓発することが重要

です。 

 また、出産後も仕事を継続する人にとって働きやすい環境とするため、個々の希望に応じた就労に

つながるように、時短などの多様な働き方を支援します。 

 さらに、ワーク・ライフ・バランスに関する情報提供や研修会等を通じて、育児休業、労働時間の

短縮や就業形態の改善など職場の環境に対する取組を推進します。 

 

≪関連する条例・計画≫ 

第６次鯖江市男女共同参画プラン 

 

≪主な事業≫ 

番号 事業名称 事業概要 
担当課 

再掲番号 

２１３ 男女共同参画啓発事業 

男女共同参画に関してパネル展・広報誌等での啓発を行いま

す。 

 

 

 

ダイバーシティ 

推進・相談課 

― 

２１４ 
男女共同参画地域推進 

事業 

男女共同参画やワーク・ライフ・バランスに関する講座やワ

ークショップ等を開催し、家庭・地域での男女の役割や働き

方への意識改革を図ります。 

 

 

 

 

ダイバーシティ 

推進・相談課 

― 

２１５ 
ワーク・ライフ・バラン

ス推進事業 

企業の業務改革を個別に診断し、育児や介護が原因で離職す

る社員の軽減と企業の働き方改革を図ります。 

 

 

 

 

 

ダイバーシティ 

推進・相談課 

― 

２１６ 
多様な働き方導入推進 

事業 

社員が働き続けやすい環境整備を目的とする、就業規則の作

成・更新にかかる費用の一部を助成します。 

 

 

 

商工観光課 

― 

２１７ 
育児休業業務代替支援 

事業 

国の制度である「両立支援等助成金(育休中等業務代替支援コ

ース）」の支給決定を受けた事業主が、市内事業所に育児休業

の代替要員を雇用すると助成金を交付します。 

 

 

 

 

商工観光課 

― 

 基本施策４ 多様な働き方に対応できる環境 

基本目標Ⅴ 地域みんなで子育てをサポートするまちづくりの推進 

妊娠期 乳幼児期 学童期 思春期 青年期 
子育て 

当事者 

〇 〇 〇 〇 〇 〇 

 

妊娠期 乳幼児期 学童期 思春期 青年期 
子育て 

当事者 

〇 〇 〇 〇 〇 〇 

 

妊娠期 乳幼児期 学童期 思春期 青年期 
子育て 

当事者 

〇   〇 〇 〇 

 

妊娠期 乳幼児期 学童期 思春期 青年期 
子育て 

当事者 

     〇 

 

妊娠期 乳幼児期 学童期 思春期 青年期 
子育て 

当事者 

     〇 
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番号 事業名称 事業概要 
担当課 

再掲番号 

２１８ 
育児短時間勤務支援 

事業 

就業規則等で制度化されている育児短時間制度を利用希望し

た従業員に１か月以上利用させた事業主に対して助成金を交

付します。 

 

 

 

 

商工観光課 

― 

２１９ 
男性育児休業取得促進

支援事業 

国の制度である「両立支援等助成金(出生時両立支援コース)」

の支給決定を受けた事業主に対して助成金を交付します。 

 

 

 

 

商工観光課 

― 

２２０ 
勤労者育児･介護休業

生活資金利子補給事業 

福井県勤労者ライフプラン資金「育児・介護休業生活資金」の

融資を受けた市内に住所を有する者に対して、融資を受けた

日から５年間の支払利子額を全額補給します。 

 

 

 

 

商工観光課 

― 

２２１ 
子育て世代応援企業 

認定事業 

「育てやすい暮らしやすいまちづくり」を推進し、子育てと

仕事の両立や子育て世代の定着を図るため、子育て世代応援

企業認定基準に基づき、子育てと仕事が両立できる職場環境

づくりを積極的に行う企業を認定します。 

 

 

 

 

 

商工観光課 

― 

 

  

妊娠期 乳幼児期 学童期 思春期 青年期 
子育て 

当事者 

     〇 

 

妊娠期 乳幼児期 学童期 思春期 青年期 
子育て 

当事者 

     〇 

 

妊娠期 乳幼児期 学童期 思春期 青年期 
子育て 

当事者 

     〇 

 

妊娠期 乳幼児期 学童期 思春期 青年期 
子育て 

当事者 

     〇 
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こども・若者が自分自身の興味や適性、自分の能力を活かせる職業を自ら選択できるよう、将来に

ついて考える機会づくりをするとともに、就労支援を行います。 

結婚・出産・子育ては多様な価値観や考え方を尊重することが大切です。若い世代が主体的に結婚

を望む場合は、若者の出会いや交流の場づくりなどの取組や、結婚生活に伴う新生活のスタートへの

支援などを行います。また、こどもを産み育てることの大切さを経験できる体験活動等にも取り組み

ます。 

≪関連する条例・計画≫ 

第 4次鯖江市地域福祉計画 

 鯖江市教育大綱 

≪主な事業≫ 

番号 事業名称 事業概要 
担当課 

再掲番号 

２２２ 
赤ちゃんと小学生との

ふれあい教室事業 

小学校高学年を対象に、子育て支援センター、地域で育む子

育て支援ネットワーク委員会と学校教育課が連携・協力し、

乳幼児をお持ちの子育て当事者のご理解を得て、乳幼児と

触れ合う機会の場を設けます。 

 

 

 

 

子育て支援センター 

学校教育課 

１４１ 

２２３ 保育ボランティア事業 

小中学生が、こどもを生み育てることの意義を理解し、こど

もや家庭の大切さを理解できるようにするため、保育所

（園）、幼稚園等で乳幼児あるいは園児と触れ合う機会の場

を設けます。 

 

 

 

 

保育・幼児教育課 

学校教育課 

１４２ 

２２４ 
中学校体験活動支援 

事業     

中学校２年生が、市内事業所で２日間の職場体験を行いま

す。 

 

 

 

 

学校教育課 

１４４、１６９、 

１８２ 

２２５ キャリア教育事業 

地元高校と連携し、市内企業への就職支援や地元小・中学生

を対象にしたキャリア人材の育成事業を実施します。 

 

 

 

 

 

キャリア教育とは、こどもたちが自分の将来を考える際に必要な知

識やスキル、心理的・社会的な力を身に付ける教育のことです。 

商工観光課 

― 

基本目標Ⅵ 全ての若者の社会的自立に向けた支援 

基本施策１ 全ての若者に対する社会参画の支援 

妊娠期 乳幼児期 学童期 思春期 青年期 
子育て 

当事者 

 〇 〇   〇 

 

妊娠期 乳幼児期 学童期 思春期 青年期 
子育て 

当事者 

  〇 〇   

 

妊娠期 乳幼児期 学童期 思春期 青年期 
子育て 

当事者 

   〇   

 

妊娠期 乳幼児期 学童期 思春期 青年期 
子育て 

当事者 

   〇   
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番号 事業名称 事業概要 
担当課 

再掲番号 

２２６ 

ハローワーク武生との

雇用対策協定に基づく

支援事業 

ハローワーク武生と連携し、求人企業説明会を開催するこ

とで、市内への就職促進と若者に対する就職を支援します。 

 

 

 

 

 

商工観光課 

― 

２２７ 選挙学習 

希望者に対して、国政選挙、地方選挙について出前講座を行

います。 

 

 

 

 

 

行政管理課 

― 

２２８ JK 課プロジェクト 

地元の JK（女子高生）たちが中心となって、自由にアイデ

ィアを出し合い、様々な市民・団体・地元企業、大学、地域

メディアなどと連携・協力しながら、自分たちのまちを楽し

む企画や活動を行っています。 

 

 

 

 

市民主役推進課 

― 

２２９ 結婚相談事業 

婦人福祉協議会と連携し、結婚相談や婚活事業を実施しま

す。 

 

 

 

こどもまんなか課 

― 

２３０ U29 夫婦支援事業 

夫婦のいずれかが 29 歳以下の夫婦に対して、夫婦の婚姻

に伴う新生活に向けた費用の一部を支援します。 

 

 

 

 

こどもまんなか課 

― 

２３１ 結婚新生活支援事業 

経済的理由により結婚に踏み切れない方の結婚を後押しす

るため、結婚に伴う新生活の費用等の経済的負担を軽減す

る支援を行います。 

 

 

 

 

こどもまんなか課 

― 

２３２ 
出会い交流サポート 

事業 

結婚を希望する 20 歳以上の男女を対象に、県および県内

全市町で運営するふくい結婚応援協議会が管理する「ふく

い婚活サポートセンターマッチングシステム」の登録料の

一部を市が負担します。 

 

 

 

 

こどもまんなか課 

― 

  

妊娠期 乳幼児期 学童期 思春期 青年期 
子育て 

当事者 

   〇 〇  

 

妊娠期 乳幼児期 学童期 思春期 青年期 
子育て 

当事者 

    〇  

 

妊娠期 乳幼児期 学童期 思春期 青年期 
子育て 

当事者 

    〇  

 

妊娠期 乳幼児期 学童期 思春期 青年期 
子育て 

当事者 

    〇  

 

妊娠期 乳幼児期 学童期 思春期 青年期 
子育て 

当事者 

    〇  

 

妊娠期 乳幼児期 学童期 思春期 青年期 
子育て 

当事者 

   〇   

 

妊娠期 乳幼児期 学童期 思春期 青年期 
子育て 

当事者 

〇  〇 〇 〇 〇 
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全国的にひきこもり状態にある人は、15～39歳で 2.05％にあたると推計されており（2023年

度内閣府データ）、その期間が長期化しているなど、家族も含めて社会から孤立していることが指摘さ

れています。また、若者で就業していない者の割合も増加傾向にあり、若者の自立が課題となってい

ます。 

内閣府が令和元年度に実施した「子供・若者の意識に関する調査」によると、居場所の数や相談で

きる人、困った時に助けてくれる人の数は、自己肯定感や自己有用感とおおむね相関関係があること

がわかっています。 

悩みや不安を抱える若者とその家族に対し、希望があれば、気軽に相談できる場や人とのつながり

を持てる場を提供するなど、若者が社会参画できるような取組を進めていく必要があります。 

また、進学や就職、人間関係について悩みや不安を抱えたり、誰にも相談できず孤独やストレスを

感じたりするなど、心の SOSに気づいた時の対処についても、若者への周知が必要です。 

≪主な条例・計画≫ 

鯖江市自殺対策計画（鯖江市保健計画内） 

≪主な事業≫ 

番号 事業名称 事業概要 
担当課 

再掲番号 

２３３ 
重層的支援体制整備 

事業  

一つの支援機関だけでは解決に導くことが難しいような、制

度のはざまにある事例やひきこもり、複雑化・複合的な課題

のある事例などをサポートするため、分野をまたぐ支援を調

整します。 

 

 

  

福祉総合相談室 

― 

２３４ 
地域自殺対策緊急 

強化特別事業 

自殺予防の啓発、相談支援体制の充実を図るとともに、関係

機関・団体が連携し自殺予防対策を総合的に取り組みます。 

 

 

 

 

健康づくり課 

５２ 

２３５ 

中学校卒業後も 

切れ目のない相談支援 

の推進 

小中学校で不登校等の課題があり、中学卒業後に何らかの支

援が必要と思われる生徒に対して、在学中に中学校等と連携

し、卒業後も切れ目なく相談支援を行える体制づくりをしま

す。 

 

 

 

こどもまんなか課 

― 

２３６ 
こどもの居場所づくり

の推進 

こどもの居場所のニーズを把握し、必要な居場所づくりを検

討します。 

 

 

 

こどもまんなか課 

２４、１８６ 

２３７ 
ひきこもり状態の人の

居場所づくりの推進 

ひきこもり状態の人の居場所づくり、相談対応、啓発等を行

います。 福祉総合相談室 

― 

 

基本施策２ 悩みや不安を抱えるこども・若者とその家庭に対する支援 

基本目標Ⅵ すべての若者の社会的自立に向けた支援 

妊娠期 乳幼児期 学童期 思春期 青年期 
子育て 

当事者 

〇 〇 〇 〇 〇 〇 

 

妊娠期 乳幼児期 学童期 思春期 青年期 
子育て 

当事者 

〇  〇 〇 〇 〇 

 

妊娠期 乳幼児期 学童期 思春期 青年期 
子育て 

当事者 

   〇   

 

妊娠期 乳幼児期 学童期 思春期 青年期 
子育て 

当事者 

  〇 〇 〇 〇 

 

妊娠期 乳幼児期 学童期 思春期 青年期 
子育て 

当事者 

   〇 〇  
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基本目標Ⅰ 全てのこどもの権利保障を推進 

基本施策１ こどもの権利の理解促進 

成果指標 単位 
現状 

（令和６年度） 

目標値 

（令和 11 年度） 

こどもの権利について聞いたことがある

人の割合 

小学生 

％ 

46.7 80.0 

中学生 40.8 80.0 

保護者 51.9 80.0 

 

 基本施策２ こどもの意見表明と社会参加 

成果指標 単位 
現状 

（令和６年度） 

目標値 

（令和 11 年度） 

自分の思いを相手に伝えることができる

と思う人の割合 

小学生 

％ 

83.1 85.0 

中学生 83.5 85.0 

 

 基本施策３ こどもの権利侵害の防止 

成果指標 単位 
現状 

（令和５年度） 

目標値 

（令和 11 年度） 

① 児童虐待等への対応 

児童虐待予防等の啓発回数 回 35 45 

乳幼児期に体罰や

暴言、ネグレクト等

によらない子育て

をしている親の割

合（注） 

4 か月児 

％ 

100.0 100.0※ 

1歳６か月

児 85.8 86.０※ 

3 歳児 70.6 71.０※ 

② 不登校・いじめ・その

他困難な状況にあるこど

もとその家庭への支援 

学校内外の機関等で専門的な

相談・指導等を受けている割

合 

％ 100 100 

（注）「健やか親子21（第２次）」指標（成育医療等基本方針に基づく評価指標より） 

※参考：成育医療等基本方針（第2次）の中間評価（令和7年度）の目標値は、4か月児95.0％、1歳6か月児85.0％、 

    3歳児70.0％です。 

  

６ 施策成果指標 
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基本目標Ⅱ こどもの健やかな成長・発達の支援 

 基本施策１ こどもの健康の支援  

成果指標 単位 
現状 

（令和５年度） 

目標値 

（令和 11 年度） 

１健診や予防接種

などの保健・医療

の提供 

乳児一般健康診査平均受診率 

（1 か月児・4 か月児および 9～10 か月

児健康診査の合計受診者数/合計受診票交

付対象者数） 

％ 99.8 100 

かかりつけ医をもって

いるこどもの割合（注） 

4 か月児 

％ 

83.7 85.0※ 

3 歳児 88.7 95.0※ 

予防接種接種率 ％ 94.7 95.0 

２こどもの運動・

食育の推進 

児童生徒の朝食摂取率 ％ 95.2 100 

3 歳児の朝食摂取率 ％ 98.0 100 

３学童期・思春期

の保健対策の推進 

中学校への自殺予防の啓発実施率 ％ 100 100 

児童に対する人権教室開催数 回 6 8 

（注）「健やか親子21（第２次）」指標（成育医療等基本方針に基づく評価指標より） 

※この目標値は、成育医療等基本方針（第2次）の中間評価（令和7年度）の目標値に合わせます。 

 

 

基本施策2 障がいや発達に遅れがあり、支援が必要なこどもとその家庭への支援  

成果指標 単位 
現状 

（令和５年度） 

目標値 

（令和 11 年度） 

児童デイサービス待機者数 人 0 0 

発達支援のための教室等開催回数 回 373 385 

育てにくさを感じたときに対処できる

親の割合（注） 

4 か月児 

％ 

86.7 

95.0※ 1 歳６か月児 84.5 

3 歳児 84.7 

（注）「健やか親子21（第２次）」指標（成育医療等基本方針に基づく評価指標より） 

※この目標値は、成育医療等基本方針（第2次）の中間評価（令和7年度）の目標値に合わせます。 

  



92 

 

基本目標Ⅲ 安心してこどもを産み、ゆとりをもってこどもと向き合うための支援 

 基本施策１ 妊娠期から子育て期の切れ目のない支援の充実 

成果指標 単位 
現状 

（令和５年度） 

目標値 

（令和 11 年度） 

要支援妊産婦への訪問等による支援実施率 ％ 100 100 

ハーフバースデイ参加率（参加者数/対象者数） ％ 95 95 

 

基本施策２ 子育て支援サービスの充実 

成果指標 単位 
現状 

（令和５年度） 

目標値 

（令和 11 年度） 

出生数 （現状 令和元年～4 年の平均） 

（目標値 令和 8～11 年の平均） 
人 534 530 

子育て支援に満足している人の割合 ％ 55.6 65.0 

子育て支援センター事業延べ利用者数 人 17,716 18,000 

ゆったりとした気分でこどもと過ごせる

時間がある保護者 （注） 

4 か月児 

％ 

90.0 92.0※ 

1 歳６か月児 79.6 85.0※ 

3 歳児 77.6 78.0※ 

（注）「健やか親子21（第２次）」指標（成育医療等基本方針に基づく評価指標より） 

※参考：成育医療等基本方針（第2次）の中間評価（令和7年度）の目標値は、4か月児92.0％、1歳6か月児85.0％、 

    3歳児75.0％です。 

 

 基本施策３ 経済的支援の充実 

成果指標 単位 
現状 

（令和５年度） 

目標値 

（令和 11 年度） 

出産・子育て応援事業の経済的支援 

（妊娠届後と生後２か月時点の赤ちゃん訪問後に支給） 
％ 100 100 

児童手当の支給率 

（支給対象者数に対する支給者数の割合） 
％ 100 100 

 

 基本施策４ ひとり親家庭への支援 

成果指標 単位 
現状 

（令和５年度） 

目標値 

（令和 11 年度） 

ひとり親家庭児童学習支援開催数 回 290 360 

習い事支援事業 助成実人数 人 55 65 

 

基本施策５ こどもの貧困対策の推進 

成果指標 単位 
現状 

（令和５年度） 

目標値 

（令和 11 年度） 

生活困窮者就労支援実施率 ％ 100 100 
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基本目標Ⅳ こどもと子育て当事者を支える教育・保育等の充実 

 基本施策１ 年齢に応じた多様な遊びや体験活動の支援 

成果指標 単位 
現状 

（令和５年度） 

目標値 

（令和 11 年度） 

地区の子育てネットワークの講座・行事回数 回 157 200 

児童センター事業数 回 204 210 

 

基本施策２ 乳幼児期の教育・保育の充実 

成果指標 単位 
現状 

（令和５年度） 

目標値 

（令和 11 年度） 

待機児童数 人 0 0 

 

基本施策３ 質の高い学校教育の推進 

成果指標 単位 
現状 

（令和５年度） 

目標値 

（令和 11 年度） 

学校が楽しいと思う児童生徒の割合 
小学生 

％ 
93.0 95.0 

中学生 88.1 90.0 

家庭・地域・学校協議会の実施率 ％ 100 100 

 

基本施策４ 鯖江への愛着心と誇りの醸成 

成果指標 単位 
現状 

（令和 5 年度） 

目標値 

（令和 11 年度） 

体験活動実施事業所数 箇所 152 160 

地域や社会をよくするために何かして

みたいと思う児童生徒の割合 

小学６年生 
％ 

82.4 85.0 

中学３年生 62.9 65.0 

 

基本施策５ 放課後の過ごし方と居場所支援 

成果指標 単位 
現状 

（令和５年度） 

目標値 

（令和 11 年度） 

放課後児童クラブ 単位数   単位 35 35 

児童センターの延べ利用者数    人 71,484 75,000 

  

 

基本目標Ⅴ 地域みんなで子育てをサポートするまちづくりの推進 
 基本施策１ こどもの健やかな成長を見守るネットワークの充実 

成果指標 単位 
現状 

（令和５年度） 

目標値 

（令和 11 年度） 

地域で育む子育て支援ネットワーク委員会活動回数 回 202 20５ 

子育てサポーター活動率（活動者数/登録者数） ％ 89 95 
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基本施策２ 地域での子育て支援 

成果指標 単位 
現状 

（令和５年度） 

目標値 

（令和 11 年度） 

合宿通学事業を実施した公民館数 館 7 9 

放課後子ども教室の利用者数 人 12,013 13,000 

この地域で子育てをしたいと思う親の

割合（注） 

4 か月児 

人 

96.7 97.0※ 

1 歳６か月児 97.0 98.0※ 

3 歳児 98.2 99.0※ 

（注）「健やか親子21（第２次）」指標（成育医療等基本方針に基づく評価指標より） 

※参考：成育医療等基本方針（第2次）の中間評価（令和7年度）の目標値は、95.0％です。 

 

基本施策３ こどもが過ごしやすい安全・安心な環境の確保 

成果指標 単位 
現状 

（令和５年度） 

目標値 

（令和 11 年度） 

交通安全施設のパトロール等による設置・補修率 ％ 100 100 

交通安全教室の開催回数 回 108 110 

情報モラル教育の実施率 ％ 100 100 

 

基本施策４ 多様な働き方に対応できる環境 

成果指標 単位 
現状 

（令和５年度） 

目標値 

（令和１１年度） 

ワーク・ライフ・バランスの認知度 ％ 
33.9 

（令和 6 年度） 
50 

環境整備に取り組んだ企業数 社 9 50 

 
 

基本目標Ⅵ 全ての若者の社会的自立に向けた支援 

 基本施策１ 全ての若者に対する社会参画の支援 

成果指標 単位 
現状 

（令和５年度） 

目標値 

（令和１１年度） 

保育ボランティア参加受入率 ％ 100 100 

婚活事業等参加者数 人 28 50 

５０歳未満未婚率の増減（対５年前比） ％ ＋2.4 ＋2.0 

  

基本施策２ 悩みや不安を抱えるこども・若者とその家庭に対する支援 

成果指標 単位 
現状 

（令和５年度） 

目標値 

（令和１１年度） 

幸せだと回答する中学生の割合 ％ 94.5（Ｒ６調査） 96.0 

ひきこもり相談対応率 ％ 100 100 
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第４章 

 

第３期鯖江市子ども・子育て支援事業計画 

～量の見込みと確保方策について～ 
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１ 子ども・子育て支援事業計画について 

子ども・子育て支援法において、市町村は、国が示す基本指針を踏まえ、５年を１期とする子ど

も・子育て支援事業計画を作成することとされています。 

本章は、子ども・子育て支援法で規定される教育・保育、地域子ども・子育て支援事業の量の見込

みとそれに対応する提供方法の確保の方策について記載します。なお、本章に掲載された事業は、第

３章の内容と方向性を同じくするものです。 

本計画を策定するにあたって、こどもの人口および各事業の利用状況や令和６年１月～２月に実施

したニーズ調査等から得られた利用希望、また、国の基本指針を踏まえ、計画期間における「教育・

保育および地域子ども・子育て支援事業の量の見込み」を算出しました。 

 

（１） 人口の見込み 

子ども・子育て支援事業計画で定めるサービスの対象となる、０歳から１７ 歳までのこどもの人

口を過去１０年間の住民基本台帳の人口を基に推計しました。 

こどもの将来推計は、年々減少していくことが見込まれます。                                      

単位：人 

【児童数の算出方法 】 

０歳児の児童数は、過去 10 年の対前年の人口伸率の平均で推計 

１歳児以降の児童数は、過去10年の社会動態による人口の伸率の平均で推計 

 

  

年齢 令和 6 年度 令和 7 年度 令和 8 年度 令和 9 年度 令和 10 年度 令和 11 年度 

0 歳 476 466 455 445 436 425 

1 歳 474 486 477 465 454 443 

2 歳 552 474 486 477 465 454 

3 歳 493 552 474 486 477 465 

4 歳 572 494 553 474 486 477 

5 歳 595 575 496 556 476 489 

6 歳 584 599 580 500 560 479 

7 歳 619 585 600 580 500 559 

8 歳 608 620 587 602 582 502 

9 歳 637 609 621 588 603 583 

10 歳 627 638 611 623 590 605 

11 歳 681 628 639 612 624 591 

12 歳 695 682 631 641 614 625 

13 歳 735 696 683 632 642 615 

14 歳 698 736 698 684 633 644 

15 歳 734 699 746 708 693 641 

16 歳 721 735 700 747 709 694 

17 歳 710 722 736 701 748 710 
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２ 教育・保育給付 

（１）教育・保育提供区域の設定 

子ども・子育て支援法に基づく基本指針において、市は教育・保育を提供するために、子育て当

事者やこどもが居宅等から容易に移動することが可能な区域を定めることとしています。 

鯖江市では、コンパクトな市域面積、市民の生活圏域、教育・保育施設の配置や利用状況などを

踏まえて、この教育・保育の提供区域について、認定こども園等の整備や人口変動による教育・保

育ニーズの状況に応じ、全市域で柔軟に教育・保育の提供を行うため、市全域を１つの区域と定め

ます。 

 

区分 施設・事業名 区域 

教育・保育 

教育・保育施設 幼稚園、保育所、認定こども園 
市域全体 

（１区域） 地域型保育事業 
小規模保育、家庭的保育 

居宅訪問型保育、事業所内保育 

 

鯖江市では、教育・保育の「量の見込み」について、計画策定に係る「子ども・子育て支援に関

するアンケート」調査（令和６年１月～２月実施）の結果をもとに、以下の認定区分別に設定しま

す。なお、３号認定については、年齢区分により設定します。 

 

 

 

 

 

 

 

（２）教育・保育の量の見込みと確保の方策 

【 概要 】 

乳幼児期の教育および保育は、人格形成の基礎を培う重要なものであるため、園における生活を通

して生きる力を育成するよう努め、義務教育およびその後の教育の基礎を培うとともに、子育て当事

者とともに園児を健やかに育成します。 

 

【 現状 】 

定員の不足分については、必要保育士数や必要面積といった法令上の最低基準を満たしていること

を条件に認められている定員の弾力的運用を行うことで対応している。 

  

認定区分 利用できる施設・事業 

１号認定 満３歳以上で教育を希望 幼稚園・認定こども園 

２号認定 満３歳以上で教育・保育を希望 保育所・認定こども園 

３号認定 満３歳未満で保育を希望 保育所・認定こども園・地域型保育事業 



98 

 

【 現状 】  

                                      単位：人 

  

令和 5 年度 

1 号 2 号 
3 号 

1・2 歳 0 歳 

① 量の実績 168 1,597 854 229 

②
確
保
量
実
績 

特定教育･ 
保育施設 

市内（定員） 418 1,672 772 208 

市内（定員の弾力的運
用） 

    63 14 

他市町への委託 21 27 19 7 

上記以外 
幼稚園＋預かり保育 155       

その他         

②－① 426 102 0 0 

 

【 教育・保育の「量の見込み」および「提供体制の確保内容」 】 

次ページのとおり 

 

【 今後の方向性 】 

将来的に乳幼児数の落ち込みが見込まれるため、今後も引き続き定員の弾力的運用を行うことで、

当面の需要に対応します。 

 

【 量の見込みの算出方法等 】 

・過去５年の年齢区分ごとの申込率の伸び率を基に、各年度における申込率を推計し、人口の推計値

に申込率の推計値を乗じて算出しています。 
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教育・保育の「量の見込み」および「提供体制の確保内容」                     単位：人 

  

令和 7 年度 令和 8 年度 

1 号 

2 号 3 号 

1 号 

2 号 3 号 

学校教
育の利
用希望
が強い 

左記 
以外 

1・2
歳 

0 歳 

学校教
育の利
用希望
が強い 

左記 
以外 

1・2 歳 0 歳 

① 量の見込み 100 
66 1,398 

855 215 95 
62 1,313 

858 210 
計 1,464 計 1,375 

②
確
保
方
策 

特定教育･ 
保育施設 

市内（定員） 432 1,603 756 219 367 1,603 768 225 

市内（定員の
弾力的運用）     74    70  

他市町への委
託 6 20 25 5 6 20 20 5 

上記以外 

幼稚園＋預か
り保育 60       60    

その他             

② － ① 398 159 0 9 338 248 0 20 

  

令和 9 年度 令和 10 年度 

1 号 

2 号 3 号 

1 号 

2 号 3 号 

学校教

育の利

用希望

が強い 

左記 

以外 

1・2

歳 
0 歳 

学校教

育の利

用希望

が強い 

左記 

以外 
1・2 歳 0 歳 

① 量の見込み 95 
62 1,307 

839 206 91 
58 1,241 

819 201 
計 1,369 計 1,299 

②
確
保
方
策 

特定教育･ 
保育施設 

市内（定員） 367 1,603 768 225 217 1,602 798 231 

市内（定員の
弾力的運用）     51    8  

他市町への委
託 6 20 20 5 6 20 20 5 

 

上記以外 

幼稚園＋預か
り保育 60       60    

その他             

② － ① 338 254 0 24 192 323 7 35 

  

令和 11 年度 

1 号 

2 号 3 号 

学校教
育の利
用希望
が強い 

左記 

以外 

1・2

歳 
0 歳 

① 量の見込み 90 
58 1,234 

799 196 
計 1,292 

②
確
保
方
策 

特定教育･ 
保育施設 

市内（定員） 217 1,602 798 231 

市内（定員の
弾力的運用） 

      

他市町への委
託 

15 20 20 5 

上記以外 

幼稚園＋預か
り保育 

60       

その他         

② － ① 202 330 19 40 

  



100 

 

３ 地域子ども・子育て支援事業 

地域子ども・子育て支援事業は、子ども・子育て支援法で１６事業が定められており、市町村が

地域の実情に応じて実施する事業です。 

 

① 利用者支援事業 

【 概要 】 

妊娠期から子育て期に渡るまで地域の子ども・子育て支援について、こどもやその子育て当事者

からの相談に応じ、必要な情報の提供や助言を行うとともに、関係機関との連絡調整等を総合的に

行う事業です。 

 

【 現状 】  

  令和 2 年度 令和 3 年度 令和 4 年度 令和 5 年度 

実 績 実施個所  2 か所 2 か所 2 か所 2 か所 

   子育て支援センター（基本型）1か所＋健康づくり課（母子保健型）1か所 

 

【 量の見込みと確保策 】 

  令和 7 年度 令和 8 年度 令和 9 年度 令和 10 年度 令和 11 年度 

①量の見込み 

基本型 1 か所 1 か所 1 か所 1 か所 1 か所 

こども家庭

センター型 
1 か所 1 か所 1 か所 1 か所 1 か所 

②確保の内容 

基本型 1 か所 1 か所 1 か所 1 か所 1 か所 

こども家庭

センター型 
1 か所 1 か所 1 か所 1 か所 1 か所 

②－① 0 か所 0 か所 0 か所 0 か所 0 か所 

 

【 今後の方向性 】 

子育て支援センターと健康づくり課、こどもまんなか課が連携強化を図り、乳幼児を持つ子育て当

事者の方からの様々な問い合わせや相談に対応します。 

市内の幼稚園・保育所・こども園や子育て支援施設と情報共有を図り、子育て支援関連情報の充実

に努めます。 

 

【 量の見込みの算出方法等 】 

 ・子育て支援センター（基本型）：1か所 

 ・こども家庭センター型（母子保健・児童福祉）：1か所 

（令和6年度からは、健康づくり課・こどもまんなか課・子育て支援センターの3つの相談機関

を集約して、こども家庭センター型（母子保健・児童福祉）として実施しています。） 
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② 地域子育て支援拠点事業 

【 概要 】 

妊娠期の方、乳幼児とその子育て当事者が相互の交流を行う場所を開設し、子育てについての相

談対応や情報の提供、助言その他の援助を行う事業です。 

 

【 現状 】   

  令和 2 年度 令和 3 年度 令和 4 年度 令和 5 年度 

実 績 人日/年 4,843 4,597 8,146 9,930 

 

【 量の見込みと確保 】 

  令和 7 年度 令和 8 年度 令和 9 年度 令和 10 年度 令和 11 年度 

①量の見込み 
人日/年 

7,130 7,090 6,935 6,775 6,610 

②確保の内容 9,000 9,000 9,000 8,500 8,500 

②－① 1,870 1,910 2,065 1,725 1,890 

 

【 今後の方向性 】 

子育て支援センターを中心に、子育て当事者が気軽に集い、相互交流や子育ての不安や悩みが軽

減できるよう、地域の子育てを支援します。 

地域で育む子育て支援ネットワーク委員会や子育てグループなどが地区公民館や児童館・児童セ

ンターで実施する子育て支援の自主的な活動を継続して支援します。また、市内の幼稚園・保育所・

こども園・子育て支援施設と情報共有を図り、子育て支援関連情報の充実に努めます。 

また、嚮陽会館内に整備予定の「屋内型こどもの遊び場」では、乳幼児とその子育て当事者の相

互交流や子育て情報の提供等を行い、地域の子育て支援を行います。 

 

【 量の見込みの算出方法等 】 

事業実績に基づき、平均利用数を算出し、利用が多い0―2歳児の平均推計人口を乗じて算出し

ています。 
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③ 放課後児童健全育成事業（放課後児童クラブ） 

【 概要 】 

子育て当事者の就労等により、昼間適切な保護を受けることができない小学生に対し、適切な遊

びおよび生活の場を提供し、その健全な育成を図る事業です。 

 

【 現状 】 

  令和 2 年度 令和 3 年度 令和 4 年度 令和 5 年度 

実 績 
低学年 

人 
789 807 796 871 

高学年 64 54 74 58 

 

【 量の見込みと確保 】 

  令和 7 年度 令和 8 年度 令和 9 年度 令和 10 年度 令和 11 年度 

①量の見込み 
低学年 

人 

953 936 883 866 816 

高学年 82 64 61 62 61 

②確保の内容 1,035 1,000 1,000 1,000 1,000 

②－① 0 0 56 72 123 

 

【 今後の方向性 】 

優先度の高い低学年を重点に受入体制を確保します。現在受入可能な施設が老朽化しており、大規

模改修を実施していくほか、公共施設や小学校の余裕教室の活用など、放課後の居場所の環境整備に

努めます。 

 

【 量の見込みの算出方法等 】 

 各学年推計人口をもとに過去5年間で利用率の高い令和６年度学童利用率を乗じて算出していま

す。   

  令和 7 年度 令和 8 年度 令和 9 年度 令和 10 年度  令和 11 年度  

1 年生 

人 

355 344 296 332 284 

2 年生 329 337 326 281 314 

3 年生 269 255 261 253 218 

4 年生 51 52 49 50 49 

5 年生 23 4 4 4 4 

6 年生 8 8 8 8 8 

合計 1,035 1,000 944 928 877 
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④ 妊婦健康診査 

【 概要 】 

妊婦健康診査の助成を行い、妊娠に係る経済的な不安を軽減します。母体や胎児の健康確保を図

るため、積極的な妊婦健康診査の受診を促します。 

 

【 現状 】 

  令和 2 年度 令和 3 年度 令和 4 年度 令和 5 年度 

実 績 延受診数 件 6,349 6,659 5,930 6,013 

 

【 量の見込みと確保 】 

  令和 7 年度 令和 8 年度 令和 9 年度 令和 10 年度 令和 11 年度 

①量の見込み 
延受診数 

件 

5,126 5,005 4,895 4,796 4,675 

②確保の内容 6,524 6,370 6,230 6,104 5,950 

②－① 1,398 1,365 1,335 1,308 1,275 

 

【 今後の方向性 】 

各医療機関で実施します。 

 

【 量の見込みの算出方法等 】 

０歳児推計をもとに、妊婦健康診査受診票交付数の推計を算出し、出産までに使用する妊婦一人

当たりの妊婦健康診査受診券平均使用回数１１回（受診券１４枚発行）を乗じて算出しています。 

  
実績 第３期計画 

令和 5 年度 令和 7 年度 令和 8 年度 令和 9 年度 令和 10 年度 令和 11 年度 

0 歳児推計

(人） 
480 466 455 445 436 425 
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⑤ 乳児家庭全戸訪問事業 

【 概要 】 

保健師、助産師が、生後４か月までの乳児のいる全ての家庭を訪問し、子育てに関する悩みや不

安の相談に応じます。母子の心身の状況や養育環境等の把握及び助言を行い、支援が必要な家庭に

対し、適切なサービス提供につなげるなど子育てを支援します。 

 

【 現状 】 

  令和 2 年度 令和 3 年度 令和 4 年度 令和 5 年度 

実 績 訪問数 件 489 545 484 518 

 

【 量の見込みと確保 】 

  令和 7 年度 令和 8 年度 令和 9 年度 令和 10 年度 令和 11 年度 

①量の見込み 
訪問数 

件 

466 455 445 436 425 

②確保の内容 466 455 445 436 425 

②－① 0 0 0 0 0 

 

【 今後の方向性 】 

今後も生後４か月までに保健師、助産師が、乳児のいる全ての家庭を訪問します。また、本事業

の訪問により把握した養育支援等が必要な家庭については、健康づくり課（こども家庭センター：

母子保健）が妊娠期から子育て期にわたるまでの切れ目のない支援の一環として、こどもまんなか

課および子育て支援センターや関係機関と連携を密にし、きめ細やかな支援の充実を図ります。 

 

【 量の見込みの算出方法等 】 

０歳児推計に基づき算出しています。 

  
実績 第 3 期計画 

令和 5 年度 令和 7 年度 令和 8 年度 令和 9 年度 令和 10 年度 令和 11 年度 

0 歳児推計

(人） 
480 466 455 445 436 425 
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⑥ 養育支援訪問事業 

【 概要 】 

養育支援が特に必要であると認められる家庭を訪問し、子育て当事者の育児、家事などの支援を

行う事業です。子育て当事者が安心して出産、子育てができる環境づくりと、育児不安や産後うつ

症状等への予防・ケアを目的とします。 

 

【 現状 】 

  令和 2 年度 令和 3 年度 令和 4 年度 令和 5 年度 

実 績 
訪問率 ％ 100 100 100 100 

訪問延件数 件 71 106 145 114 

 

【 量の見込みと確保 】 

全市 令和 7 年度 令和 8 年度 令和 9 年度 令和 10 年度 令和 11 年度 

①量の見込み 
訪問数 

件 

120 120 120 120 120 

②確保の内容 120 120 120 120 120 

②－① 0 0 0 0 0 

 

【 今後の方向性 】 

児童の養育について支援が必要な家庭に、過重な負担がかかる前の段階で、家庭児童相談員や保

健師等により計画的に訪問による支援を実施し、安定した児童の養育を支援します。 

 

【 量の見込みの算出方法等 】 

平成２９年度より、特に支援が必要と認められる家庭に対し、計画的に家庭児童相談員や保健師

等が訪問し支援しています。量の見込みについては、計画的に支援が必要な世帯を訪問した数を過

去4年の実績に基づき算出しています。 
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⑦ 子育て支援短期事業（ショートステイ） 

【 概要 】 

子育て当事者の疾病等の理由により家庭において養育ができないとき、児童養護施設等で一定期

間、お子さんをお預かりし、必要な支援を行う事業です。 

 

【 現状 】 

  令和 2 年度 令和 3 年度 令和 4 年度 令和 5 年度 

実 績 児童数 人日 115 319 244 233 

 

【 量の見込みと確保 】 

  令和 7 年度 令和 8 年度 令和 9 年度 令和 10 年度 令和 11 年度 

①量の見込み 
児童数 

人日 

274 264 261 251 247 

②確保の内容 274 264 261 251 247 

②－① 0 0 0 0 0 

 

【 今後の方向性 】 

引き続き、市内の吉江学園と福井市の福井県済生会乳児院に委託し、事業の周知に努めます。ま

た、里親の利用についても推進することで、子育て当事者のニーズに応じた支援を実施します。 

 

【 量の見込みの算出方法等 】 

ニーズ調査結果（第３期市町村子ども・子育て支援事業計画等における「量の見込み」の考え方

（改訂版））に基づき算出しています。 
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⑧-1 一時預かり事業 

【 概要 】 

家庭において保育を受けることが一時的に困難となった乳幼児について、認定こども園等におい

て、一時的に預かり、必要な保護を行う事業です。また、認定こども園幼稚園部および幼稚園の延

長保育もこの事業の中で実施します。 

 

【 現状 】 

  令和 2 年度 令和 3 年度 令和 4 年度 令和 5 年度 

実績 

幼稚園型 
（幼稚園・こども園） 

人日 
4,619 5,314 4,339 3,989 

幼稚園型以外 
（保育所・こども園） 

1,422 799 588 692 

 

【 量の見込みと確保 】 

  令和 7 年度 令和 8 年度 令和 9 年度 令和 10 年度 令和 11 年度 

①量の見込み 
幼稚園型 

人日 

3,714 3,483 3,467 3,291 3,273 

幼稚園型以外 1,456 1,405 1,387 1,335 1,316 

②確保の内容 
幼稚園型 3,714 3,483 3,467 3,291 3,273 

幼稚園型以外 1,456 1,405 1,387 1,335 1,316 

②―① 
幼稚園型 0 0 0 0 0 

幼稚園型以外 0 0 0 0 0 

 

【 今後の方向性 】 

保育施設がない小学校区の片上および北中山幼稚園では、一時預かりを引き続き実施し、利用への

対応を行います。 

また、市内の保育所（園）、認定こども園における受け入れ体制を継続して、利用への対応を行

います。 

 

【 量の見込みの算出方法等 】 

令和５年度における人口一人当たりの利用日数を基に人口の見込値を乗じて算出しています。 
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⑧-２ 一時預かり事業（子育て支援センター一時預かり事業） 

【 概要 】 

子育て当事者の育児疲れ等の理由により、保育を必要とした場合に、子育て支援センターで一時

的に乳幼児を預かる事業です。 

 

 

【 現状 】 

 令和 2 年度 令和 3 年度 令和 4 年度 令和 5 年度 

実績値 人日 406 586 726 887 

 

【 量の見込みと確保 】 

  令和 7 年度 令和 8 年度 令和 9 年度 令和 10 年度 令和 11 年度 

①量の見込み 

乳幼児 

数 
人日 

900 900 900 900 900 

②確保の内容 900 900 900 900 900 

②－① 0 0 0 0 0 

 

 

【 今後の方向性 】 

子育て支援センター内に一時預かり専用室を設け、利用者の利便性を図っています。 

気軽に短時間預かることができるこの事業は、育児疲れ等による育児不安の解消や虐待防止に効

果的であり今後も継続して行います。 

 

【 量の見込みの算出方法等 】 

令和5年度の実績を参考に算出しています。 
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⑧-３ 一時預かり事業（すみずみ子育てサポート事業） 

【 概要 】 

子育て当事者の仕事の都合・疾病・入院・冠婚葬祭・育児疲れ等の理由により、家庭での保育が

緊急・一時的に困難となった子育て当事者と妊婦家庭に対し、一時預かりや家事援助のサービスを

行う事業です。 

 

【 現状 】 

 令和 2 年度 令和 3 年度 令和 4 年度 令和 5 年度 

実績値 人日 4,034 3,764 3,107 4,029 

 

【 量の見込みと確保 】 

  令和 7 年度 令和 8 年度 令和 9 年度 令和 10 年度 令和 11 年度 

①量の見込み 

乳幼児 

数 
人日 

3,656 3,529 3,484 3,353 3,304 

②確保の内容 3,656 3,529 3,484 3,353 3,304 

②－① 0 0 0 0 0 

 

 

【 今後の方向性 】 

現在市内３事業所、市外９事業所で実施しています。引き続き実施事業所の確保に努め、 

利用への対応を行います。 

 

【 量の見込みの算出方法等 】 

事業実績に基づき、平均利用数を算出し、利用が多い０～５歳児の平均推計人口を乗じて算出し

ています。 
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⑨ 延長保育事業 

【 概要 】 

保育認定を受けたこどもについて、通常の利用日の利用時間以外において、認定こども園等にお

いて保育を実施する事業です。 

市内認定こども園で、概ね１歳児以上の在園児を対象に実施します。 

 

【 現状 】 

  令和 2 年度 令和 3 年度 令和 4 年度 令和 5 年度 

実 績 利用児童数 人日 468 536 574 531 

 

【 量の見込みと確保 】 

  令和 7 年度 令和 8 年度 令和 9 年度 令和 10 年度 令和 11 年度 

①量の見込み 

利用 

児童数 
人日 

631 609 601 579 570 

②確保の内容 631 609 601 579 570 

②－① 0 0 0 0 0 

 

【 今後の方向性 】 

   延長保育実施のための保育士の確保など、受入体制の強化を図ります。 

 

【 量の見込みの算出方法等 】 

ニーズ調査結果（第３期市町村子ども・子育て支援事業計画等における「量の見込み」の考え方

（改訂版））に基づき算出しています。 

  



111 

 

⑩ 病児・病後児保育事業 

【 概要 】 

病児および病後児について、病院等に付設された専用施設等において、看護師・保育士が一時的

に保育する事業です。 

 

【 現状 】 

  令和 2 年度 令和 3 年度 令和 4 年度 令和 5 年度 

実 績 利用児童数 人日 452 818 816 1,166 

 

【 量の見込みと確保 】 

  令和 7 年度 令和 8 年度 令和 9 年度 令和 10 年度 令和 11 年度 

①量の見込み 
利用 

児童数 
人日 

1,085 1,047 1,034 995 980 

②確保の内容 1,085 1,047 1,034 995 980 

②－① 0 0 0 0 0 

 

【 今後の方向性 】 

市内２施設および近隣市町（７施設）と引き続き委託契約を行い、病児・病後児の受け入れ体制

の確保を図ります。 

 

【 量の見込みの算出方法等 】 

令和５年度利用実績から人口一人当たりの利用日数をもとめ、人口の見込値を乗じて算出してい

ます。 
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⑪ 利用者支援事業（妊婦等包括相談支援事業型）（新規） 

【 概要 】 

妊婦等に対して面談その他の措置を講ずることにより、妊婦等の心身の状況、その置かれている

環境等の把握を行うほか、母子保健や子育てに関する情報の提供、相談その他の援助を行う事業で

す。 

 

【 量の見込みと確保 】 

  令和 7 年度 令和 8 年度 令和 9 年度 令和 10 年度 令和 11 年度 

①量の見込み 

妊娠届出数 466 455 445 436 425 

１組あたりの

面談日数 
4 4 4 4 4 

面談実施 

合計回数 

1,864 1,820 1,780 1,744 1,700 

②確保の内容 1,864 1,820 1,780 1,744 1,700 

②－① 0 0 0 0 0 

 

【 今後の方向性 】 

令和4年度から実施している、出産・子育て応援事業の伴走型相談支援として実施しており、面

談回数は４回（妊娠届出時、妊娠後期のアンケート実施および希望者に面談、出産後の赤ちゃん訪

問２回）実施しています。必要に応じて、相談支援を行います。 

  

【 量の見込みの算出方法等 】 

第３期市町村子ども・子育て支援事業計画等における「量の見込み」の考え方（改定版）に基づ

き、各年度の妊娠届出数を推測し、本事業の量の見込みを算出しています。 
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⑫ 乳児等通園支援事業（こども誰でも通園制度）（新規） 

【 概要 】 

子育て当事者の就労の有無や理由を問わず、0〜2歳の未就園児が保育施設等を月一定時間利用で

きる制度です。保育施設等にて利用できる環境を整備することで、同年齢のこどもとの触れ合い、発

達に合った環境を提供し、こどもの健やかな育成を図ります。 

【 量の見込みと確保 】 

  令和 7 年度 令和 8 年度 令和 9 年度 令和 10 年度 令和 11 年度 

①量の見込み 
利用 

家庭数 
人月 

－ 16 16 16 16 

②確保の内容 － 10 10 10 10 

【 今後の方向性 】 

保育施設等の未就園児家庭を対象に保育所、こども園等にて受入体制を確保し、令和8年度から

始まる「乳児等のための支援給付」により実施予定です。また、現在保育者の確保が困難な状況で

あることから、受け入れ体制の確保、充実に努めます。 

【 量の見込みの算出方法等 】 

第３期市町村子ども・子育て支援事業計画等における「量の見込み」の考え方（改定版）に基づ

き算出しています。 

 

⑬ 産後ケア事業（新規） 

【 概要 】 

産後の母と子の健康のために、助産所や医療機関でのショートステイ（宿泊）やデイサービス

（日帰り）、助産師による訪問を行い、心と体を休めながら育児相談や授乳指導などを行います。 

【 量の見込みと確保 】 

  令和 7 年度 令和 8 年度 令和 9 年度 令和 10 年度 令和 11 年度 

①量の見込み 
事業利用 

妊婦数 
人日 

300 300 300 300 300 

②確保の内容 300 300 300 300 300 

②－① 0 0 0 0 0 

【 今後の方向性 】 

産後の体調や子育て等で不安や負担を抱える産婦を早期に発見し、産後ケア等の必要なサービス

を紹介します。また、メンタルヘルスの対応が必要な産婦に対しては、精神科医療機関との連携を

もとに支援を行います。 

 【 量の見込みの算出方法等 】 

第３期市町村子ども・子育て支援事業計画等における「量の見込み」の考え方（改定版）に基づ

き算出しています。 
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⑭ 子育て世帯訪問支援事業（新規） 

【 概要 】 

 家事・子育て等に対して不安や負担を抱える子育て当事者、妊産婦、ヤングケアラー等がいる家庭

の居宅を、訪問支援員が訪問し、家庭が抱える不安や悩みを傾聴するとともに、家事・子育て等の支

援を実施します。 

【 量の見込みと確保 】 

  令和 7 年度 令和 8 年度 令和 9 年度 令和 10 年度 令和 11 年度 

①量の見込み 
延べ 

人数 
人日 

60 60 60 60 60 

②確保の内容 0 20 25 30 35 

【 今後の方向性 】 

現在委託先は未定ですが、今後、県の協力を得ながら、受け入れ体制の確保・充実に努めます。 

【 量の見込みの算出方法等 】 

量の見込みは、養育支援訪問（延べ人数）の令和元年度から5年度の延べ訪問回数の平均値とし

た。 

 

 

 

⑮ 児童育成支援拠点事業（新規） 

【 概要 】 

養育環境等に課題を抱える、家庭や学校に居場所のない児童等に対して、当該児童の居場所となる

場を開設し、児童とその家庭が抱える多様な課題に応じて、生活習慣の形成や学習のサポート、進路

等の相談支援、食事の提供等を行います。また、児童及び家庭の状況をアセスメントし、関係機関へ

の つなぎを行う等の個々の児童の状況に応じた支援を包括的に提供することにより、虐待を防止し、

こどもの最善の利益の保障と健全な育成を図ります。 

【 量の見込みと確保 】 

  令和 7 年度 令和 8 年度 令和 9 年度 令和 10 年度 令和 11 年度 

①量の見込み 

実人数 人 

10 10 10 10 10 

②確保の内容 0 5 5 5 5 

【 今後の方向性 】 

現在委託先は未定ですが、今後、県の協力を得ながら、受け入れ体制の確保・充実に努めます。 

【 量の見込みの算出方法等 】 

第３期市町村子ども・子育て支援事業計画等における「量の見込み」の考え方（改定版）に基づ

き、家庭の養育環境に課題がある児童のうち令和6年度の居場所がない児童の数を算出しています。 
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⑯ 親子関係形成支援事業（新規） 

【 概要 】 

 児童との関わり方や子育てに悩みや不安を抱えている子育て当事者及びその児童に対し、講義やグ

ループワーク、ロールプレイ等を通じて、児童の心身の発達の状況等に応じた情報の提供、相談及び

助言を実施します。また、同じ悩みや不安を抱える子育て当事者同士が相互に悩みや不安を相談・共

有し、情報の交換ができる場を設ける等の支援を行います。 

【 量の見込みと確保 】 

  令和 7 年度 令和 8 年度 令和 9 年度 令和 10 年度 令和 11 年度 

①量の見込み 

実人数 

10 10 10 10 10 

②確保の内容 10 10 10 10 10 

【 今後の方向性 】 

現在、子育て支援センターで実施している「ペアレント・プログラム」を今後も継続します。 

【 量の見込みの算出方法等 】 

量の見込みは、子育て支援センターで実施している「ペアレント・プログラム」の定員としまし

た。 

 

 

 

下記の3事業については、本市の実状や他市町の動向を踏まえ、検討することとします。 

 

⑰ ファミリー・サポート・センター事業 

   乳幼児や小学生等の児童を有する子育て中の子育て当事者を会員として、児童の預かり等の

援助を受けることを希望する者と当該援助を行うことを希望する者（援助会員）との相互援助

活動に関する連絡、調整を行う事業です。 
 

⑱ 実費徴収に係る補足給付を行う事業 

   世帯の所得状況等を勘案して市町村が定める基準に基づき、特定教育・保育等を受けた場合

に係る日用品や文房具その他教育・保育に必要な物品の購入に要する費用又は特定教育・保育

に係る行事への参加に要する費用の全部又は一部を助成する事業です。 

 

⑲ 多様な主体が本制度に参入することを促進するための事業 

民間事業者の特定教育・保育施設運営への参入促進の調査研究事業、および多様な事業者の

能力を活用した特定教育・保育施設等の設置、運営を促進するための事業です。 
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４ 子ども・子育て支援給付に係る教育・保育の一体的提供及び推進に 

関する提供の確保 

 （１）認定こども園の普及に係る本市の基本的考え方 

    認定こども園は、保育所と幼稚園の機能や特長を併せ持ち、幼児教育・保育を一体的に提供で

きる施設であるとともに、地域の子どもを子育て当事者の就労状況等の事由によらず柔軟に受け

入れることのできる施設です。 

    本市では、世帯構成や子育て当事者の就業形態が多様化する中、認定こども園が子どもの健や

かな育ちを支える上で、重要な施設であるとの認識のもと、幼児期の教育・保育の適切な提供が

可能となるよう、今後も引き続き認定こども園の推進、普及に努めます。 

 

 

 （２）教育・保育及び地域子ども・子育て支援事業の役割、提供の必要性に係る考え方、推進方策 

    本市では、教育・保育及び地域子ども・子育て支援事業が、子どもの健やかな成長にとって重

要な役割を担うものであるとの認識のもと、乳幼児期から学齢期における発達及び生活の連続性

の確保が重要です。ライフステージの切れ目ない支援を行うため、関係機関の連携強化や事業従

事者全体の質の向上のための取組を行います。 

 

 

５ 子育てのための施設等利用給付の円滑な実施の確保 

   令和元年１０月からの幼児教育・保育の無償化に伴い、創設された子育てのための施設等利用給

付の実施に当たっては、現行の子どものための教育・保育給付の手法を踏襲しつつ、各利用施設と

の連携のもと、公正かつ適正な給付を行います。また、各施設の確認や指導監督については、県と

の連携を図りながら、適切に進めていきます。 
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第５章 

計画の推進体制 
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１ 庁内推進体制 

  鯖江市こども計画の推進にあたっては、計画に関連する課（市民主役推進課、ダイバーシテ

ィ推進・相談課、社会福祉課、こどもまんなか課、保育・幼児教育課、健康づくり課、学校教育

課、生涯学習課）で構成する庁内連絡会を設置し、施策を総合的に推進します。 

 

２ 関係機関・団体や市民との連携 

 鯖江市こども計画の施策の着実な推進を図るため、国や県との連携強化を図るとともに、計

画の理念や考え方を地域全体で共有し、こども、子育て当事者、市民及び関係機関、各種団体

や企業など、地域の皆さんと一緒に連携し、協働することにより、きめ細やかな施策の推進を

行います。また、関係機関や地域の社会資源とのつながりを持てるようにネットワークを継続

していきます。 

 

３ こども・子育て支援に関する情報発信 

今後も、必要な子育て支援情報を必要な人に届けられるよう、子育てハンドブック等の配布、

ホームページ「子育て支援ネットさばえ」、インスタグラム、フェイスブック、市の公式ライン、

職員からの情報提供等、あらゆる手法で幅広く情報発信をしていきます。 

こどもたちに市の子育て支援施策に関心をもってもらうとともに、子育て施策に対して意見

を表明する機会を設け周知していきます。 

また、市全体でこどもを見守り、子育てに関心を持てる気運の醸成に向けた情報発信等に努

めます。 

 

 

 

 

 

４ 計画の進行管理 

計画の実施状況や成果指標の進捗状況については、毎年「鯖江市子ども・子育て会議」にて

意見を聴き、事業実績として点検、評価します。また、事業実績を踏まえ、取組の推進や PDCA

サイクル（注）に基づき、改善を図ります。 

なお、実際の状況等と大きな乖離が見られ、見直しが必要と考えられる場合には、計画期間

の中間年を目安として計画の見直しを行い、実態に即した計画の推進を行います。また、こど

もや若者に関する取組について、こども自身がどのように感じているかなどの評価を行い、そ

れらの結果を踏まえ、事業の推進や改善を図ります。 

 

（注）ＰＤＣＡサイクル：業務プロセスの管理手法の一つで、計画(plan)→実行(do)→評価(check)→改善(act)

という 4 段階の活動を繰り返し行なうことで、継続的にプロセスを改善していく手法です。   

市 HP「子育て支援ネット！さばえ」 子育て支援センター 

にじいろのインスタグラム 
子育て支援センターにじいろ 

のフェイスブック 
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Ⅰ アンケート結果 

1 こどもの権利についてのアンケート（対象：小中学生とその保護者） 

（1） 調査の目的  

こどもの権利についての認識や大事だと思う権利等を鯖江市在住のこども及び子育て家庭の保護者

に対してアンケート調査をすることにより、「鯖江市こどもの権利条例」の 策定に係る検討のため

の基礎資料とする。  

 

（２） 調査の対象  

1） 調査対象者 鯖江市在住の以下の者 

 ①小学生（市内小学校 4 年生～6 年生）及びその保護者  

②中学生（市内中学校 1 年生～3 年生）及びその保護者 

2）調査対象者及び回収数（率） 

（対象人数は、市内小中学校児童・生徒数 R6.5.1 時点） 

 対象人数 回収数 回収率（％） 

小学校４年生 633 565 89.3 

小学校５年生 616 524 85.1 

小学校６年生 678 567 83.6 

中学校１年生 668 626 93.7 

中学校２年生 718 485 67.5 

中学校３年生 675 429 63.6 

合計 3,988 3,196 80.1 

 

保護者 2,237 1,900 84.9 

 

（３） 調査方法   Logo フォーム（インターネット）による回収 

（４） 調査期間  令和 6 年 7 月 8 日～8月 11 日  
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（５） 調査結果 

1）「こどもの権利」を聞いたことがありますか？ 

 

 

 

 

17.2%

9.8%

18.5%

23.5%

29.5%

24.5%

28.1%

35.8%

29.6%

30.1%

32.3%

26.6%

23.7%

35.8%

21.2%

14.1%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体

小学校４年生

小学校５年生

小学校６年生

【小学4～6年生】「こどもの権利」を聞いたことがありますか？

聞いたことがある 少しは聞いたことがある

あまり聞いたことがない まったく聞いたことがない

10.9%

10.2%

10.7%

12.1%

29.9%

34.0%

29.5%

24.5%

36.8%

35.5%

38.8%

36.6%

22.2%

20.1%

20.8%

26.8%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体

中学校１年生

中学校２年生

中学校３年生

【中学生】「こどもの権利」を聞いたことがあるか？

聞いたことがある 少しは聞いたことがある

あまり聞いたことがない まったく聞いたことがない

21.2% 30.7% 35.3% 12.8%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0% 80.0% 90.0% 100.0%

【保護者】「こどもの権利」について、聞いたことがありますか？

聞いたことがある 少しは聞いたことがある

あまり聞いたことがない まったく聞いたことがない
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2）自分のことが好きですか？ 

 

 

 

 

38.8%

46.3%

36.3%

34.0%

38.2%

34.9%

41.1%

38.7%

16.4%

14.2%

15.5%

18.8%

6.7%

4.6%

7.1%

8.5%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体

小学校４年生

小学校５年生

小学校６年生

【小学4～6年】あなたは自分のことが好きですか？

そう思う 少しそう思う あまりそう思わない そう思わない

33.0%

35.4%

32.6%

29.8%

45.3%

43.0%

46.9%

46.7%

17.1%

16.7%

14.9%

20.2%

4.7%

4.9%

5.6%

3.3%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体

中学校１年生

中学校２年生

中学校３年生

【中学生】あなたは自分のことが好きですか？

そう思う 少しそう思う あまりそう思わない そう思わない

47.0% 45.6% 7.1%

0.3%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0% 80.0% 90.0% 100.0%

【保護者】「こども自身は自分のことが好きだ」と感じていると思います

か？

そう思う 少しそう思う あまりそう思わない そう思わない
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3）自分には、長所があると思いますか？ 

 

 

 

 

43.8%

46.3%

45.0%

40.3%

37.9%

39.3%

37.1%

37.1%

13.0%

10.4%

11.9%

16.5%

5.3%

4.1%

6.0%

6.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体

小学校４年生

小学校５年生

小学校６年生

【小学4～6年】自分には、長所があると思いますか？

そう思う 少しそう思う あまりそう思わない そう思わない

45.1%

44.5%

46.2%

45.2%

42.2%

39.7%

36.4%

39.8%

10.1%

11.4%

14.5%

11.8%

2.6%

4.4%

3.0%

3.3%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

中学校１年生

中学校２年生

中学校３年生

全体

【中学生】自分には、長所があると思いますか？

そう思う 少しそう思う あまりそう思わない そう思わない

51.0% 42.2% 6.7%

0.2%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0% 80.0% 90.0% 100.0%

【保護者】「こども自身は自分に長所がある」と感じていると

思いますか？

そう思う 少しそう思う あまりそう思わない そう思わない
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4）自分の思いを相手に伝えることができますか？ 

 

 

 

39.3%

41.6%

38.6%

37.8%

43.8%

42.3%

45.7%

43.8%

13.6%

13.1%

12.9%

14.5%

3.2%

3.0%

2.9%

3.9%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体

小学校４年生

小学校５年生

小学校６年生

【小学4～6年】自分の思いを相手に伝えることができますか？

そう思う 少しそう思う あまりそう思わない そう思わない

40.6%

41.9%

38.9%

40.6%

42.9%

42.5%

44.9%

41.3%

13.4%

12.4%

13.5%

14.9%

3.1%

3.2%

2.7%

3.3%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体

中学校１年生

中学校２年生

中学校３年生

【中学生】自分の思いを相手に伝えることができますか？

そう思う 少しそう思う あまりそう思わない そう思わない

25.6% 52.9% 20.7%

0.9%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

【保護者】「こども自身は思いを相手に伝えることができる」と

感じていると思いますか？

そう思う 少しそう思う あまりそう思わない そう思わない
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5）今、自分は幸せだと思いますか？ 

 

 

 

 

70.8%

73.5%

70.2%

69.1%

22.7%

20.1%

22.9%

24.6%

4.6%

4.3%

4.8%

4.9%

1.9%

2.1%

2.1%

1.4%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体

小学校４年生

小学校５年生

小学校６年生

【小学4～6年】あなたは、今、自分は幸せだと思いますか？

そう思う 少しそう思う あまりそう思わない そう思わない

65.3%

69.2%

64.3%

60.8%

29.2%

26.1%

30.1%

32.6%

4.1%

3.0%

4.1%

5.6%

1.4%

1.6%

1.4%

0.9%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体

中学校１年生

中学校２年生

中学校３年生

【中学生】あなたは、今、自分が幸せだと思いますか。

そう思う 少しそう思う あまりそう思わない そう思わない

39.8% 53.0% 6.9%

0.3%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

【保護者】「こども自身は幸せだ」と感じていると思いますか？

そう思う 少しそう思う あまりそう思わない そう思わない
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6）特に大切と思う権利  

66.4%

62.7%

54.9%

52.1%

34.5%

31.3%

30.9%

29.7%

26.9%

26.5%

24.9%

24.4%

23.0%

21.2%

16.8%

16.6%

14.7%

14.1%

12.2%

10.8%

5.1%

0.4%

66.5%

64.4%

50.6%

66.5%

32.0%

25.6%

31.4%

26.5%

26.1%

25.6%

26.7%

27.8%

21.2%

20.1%

14.4%

15.7%

17.2%

12.3%

13.6%

11.6%

3.6%

0.6%

64.0%

63.5%

45.6%

69.7%

32.8%

31.6%

30.3%

31.2%

29.8%

26.2%

32.4%

25.3%

23.2%

21.0%

21.7%

13.5%

13.7%

8.9%

14.4%

11.6%

3.9%

0.5%

安心して生活ができること

悪口を言われたり、仲間外れにされたりしないこと

心と体がつらい時に、大人が話を聞いてくれたり、助けてくれ

たりすること

国のちがい、性別、お金持ちかどうか、障がいがあるかない

か、など、どんな理由があっても差別（さべつ）されないこと

愛されて幸せな生活を送ること

毎日、食べ物や着る服、寝る場所があること

自分が学びたいように学んで、成長できること

戦争（国どうしのあらそい）に巻き込まれないで平和に生活す

ること

自分の思いや考えを自由に言えること

事故や事件、はんざい、ぼうりょく、いじめから守られること

親からたたかれたり、ひどい目にあわされたりしないこと

勉強などに必要な情報（じょうほう）はもらえるが、こどもに

良くない情報（はんざいやエッチな情報など）からは守られ…

病院に行ったり、健康を守ってもらえたりすること

休んだり遊んだりすること

自分のプライバシー（名前や住所など他の人に知られたくない

こと）をひみつにでき、自分の気持ちを傷つけられないこと

スポーツや芸術（げいじゅつ）を楽しむ活動に参加すること

こどもに関係のあることが決められ、行われる時には、こども

にとって、もっともよいことは何かを考えること

こども同士が集まったり、一緒に何かをするためのグループを

作ったりすること

心やからだに障がいのあるこどもが、大切にされ、いろんな人

とふれ合い、いろんな体験をしながら生活できること

教育を受ける中で、心や体が十分に成長（せいちょう）するこ

と

日本で生活する上で、慣れないことばや暮らしなどで困った時

にサポートを受けること

その他

【小学4～6年生】

小学校４年生

小学校５年生

小学校６年生

126 
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66.1%

64.7%

58.5%

44.4%

35.5%

33.4%

31.0%

30.4%

29.6%

29.2%

28.0%

21.7%

20.9%

19.6%

18.4%

14.7%

14.1%

13.6%

12.1%

10.1%

3.8%

0.3%

67.2%

65.2%

54.8%

42.1%

38.8%

36.7%

28.2%

30.9%

32.8%

28.0%

28.2%

22.5%

22.1%

19.2%

24.9%

8.7%

15.1%

11.5%

12.6%

7.6%

2.7%

0.2%

61.8%

66.7%

57.1%

38.7%

35.4%

40.6%

25.9%

32.6%

39.2%

23.5%

25.6%

23.5%

20.5%

19.8%

20.3%

9.1%

18.2%

14.5%

13.5%

7.5%

5.4%

0.7%

国のちがい、性別、お金持ちかどうか、障がいがあるかない

か、など、どんな理由があっても差別されないこと

安心して生活ができること

悪口を言われたり、仲間外れにされたりしないこと

心と体がつらい時に、大人が話を聞いてくれたり、助けてくれ

たりすること

愛されて幸せな生活を送ること

自分の思いや考えを自由に言えること

戦争（国どうしのあらそい）に巻き込まれないで平和に生活す

ること

毎日、食べ物や着る服、寝る場所があること

自分が学びたいように学んで、成長できること

親からたたかれたり、ひどい目にあわされたりしないこと

事故や事件、犯罪、暴力、いじめから守られること

休んだり遊んだりすること

勉強などに必要な情報はもらえるが、こどもに良くない情報

（犯罪や性的な情報など）からは守られること

自分のプライバシー（名前や住所など他の人に知られたくない

こと）を秘密にでき、自分の気持ちを傷つけられないこと

病院に行ったり、健康を守ってもらえたりすること

心やからだに障がいのあるこどもが、大切にされ、いろんな人

とふれ合い、いろんな体験をしながら生活できること

こどもに関係のあることが決められ、行われる時には、こども

にとって、もっともよいことは何かを考えること

教育を受ける中で、心や体が十分に成長すること

スポーツや芸術を楽しむ活動に参加すること

こども同士が集まったり、一緒に何かをするためのグループを

作ったりすること

日本で生活する上で、慣れないことばや暮らしなどで困った時

にサポートを受けること

その他

中学校１年生

中学校２年生

中学校３年生

【中学生】 

127 
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70.2%

57.0%

47.6%

46.9%

40.7%

39.8%

39.1%

35.6%

30.5%

28.3%

27.4%

25.1%

23.8%

23.5%

21.1%

17.3%

10.5%

5.9%

4.6%

2.6%

2.4%

0.1%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0%

安心して生活ができること

国のちがい、性別、お金持ちかどうか、障がいがあるかないかなど、

どんな理由があっても差別されないこと

心と体がつらい時に、大人が話を聞いてくれたり、助けてくれたりす

ること

自分の思いや意見を自由に言えること

悪口を言われたり、仲間外れにされたりしないこと

事故や事件、犯罪、暴力、いじめから守られること

愛されて幸せな生活を送ること

自分が学びたいように学んで、成長できること

毎日、食べ物や着る服、寝る場所があること

こどもは適切な情報が入手できること

こどもにとって最もよいことは何かを考えること

親からたたかれたり、ひどい目にあわされたりしないこと

病院に行ったり、健康を守ってもらえたりすること

教育を受ける中で、心や体が十分に成長すること

戦争に巻き込まれないで平和に生活すること

自分のプライバシー（名前や住所など他の人に知られたくないこと）

を秘密にでき、自分の気持ちを傷つけられないこと

心やからだに障がいのあるこどもが、大切にされ、いろんな人とふれ

合い、いろんな体験をしながら生活できること

休んだり遊んだりすること

スポーツや芸術を楽しむ活動に参加すること

日本で生活する上で、慣れないことばや暮らしなどで困った時にサ

ポートを受けること

こども同士が集まったり、一緒に何かをするためのグループを作った

りすること

その他

【保護者】 

128 
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７）【保護者回答】こどもの権利を尊重するために必要なこと  

53.4%

50.5%

49.3%

38.5%

35.2%

29.2%

22.2%

20.2%

1.3%

0.2%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0%

こどもが意見を言いやすい環境をつくる

保護者がこどもの権利を学ぶ・理解する

学校でこども自身がこどもの権利を学習する

こどもに関わる大人がこどもの権利を理解する

こどもの権利が守られるように見守る体制をつくる

社会全体で意識を高めるために、様々な啓発をする

市民一人ひとりがこどもの権利の大切さを周知する

家庭で親子がこどもの権利を話し合う

特に必要なことはない

その他

【保護者】権利を尊重するために必要なこと
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2 こどもの権利についてのアンケート（対象：高校生１～３年生） 

鯖江市内の高校（鯖江高校、福井高専）で、こどもの権利についてのアンケートを実施。 

調査期間  令和 6 年 10 月 11 日～11月 8日 

調査方法   Logoフォーム（インターネット）による回収 

回収数   399 人  

（1）「こどもの権利」を聞いたことがありますか？ 

 

（2）あなたは自分のことが好きですか？ 

 

（3）自分には、長所、よいところがあると思いますか？ 

 

  

30.7%

26.3%

42.2%

31.8%

33.5%

36.1%

33.3%

34.3%

25.0%

26.3%

16.7%

23.6%

10.8%

11.3%

7.8%

10.3%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

３年生

２年生

１年生

総計

【高校生】「こどもの権利」を聞いたことがありますか？

聞いたことがある 少しは聞いたことがある あまり聞いたことがない まったく聞いたことがない

31.3%

27.8%

25.6%

28.8%

35.8%

43.6%

38.9%

39.1%

25.0%

22.6%

32.2%

25.8%

8.0%

6.0%

3.3%

6.3%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

３年生

２年生

１年生

総計

【高校生】あなたは自分のことが好きですか？

そう思う 少しそう思う あまりそう思わない そう思わない

46.0%

35.3%

37.8%

40.6%

34.7%

42.9%

44.4%

39.6%

16.5%

17.3%

15.6%

16.5%

2.8%

4.5%

2.2%

3.3%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

３年生

２年生

１年生

総計

【高校生】自分には、長所があると思いますか？

そう思う 少しそう思う あまりそう思わない そう思わない
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（4）自分の思いを相手に伝えることができますか？ 

 

（5）あなたは、今、自分は幸せだと思いますか？ 

 

 

  

37.5%

39.1%

38.9%

38.3%

40.9%

45.9%

41.1%

42.6%

18.2%

12.8%

16.7%

16.0%

3.4%

2.3%

3.3%

3.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

３年生

２年生

１年生

総計

【高校生】自分の思いを相手に伝えることができますか？

そう思う 少しそう思う あまりそう思わない そう思わない

52.3%

54.9%

51.1%

52.9%

31.3%

38.3%

41.1%

35.8%

14.2%

5.3%

4.4%

9.0%

2.3%

1.5%

3.3%

2.3%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

３年生

２年生

１年生

総計

【高校生】あなたは、今、自分は幸せだと思いますか？

そう思う 少しそう思う あまりそう思わない そう思わない
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（6）特に大切と思う権利 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

0 50 100 150 200 250

安心して生活ができること

どんな理由があっても差別されないこと

悪口を言われたり、仲間外れにされたりしないこと

自分の思いや考えを自由に言えること

自分が学びたいように学んで、成長できること

体や心がつらい時に、大人が助けてくれること

愛されて幸せな生活を送ること

毎日、食べ物や着る服、寝る場所があること

親から虐待されないこと

休んだり遊んだりすること

病院に行ったり、健康を守ってもらえたりすること

事故や事件、犯罪、暴力、いじめから守られること

必要な情報はもらえ、悪い情報からは守られること

戦争に巻き込まれないで平和に生活すること

こどもにとって、最善の利益は何かを考えること

自分のプライバシーは守られ、名誉を傷つけられ…

教育を受ける中で、心や体が十分に成長すること

障がいのあるこどもが、大切にされ、配慮されな…

こども同士が集まったり、グループを作ったりす…

スポーツや芸術を楽しむ活動に参加すること

慣れないことばや暮らしなどで困った時にサポー…

58

62

50

43

33

32

35

26

32

24

21

22

8

24

6

18

17

10

8

6

5

91

82

68

68

61

57

44

46

30

35

31

30

32

21

29

27

16

6

8

9

7

120

102

73

72

70

71

64

57

42

44

43

38

47

39

44

27

32

26

18

16

11

【高校生】特に大切と思う権利

１年生

２年生

３年生
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（7）小学生以上のこどもが大人に相談しやすい場所は？  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（8）相談できる人はいますか 

 

 

 

 

 

 

 

（9）家庭や学校以外で、悩みや困りごとなどを相談できる場所があることを知っていますか 

 

  

73.9%

66.2%

65.6%

69.4%

26.1%

33.8%

34.4%

30.6%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

３年生

２年生

１年生

総計

【高校生】家庭や学校以外で、悩みや困りごとなどを相談できる場所がある

ことを知っていますか

知っている 知らない

61.4%

56.4%

55.6%

58.4%

28.4%

25.6%

26.7%

27.1%

10.2%

18.0%

17.8%

14.5%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

３年生

２年生

１年生

総計

【高校生】小学生以上のこどもが大人に相談しやすい場所は？

学校

学校以外の場所で、相談したい内容に応じて複数の相談窓口から選んで相談できる場所

学校以外の場所で、こどもの相談窓口が1か所にまとまっている所に相談できる場所

67.0%

61.7%

62.2%

64.2%

23.9%

29.3%

28.9%

26.8%

5.7%

6.0%

6.7%

6.0%

3.4%

3.0%

2.2%

3.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

３年生

２年生

１年生

総計

【高校生】相談できる人はいますか

いる 少しいる あまりいない いない
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（10）誰とでも仲良くなれる方ですか 

 

（11）自分の将来について明るい希望を持っていますか 

 

（12）こども政策に関して自分の意見が聴いてもらえていると感じますか 

 

  

23.9%

16.5%

23.3%

21.3%

43.2%

55.6%

33.3%

45.1%

23.9%

20.3%

32.2%

24.6%

9.1%

7.5%

11.1%

9.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

３年生

２年生

１年生

総計

【高校生】誰とでも仲良くなれる方ですか

そう思う まあそう思う あまりそう思わない そう思わない

38.6%

24.1%

23.3%

30.3%

39.8%

52.6%

52.2%

46.9%

18.2%

18.8%

21.1%

19.0%

3.4%

4.5%

3.3%

3.8%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

３年生

２年生

１年生

総計

【高校生】自分の将来について明るい希望を持っていますか

そう思う まあそう思う あまりそう思わない そう思わない

14.2%

13.5%

18.9%

15.0%

42.6%

46.6%

42.2%

43.9%

35.8%

30.1%

32.2%

33.1%

7.4%

9.8%

6.7%

8.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

３年生

２年生

１年生

総計

【高校生】こども政策に関して自分の意見が聴いてもらえていると感じますか

そう思う まあそう思う あまりそう思わない そう思わない
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3 子どもの権利条約の認知度アンケート 

（1）アンケート実施日 

令和 6 年 9月 21 日～22 日 SDGs フェス（会場：西山公園）の来場者 178 人に 

聞き取り調査を実施。 

 

（2）調査内容 

①国連のこどもの権利条約を知っている人 70人（39.3％） 

知らない人  108 人（60.7％） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②国連のこどもの権利条約 4 原則の中で、特に大切だと思うもの 

「生きる権利・育つ権利（第 6 条）」83 人（46.6％） 

「意見を表す権利（第 12 条）」48 人（27.0％） 

「こどもにもっともよいことを（第 3 条）」31人（17.4％） 

「差別の禁止（第２条）」16 人（9.0％） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

  

39.3%

60.7%

国連のこどもの権利条約の認知度

知っている・

聞いたことがある

知らない・

聞いたことがない

46.6%

27.0%

17.4%

9.0%

国連のこどもの権利条約4原則の中で、特に大切だと思うもの

生きる権利・育つ権利（第6条）

意見を表す権利（第12条）

こどもにもっともよいことを

（第3条）
差別の禁止（第２条）
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4 子育てについてのアンケート（対象：乳幼児の保護者） 

令和６年 6月 29 日開催の子育て応援フェスタ来場者 109 名、令和 6年 10 月 12 日開催の 

にじいろフェスタ来場者 136 名に対して、アンケートを実施（Logoフォーム（インターネット）

で回収） 

（１）子育てをしていく上で、何が必要だと思いますか 

 

（２）子育てをしていて幸福感を感じていますか 

 

（３）こどもの世話や看病について、頼れる人がいますか 

 

  

148

126

72

52

22

16

経済的支援（出産やこどもの医療費、保育料や教育費の

負担軽減など）

親子で関われる時間的ゆとり（仕事と家庭生活の両立支

援など）

遊び場づくり（子育て中の親が集える場所の整備など）

子育てしやすい居住空間（公園や道路などの環境整備、

公共施設等のバリアフリー化など）

小児医療等の充実（小児救急医療体制、母子・乳幼児健

診の充実など）

家事育児をサポートしてくれるサービス

【フェスタ来場者】子育てをしていく上で何が必要だと思いますか（ｎ＝245）

91.9%, 125

4.4%, 6

3.7%, 5

【フェスタ来場者】子育てをしていて幸福感を感じていますか（ｎ＝136）

幸福感を感じている 幸福感を感じていない 無回答

82.4%, 112 16.2%, 22

1.4%, 2

【フェスタ来場者】こどもの世話や看病について頼れる人がいますか（ｎ＝136）

頼れる人がいる 頼れる人がいない 無回答
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（４）こどもの権利条約を知っていますか 

 

 

 

 

（５）こども権利を守るためには、どんなことが必要だと思いますか 

 

 

  

16

10

9

8

5

3

3

学校で子ども自身がこどもの権利を学習する

保護者がこどもの権利を学ぶ・理解する

こどもが意見を言いやすい環境をつくる

こどもの権利が守られるように見守る体制をつくる

子どもに関わる大人（教育や福祉の施設など）がこども

の権利を理解する

家庭で親子がこどもの権利を話し合う

社会全体で意識を高めるために、行政等が様々な啓発を

する

【フェスタ来場者】こどもの権利を守るためには、どんなことが必要だと思います

か（ｎ＝52人）

55.9%, 76 43.4%, 59

0.7%, 1【フェスタ来場者】こどもの権利条約を知っていますか（ｎ＝136）

知っている・聞いたことがある 知らない・聞いたことがない 無回答
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5 高校生居場所アンケート 

（1）アンケート実施日 

令和 6 年 9月 21 日～22 日、令和 6年 10月 12 日 鯖江高校 1～2 年生 計 46人に

質問紙調査を実施 

 

（2）調査内容 

   ①家や学校以外に、「ここに居たい」と感じる居場所が欲しいですか？ 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

   ②家や学校以外に、「ここに居たい」と感じる居場所がありますか？ 

 

    

  

71.7%, 33 28.3%, 13

【高校生】家や学校以外に、「ここに居たい」と感じる居場所が欲しいです

か。

①欲しい ②欲しくない

76.1%, 35 21.7%, 10

2.2%, 1

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

【高校生】家や学校以外に、「ここに居たい」と感じる居場所がありますか。

①ある ②ない 無回答
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③【居場所がある高校生】「ここに居たい」と感じる居場所はどんな場所ですか？ 

 
    

④【居場所がある高校生】「ここに居たい」と感じる居場所はどのような所ですか 

  

29

16

13

8

7

5

4

4

4

祖父母・親戚の家や友達の家

ショッピングセンターやファストフードなどのお店

公園や自然の中で遊べる場所

オンライン空間（SNS、オンラインゲームなど）

無料で勉強を見てくれる場所や、食事や軽食を無料か

安く食べることができる場所

児童クラブや習い事（スポーツ少年団等含む）や塾な

どの場所

学校の教室以外の場所（保健室、図書館、校内カフェ

など）

図書館や公民館、児童館などの施設

悩みごとの相談にのったり、サポートしてくれる場所

（電話やオンラインを含む）

【（居場所あり）高校生】「ここに居たい」と感じる居場所はどんな場所です

か？（N=33）

25
17

13

12

10

3

2

2

1

いつでも行きたい時に行ける

好きなことをして自由に過ごせる

ありのままでいられる、自分を否定されない

いろんな人と出会える、友人と一緒に過ごせる

一人で過ごせたり、何もせずのんびりできる

自分の意見や希望を受け入れてもらえる

新しいことを学べたり、やりたいことにチャレンジ…

悩みごとの相談にのってもらったり、一緒に遊んで…

その他

【（居場所あり）高校生】「ここに居たい」と感じる居場所はどんな場所で

すか（N=33）
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⑤【居場所がある高校生】居場所に行くようになって、変わったことがありますか 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑥【居場所がある高校生】居場所でやってみたいこと 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

20

11

9

7

7

4

3

3

0 2 4 6 8 10 12 14 16 18 20

自分が好きなことや、興味があることをしたい（本・漫

画やゲーム、プログラムなど）

自分が知らないことや新しいことに取り組んでみたい

話したい時に、自分の話を聞いてほしい

通いやすくなってほしい（お金がかからない、長く開い

ている、近所にある）

特にない

大人に、こども（自分たち）が取り組んでみたいことを

応援してほしい

あまり大人の方から構わないでほしい

困っていることや悩みごとを話した時に、味方になって

ほしい

【（居場所あり）高校生】居場所でやってみたいことなど（N=33）

18

10

8

8

8

5

3

3

2

楽しいと感じる時間が増えた、気持ちが落ち込みにくく

なった

初めて知ったことや、興味をもったこと、好きになったこ

となどがあった

自分の気持ち（したいことや嫌なことなど）を伝えてもい

いと思うようになった

それまで知らなかった人、話したことがなかった人と会っ

た

以前より、人と関わることが好きになった

変わったことはない

自分のことを大切にしてくれる人やサポートしてくれる人

がいると感じる ようになった

以前より、自分がやろうと決めたことをできるようになっ

た

以前より、誰か困っている人がいる時、サポートするよう

になった

【（居場所あり）高校生】居場所に行くようになって、変わったことがあります

か（N=33）
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⑦【居場所がない高校生】居場所を持たない理由はなんですか 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  ⑧【居場所がない高校生】居場所を持つなら、どんな場所がいいですか 

 

 

 

 

 

  

8

6

4

3

3

2

2

1

1

0 1 2 3 4 5 6 7 8

いつでも行きたい時に行ける

好きなことをして自由に過ごせる

一人で過ごせたり、何もせずのんびりできる

自分の意見や希望を受け入れてもらえる

いろんな人と出会える、友人と一緒に過ごせる

ありのままでいられる、自分を否定されない

新しいことを学べたり、やりたいことにチャレンジでき

る

悩みごとの相談にのってもらったり、一緒に遊んでくれ

る大人がいる

特に行ってみたいと思わない

【（居場所なし）高校生】居場所を持つなら、どんな場所がいいか（N=13)

4

3

2

2

1

（行きたい場所はあるが）行くのに時間がかかるため

（行きたい場所はあるが、その場所の）開いている日時

が合わないため

（行きたい場所はあるが）行くのに、交通手段がない

（または、連れて行ってくれる人がいない）

家（普段寝起きをしている場所）や学校（授業や部活、

クラブ活動）以外に必要と感じないため

住んでいる地域に、そのような場所がないため

【（居場所なし）高校生】居場所を持たない理由（N=13）
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Ⅱ 鯖江市子ども・子育て会議委員名簿（鯖江市こども計画策定検討委員会名簿） 

分野 委員名 所属名等 

学識経験者 

森  俊之 仁愛大学人間学部心理学科 

宮本 雄太 
福井大学教育学部初等教育コース 

福井大学大学院連合教職開発研究科 

子ども関係団体に 

属するもの 

堀 みどり 鯖江市地域で育む子育て支援ネットワーク委員会 

石田 加奈恵 子育てサポーターの会ＣＯＳＡＰＯ 

佐々木 英海 鯖江市民生委員児童委員協議会連合会 

熊野 義広 鯖江市児童館・児童センター連絡協議会 

教育関係 

茨田 隆徳 鯖江市小中学校校長会 

安原 由紀子 鯖江市幼稚園長会 

保育関係 

廣部 友和 鯖江市民間保育園連盟 

佐々木 美江 鯖江市公立保育所長会 

子どもの保護者 

嶋 浩美 鯖江市 PTA 連合会子育て委員会 

木村 亮介 鯖江市保育協議会保護者代表 

公募の市民 

川村 隆一 公募委員 

若林 みゆき 公募委員 
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Ⅲ-1 鯖江市子ども・子育て会議条例 

（設置） 

第１条 本市に、子ども・子育て支援法（平成２４年法律第６５号。以下「支援法」という。） 

第７２条第１項およびこども基本法（令和４年法律第７７号。以下「基本法」という。）第１３条

第3項の規定に基づき、鯖江市子ども・子育て会議（以下「子ども・子育て会議」という。）を置

く。 

（所掌事務） 

第２条 子ども・子育て会議は、市長の諮問に応じて、支援法第７２条第１項各号に掲げる事務 

を処理するほか、基本法第10条第2項に基づく鯖江市こども計画の策定および変更ならびに実施 

に関する事項について調査審議するものとする。 

（組織） 

第３条 子ども・子育て会議は、委員１５人以内で組織する。 

２ 委員は、次に掲げる者のうちから市長が委嘱する。 

（１） 学識経験者 

（２） 子ども関係団体に属する者 

（３） 教育関係者 

（４） 保育関係者 

（５） 子どもの保護者 

（６） 公募の市民 

（７） 前６号に掲げる者のほか、市長が適当と認める者 

（委員の任期） 

第４条 委員の任期は２年とする。ただし、補欠委員の任期は、前任者の残任期間とする。 

２ 委員は、再任されることができる。 

（会長および副会長） 

第５条 子ども・子育て会議に、会長および副会長各１人を置く。 

２ 会長および副会長は、委員の互選により定める。 

３ 会長は、子ども・子育て会議を代表し、会務を総理する。 

４ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故あるときまたは欠けたときは、その職務を代理する。 

（会議） 
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第６条 子ども・子育て会議の会議（以下「会議」という。）は、会長が招集し、会長が会議の議

長となる。 

２ 会議は、委員の過半数が出席しなければ開くことができない。 

３ 会議の議事は、出席委員の過半数で決し、可否同数のときは議長の決するところによる。 

（意見の聴取） 

第７条 会長は、会議において必要があると認められるときは、委員以外の者を会議に出席させ、

意見を聴くことができる。 

（委任） 

第８条 この条例に定めるもののほか、子ども・子育て会議に関し必要な事項は、市長が別に定め

る。 

附 則 

１ この条例は、平成２５年１０月１日から施行する。 

２ この条例の施行の日以後最初に委嘱される委員の任期は、第４条第１項の規定にかかわらず、

平成２７年３月３１日までとする。 

附 則 

１ この条例は、令和７年４月１日から施行する。 
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Ⅲ-2 鯖江市こども計画策定検討委員会設置要綱 

（設置） 

第１条 こども基本法（令和４年法律第７７号）第１０条第２項の規定による鯖江市こども計画（以

下「計画」という。）を策定するため、鯖江市こども計画策定検討委員会（以下「委員会」とい

う。）を設置する。 

（所掌事務） 

第２条 委員会は、計画の策定に関し必要な事項について検討し、その結果を市長に報告する。 

（組織） 

第３条 委員会は、委員１５人以内で組織する。 

２ 委員は、鯖江市子ども・子育て会議条例（平成２５年鯖江市条例第３２号）に規定する鯖江市子

ども・子育て会議の委員をもって充てる。 

（任期） 

第４条 委員の任期は、委嘱日から令和７年３月３１日までとする。 

（委員長および副委員長） 

第５条 委員会に、委員長および副委員長各１人を置く。 

２ 委員長および副委員長は、委員の互選により定める。 

３ 委員長は、委員会を代表し、会務を総理する。 

４ 副委員長は、委員長を補佐し、委員長に事故あるときまたは委員長が欠けたときは、その職務を

代理する。 

（会議） 

第６条 委員会の会議は、委員長が招集し、委員長が会議の議長となる。 

２ 会議は、委員の半数以上が出席しなければ開くことができない。 

３ 会議の議事は、出席委員の過半数をもって決し、可否同数のときは、議長の決するところによ

る。 

４ 委員長が必要と認めるときは、関係者の出席または資料の提出を求めることができる。 

（庶務） 

第７条 委員会の庶務は、こどもまんなか課において処理する。 

（その他） 

第８条 この要綱に定めるもののほか、委員会の運営に関し必要な事項は、別に定める。 
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附 則 

（施行期日） 

１ この要綱は、令和６年５月２２日から施行する。 

 （招集の特例） 

２ この要綱の施行後最初に開かれる委員会の会議は第６条第１項の規定にかかわらず市長が招集す

る。 
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Ⅳ 鯖江市こどもの権利条例策定委員会委員名簿 

分 野 氏 名 所 属 等 

 学識経験者 

青井 夕貴  仁愛大学人間生活学部こども教育学科 

佐藤 孝一  谷口総合法律事務所 

関係団体 

藤原 五月  鯖江地区人権擁護委員会 

内田 節子 
 鯖江市民生委員児童委員協議会連合会 

 主任児童委員部会 

田中 いずみ 
 鯖江市社会福祉協議会  

 障害者生活支援センター 

平野 美可  社会福祉法人 吉江学園 

 教育・保育関係 

茨田 隆徳  鯖江市校長会 

浅田 和代  つつじっこ委員会 

子どもの保護者 阿辺山 政宗  鯖江市ＰＴＡ連合会 

市民団体 

谷内 由美子 
 子どもの権利条約の条例化を考える会 

にこにこＳＡＢＡＥ 

小玉 陽子 
 子どもの権利条約の条例化を考える会 

にこにこＳＡＢＡＥ 

学生 山田 煌桜  大学生（福井大学） 

 公募の市民 

片岡 勇登  公募委員 

岡田 伊佐央  公募委員 
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Ⅴ 鯖江市こどもの権利条例策定委員会設置要綱 

（設置） 

第１条 未来を担うこどもが誰ひとり取り残されることなく、幸福な生活を送ることができる社会の

実現に向けて、鯖江市こどもの権利条例（以下「条例」という。）について検討する鯖江市こどもの

権利条例策定委員会（以下「策定委員会」という。）を設置する。 

（所掌事項） 

第２条 策定委員会は、条例に規定すべき事項について調査および検討し、その結果を市長に報告す

るものとする。 

（組織） 

第３条 策定委員会は、１５人以内の委員をもって組織する。 

２ 委員は、次に掲げる者のうちから市長が委嘱する。 

(１) 学識経験者 

(２) 教育および福祉関係団体代表者 

(３) 公募による市民 

(４) その他市長が必要と認める者 

（任期） 

第４条 委員の任期は、委嘱日から条例の公布日までとする。 

（委員長および副委員長） 

第５条 策定委員会に、委員長および副委員長を置く。 

２ 委員長および副委員長は、委員の互選により定める。 

３ 委員長は、策定委員会を代表し、会務を総理する。 

４ 副委員長は、委員長を補佐し、委員長に事故あるときまたは委員長が欠けたときは、その職務を

代理する。 
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（会議） 

第６条 策定委員会の会議は、委員長が招集し、委員長が議長となる。ただし、委員の委嘱後最初に

開かれる会議は、市長が招集する。 

２ 会議は、委員の半数以上が出席しなければ開くことができない。 

３ 会議の議事は、出席委員の過半数をもって決し、可否同数のときは、議長の決するところによ

る。 

４ 委員長が必要と認めるときは、関係者の出席または資料の提出を求めることができる。 

（庶務） 

第７条 策定委員会の庶務は、こどもまんなか課において処理する。 

（その他） 

第８条 この要綱に定めるもののほか、策定委員会の運営に関し必要な事項は、委員長が委員会に諮

って定める。 

附 則 

この要綱は、令和６年６月１１日から施行する。 
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Ⅵ   鯖江市
さ ば え し

こどもの権利
け ん り

条例
じょうれい

 

「みんなが毎日
まいにち

楽
たの

しく平和
へ い わ

に暮
く

らせるといい」 

「いじめや悪口
わるぐち

、暴力
ぼうりょく

、仲間外
なかまはず

れがなくなればいい」 

「自分
じ ぶ ん

の思
おも

いや意見
い け ん

を伝
つた

えたい」 

「自分
じ ぶ ん

の思
おも

いを否定
ひ て い

せずに聴
き

いてほしい」 

鯖江市
さ ば え し

のこどもたちが、自分
じ ぶ ん

の権利
け ん り

について真剣
しんけん

に考
かんが

えた言葉
こ と ば

です。 

「こどもが自分
じ ぶ ん

らしく育
そだ

つことができるまちにしよう」という市民
し み ん

の声
こえ

もあります。 

全
すべ

てのこどもは、未来
み ら い

を担
にな

う希望
き ぼ う

に満
み

ちたかけがえのない存在
そんざい

です。あらゆる場面
ば め ん

において尊重
そんちょう

され

ながら、権利
け ん り

の主体
しゅたい

として、自分
じ ぶ ん

が持
も

つ能力
のうりょく

を十分
じゅうぶん

に発揮
は っ き

できる可能性
かのうせい

があります。平等
びょうどう

に命
いのち

が

守
まも

られ、健
すこ

やかに育
そだ

つことができます。また、自分
じ ぶ ん

に関係
かんけい

のあることについて自
じ

由
ゆう

に意
い

見
けん

を表
あらわ

し、夢
ゆめ

を持
も

って自
じ

分
ぶん

らしく生
い

きていくことができます。 

「陽
ひ

に嚮
むか

って、常
つね

に明
あか

るく」という「嚮
きょう

陽
よう

」の心
こころ

を大切にしている鯖江市
さ ば え し

は、こどもの声
こえ

に全力
ぜんりょく

で

耳
みみ

を傾
かたむ

け、寄
よ

り添
そ

い、こどもが身体的
しんたいてき

にも、精神的
せいしんてき

にも、社会的
しゃかいてき

にも幸
しあわ

せな生活
せいかつ

を送
おく

ることのでき

る社会
しゃかい

の実現
じつげん

を目
め

指
ざ

し、この条例
じょうれい

を制定
せいてい

します。 

 

 (目
もく

的
てき

)  

第
だい

１条
じょう

 この条例
じょうれい

は、日本
に ほ ん

国
こく

憲法
けんぽう

および児童
じ ど う

の権利
け ん り

に関
かん

する条
じょう

約
やく

の考
かんが

えを基
もと

に、こどもの権利
け ん り

を 

 大切
たいせつ

に守
まも

っていくための基本
き ほ ん

となる考
かんが

えを市民
し み ん

等
とう

が理解
り か い

することにより、鯖江市
さ ば え し

のまち全体
ぜんたい

でこど 

 もの健
すこ

やかな成長
せいちょう

および発達
はったつ

を支
ささ

えていくことを目的
もくてき

とします。 

 (言葉
こ と ば

の意味
い み

) 

第
だい

２条
じょう

 この条例
じょうれい

で使
つか

う言葉
こ と ば

の意味
い み

は、次
つぎ

のとおりとします。 

  (１) こどもとは、市
し

内
ない

に住
す

んでいる人
ひと

、市内
し な い

で学
まな

んでいる人
ひと

、市内
し な い

で働
はたら

いている人
ひと

およ び市内
し な い

 で活動
かつどう

している人
ひと

で、まだ１８歳
さい

になっていない人
ひと

をいいます。ただし、これらの人
ひと

と

 同
おな

じく、権利
け ん り

を認
みと

めることがふさわしい人
ひと

も含
ふく

みます。 

  (２) 保護者
ほ ご し ゃ

とは、父母
ふ ぼ

、祖
そ

父
ふ

母
ぼ

、父母
ふ ぼ

の代
か

わりにこどもを養育
よういく

する人
ひと

等
とう

をいいます。 
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  (３) 学校
がっこう

等
とう

関係者
かんけいしゃ

とは、市内
し な い

にある保育
ほ い く

所
しょ

、認定
にんてい

こども園
えん

、幼稚園
ようちえん

、学
がっ

校
こう

、放
ほう

課
か

後
ご

児
じ

童
どう

クラブそ

 の他
た

地域
ち い き

において日常的
にちじょうてき

にこどもの育成
いくせい

に関
かか

わる人
ひと

をいいます。 

  (４) 市民
し み ん

等
とう

とは、市内
し な い

に住
す

んでいる人
ひと

、市内
し な い

で学
まな

んでいる人
ひと

、市内
し な い

で働
はたら

いている人
ひと

なら びに

市内
し な い

で活動
かつどう

する人
ひと

、団体
だんたい

および法人
ほうじん

をいいます。 

(こどもが持
も

つ権利
け ん り

の尊重
そんちょう

） 

第
だい

３条
じょう

 こどもは、生
う

まれた時
とき

から権利
け ん り

を持
も

っており、あらゆる場面
ば め ん

で、大切
たいせつ

に守
まも

られます。 

２ 保護者
ほ ご し ゃ

、市
し

、学校
がっこう

等
とう

関係者
かんけいしゃ

、市民
し み ん

等
とう

は、こどもが健
すこ

やかに成長
せいちょう

および発達
はったつ

していくために、この 

 条例
じょうれい

の第
だい

４条
じょう

から第
だい

８条
じょう

までの権利
け ん り

を特
とく

に大切
たいせつ

にしていきます。 

３ こどもは自分
じ ぶ ん

の権利
け ん り

に関心
かんしん

を持
も

ち、理解
り か い

して、自分
じ ぶ ん

の権利
け ん り

を大切
たいせつ

にします。 

４ こどもは自分
じ ぶ ん

以外
い が い

の人
ひと

が自分
じ ぶ ん

と同
おな

じように権利
け ん り

を持
も

っていることを理解
り か い

し、その権利
け ん り

を大切
たいせつ

にし 

 ます。   

 (安心
あんしん

して生
い

きる権
けん

利
り

) 

第
だい

４条
じょう

 こどもには、次
つぎ

のとおり安心
あんしん

して生
い

きる権利
け ん り

があります。 

 (１) 命
いのち

が大切
たいせつ

にされ、かけがえのない存在
そんざい

として尊重
そんちょう

されます。 

 (２) 愛情
あいじょう

をもって大切
たいせつ

に育
そだ

てられます。 

 (３) 健康
けんこう

な生活
せいかつ

ができ、適切
てきせつ

な医療
いりょう

を受
う

けることができます。 

 (４) 安全
あんぜん

な環境
かんきょう

で生活
せいかつ

ができます。 

 (５) あらゆる差別
さ べ つ

、虐待
ぎゃくたい

、体罰
たいばつ

、いじめ等
とう

を受
う

けずに安心
あんしん

して生活
せいかつ

することができます。 

 (自分
じ ぶ ん

を守
まも

り、守
まも

られる権
けん

利
り

）   

第
だい

５条
じょう

 こどもには、次
つぎ

のとおり自分
じ ぶ ん

を守
まも

り、守
まも

られる権利
け ん り

があります。 

 (１) 健
すこ

やかな成長
せいちょう

および発達
はったつ

を害
がい

する情報
じょうほう

その他
た

あらゆるものから守
まも

られます。 

 (２) プライバシーが守
まも

られ、名誉
め い よ

が傷
きず

つけられません。 

 (３) こどもであることで嫌
いや

な思
おも

いを受
う

けません。 

 (４) 個々
こ こ

の状 況
じょうきょう

に応
おう

じて、必要
ひつよう

な支援
し え ん

を受
う

けることができます。 

(自分
じ ぶ ん

らしくある権利
け ん り

） 
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第
だい

６条
じょう

 こどもには、次
つぎ

のとおり自分
じ ぶ ん

らしくある権利
け ん り

があります。 

(１) 自分
じ ぶ ん

らしさが認
みと

められ、自分
じ ぶ ん

の可能性
かのうせい

を大切
たいせつ

にすることができます。 

(２) 自分
じ ぶ ん

に関係
かんけい

することは自分
じ ぶ ん

で決
き

めることができます。自分
じ ぶ ん

以外
い が い

の人
ひと

と相談
そうだん

して決
き

めることも 

できます。 

(３) 安心
あんしん

して自分
じ ぶ ん

らしく過
す

ごせる居
い

場
ば

所
しょ

を持
も

つことができます。 

(学
まな

び育
そだ

つ権
けん

利
り

） 

第
だい

７条
じょう

 こどもには、次
つぎ

のとおり社会
しゃかい

の中
なか

で様々
さまざま

な支援
し え ん

または経験
けいけん

を通
とお

し、自分
じ ぶ ん

が持
も

つ能力
のうりょく

を十分
じゅうぶん

 

 に発揮
は っ き

して育
そだ

つ権利
け ん り

があります。 

 (１) 学
まな

び、遊
あそ

び、休
やす

むことができます。 

 (２) 自然
し ぜ ん

、芸術
げいじゅつ

、文化
ぶ ん か

およびスポーツに触
ふ

れ親
した

しむことができます。 

 (３) 生活
せいかつ

リズムおよび生活
せいかつ

習慣
しゅうかん

を身
み

に付
つ

けることができます。 

 (４) 挨拶
あいさつ

をする、ルールを守
まも

るその他
た

の基本的
きほんてき

な社会性
しゃかいせい

を身
み

に付
つ

けることができます。  

 (こどもが意見
い け ん

を表明
ひょうめい

し、参加
さ ん か

する権利
け ん り

)  

第
だい

８条
じょう

 こどもには、次
つぎ

のとおり自分
じ ぶ ん

の思
おも

い、考
かんが

え等
とう

を表
あらわ

したり、自
みずか

ら社
しゃ

会
かい

に参加
さ ん か

したりする 

 権利
け ん り

があります。 

 (１) 自分
じ ぶ ん

の思
おも

い、考
かんが

え等
とう

を自由
じ ゆ う

に表
あらわ

すことができます。 

 (２) 自分
じ ぶ ん

の思
おも

い、考
かんが

え等
とう

を表
あらわ

すために必要
ひつよう

な情報
じょうほう

を得
え

ることができます。 

 (３) 自
じ

分
ぶん

の思
おも

い、考
かんが

え等
とう

が大切
たいせつ

にされ、受
う

け止
と

めてもらうことができます。 

 (４) 自
みずか

ら地
ち

域
いき

社
しゃ

会
かい

に参加
さ ん か

し、自分
じ ぶ ん

の思
おも

い、考
かんが

え等
とう

を活
い

かす機会
き か い

があります。 

 (５) 自分
じ ぶ ん

の考
かんが

えで、仲間
な か ま

をつくり、仲間
な か ま

と集
つど

い、仲間
な か ま

と活動
かつどう

することができます。 

(共通
きょうつう

の役割
やくわり

)    

第
だい

９条
じょう

 保護者
ほ ご し ゃ

、市
し

、学校
がっこう

等
とう

関係者
かんけいしゃ

および市民
し み ん

等
とう

は、次
つぎ

の内容
ないよう

を互
たが

いに協
きょう

力
りょく

し、こどもの権利
け ん り

を 

 大切
たいせつ

にするように努
つと

めます。 

 (１) 一人
ひ と り

一人
ひ と り

のこどもにとって、最
もっと

も良
よ

いことを第一
だいいち

に考
かんが

えます。 

 (２) こどもの権利
け ん り

について関心
かんしん

を高
たか

め、理解
り か い

を深
ふか

めます。 
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 (３) こどもを見
み

守
まも

り、こどもが安心
あんしん

して過
す

ごせる環
かん

境
きょう

をつくります。 

 (４) こどもの思
おも

い、考
かんが

え等
とう

に耳
みみ

を傾
かたむ

け、最大限
さいだいげん

尊重
そんちょう

します。 

 (５) こどもに関
かん

する取
とり

組
くみ

に協 力
きょうりょく

します。 

 (６) こどもの年齢
ねんれい

および発達
はったつ

段階
だんかい

に応
おう

じた配慮
はいりょ

をします。 

 (保護者
ほ ご し ゃ

の役割
やくわり

)  

第
だい

１０条
じょう

 保護者
ほ ご し ゃ

は、子
こ

育
そだ

てについて最
もっと

も大切
たいせつ

な責任
せきにん

があることを自覚
じ か く

し、こどもの権利
け ん り

を大切
たいせつ

に 

 守
まも

るように努
つと

めます。 

 (市
し

の役割
やくわり

) 

第
だい

１１条
じょう

 市
し

は、こどもの権利
け ん り

が大切
たいせつ

に守
まも

られるための取組
とりくみ

を進
すす

めていくために、こども基
き

本
ほん

法
ほう

(令
れい

 

 和
わ

４年
ねん

法
ほう

律
りつ

第
だい

７７号
ごう

)第
だい

１０条
じょう

第
だい

２に基
もと

づく鯖江市
さ ば え し

こども計画
けいかく

をつくり実行
じっこう

します。また、こど 

 も、学校
がっこう

等
とう

関係者
かんけいしゃ

、保護者
ほ ご し ゃ

等
とう

の意見
い け ん

を聴
き

いて、毎年
まいとし

取
とり

組
くみ

の振
ふ

り返
かえ

りをします。 

２ 市
し

は、こどもの思
おも

い、考
かんが

え等
とう

が鯖江
さ ば え

市
し

こども計画
けいかく

にどのように取
と

り入
い

れられたかを公表
こうひょう

しま 

 す。 

(学校
がっこう

等
とう

関係者
かんけいしゃ

の役割
やくわり

) 

第
だい

１２条
じょう

 学校
がっこう

等
とう

関係者
かんけいしゃ

は、こどもの健
すこ

やかな成長
せいちょう

および発達
はったつ

のために重要
じゅうよう

な役割
やくわり

を持
も

っているこ 

 とを理解
り か い

します。 

２ 学校
がっこう

等
とう

関係者
かんけいしゃ

は、こどもが学
まな

び、考
かんが

え、活動
かつどう

することができるように支援
し え ん

し、こどもの権利
け ん り

が 

 大切
たいせつ

に守
まも

られるよう努
つと

めます。 

 (市民
し み ん

等
とう

の役割
やくわり

) 

第
だい

１３条
じょう

 市民
し み ん

等
とう

は、地域
ち い き

全体
ぜんたい

でこどもの健
すこ

やかな成長
せいちょう

および発達
はったつ

を支
ささ

え、こどもの権利
け ん り

が大切
たいせつ

に 

 守
まも

られるよう努
つと

めます。 

 (こどもの権
けん

利
り

をみんなに知
し

ってもらうこと) 

第
だい

１４条
じょう

 市
し

は、こどもの権利
け ん り

について、こども、保護者
ほ ご し ゃ

、学校
がっこう

等
とう

関係者
かんけいしゃ

および市民
し み ん

等
とう

に理解
り か い

しても 

 らうための取組
とりくみ

を行
おこな

います。 

２ 市
し

は、家庭
か て い

、学校
がっこう

および地域
ち い き

社会
しゃかい

等
とう

で、こどもの権利
け ん り

について学
まな

ぶことができる取
とり

組
くみ

を行
おこな

いま 
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 す。 

（こどもが意見
い け ん

を表明
ひょうめい

し、参加
さ ん か

すること） 

第
だい

１５条
じょう

 市
し

は、こどもが家庭
か て い

、学校
がっこう

および地域
ち い き

社会
しゃかい

において自分
じ ぶ ん

の思
おも

い、考
かんが

え等
とう

を表
あらわ

し、参加
さ ん か

で 

 きるように支援
し え ん

します。 

(こどもの権利
け ん り

を守
まも

るための体制
たいせい

） 

第
だい

１６条
じょう

 市
し

は、こどもの思
おも

いおよび相談
そうだん

を受
う

け止
と

めて、こどもが安心
あんしん

して過
す

ごすことができる体制
たいせい

 

 を整
ととの

えます。 

２ 市
し

は、保護者
ほ ご し ゃ

、学校
がっこう

等
とう

関係者
かんけいしゃ

および市民
し み ん

等
とう

と協 力
きょうりょく

しながら、差別
さ べ つ

、虐待
ぎゃくたい

、いじめ等
とう

のこどもの 

 権利
け ん り

が守
まも

られていない状態
じょうたい

を発
はっ

見
けん

できる体制
たいせい

を整
ととの

え、権利
け ん り

が守
まも

られていない状態
じょうたい

を発見
はっけん

した場合
ば あ い

 

 には、その状態
じょうたい

からの回復
かいふく

に向
む

けた取
とり

組
くみ

を行
おこな

います。 

 (委任
い に ん

） 

第
だい

１７条
じょう

 この条例
じょうれい

に定
さだ

めるもののほか必要
ひつよう

なことは、市長
しちょう

が別
べつ

に定
さだ

めます。 

附
ふ

 則
そく

 

この条例
じょうれい

は、令和
れ い わ

７年４月
がつ

１日
ひ

から施行
し こ う

します。 
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